
- 47 - 

  議 事 日 程 第 ２ 号 

 

令和元年６月１３日（木）午前１０時開議 

 

日程第１ 一般質問 
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        ～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

  出欠議員氏名 

出席議員（２４名） 

 １番 小 久 保  広  信 議員  ２番 影  澤  政  夫 議員 

 ３番 我  妻  德  雄 議員  ４番 太  田  克  典 議員 

 ５番 山  田  富 佐 子 議員  ６番 佐  藤  弘  司 議員 

 ７番 高  橋     壽 議員  ８番 髙  橋  英  夫 議員 

 ９番 山  村     明 議員 １０番 堤     郁  雄 議員 

１１番 関  谷  幸  子 議員 １２番 遠  藤  正  人 議員 

１３番 島  軒  純  一 議員 １４番 工  藤  正  雄 議員 

１５番 齋  藤  千 惠 子 議員 １６番 成  澤  和  音 議員 

１７番 中  村  圭  介 議員 １８番 鳥  海  隆  太 議員 

１９番 古  山  悠  生 議員 ２０番 井  上  由 紀 雄 議員 

２１番 小  島     一 議員 ２２番 島  貫  宏  幸 議員 

２３番 木  村  芳  浩 議員 ２４番 相  田  克  平 議員 

 

欠席議員（なし） 

 

        ～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

   出席要求による出席者職氏名 

市 長 中 川   勝  副 市 長 井 戸 將 悟 



- 48 - 

総 務 部 長 後 藤 利 明  企画調整部長 我 妻 秀 彰 

市民環境部長 堤   啓 一  健康福祉部長 小 関   浩 

産 業 部 長 菅 野 紀 生  建 設 部 長 杉 浦 隆 治 

会 計 管 理 者 猪 脵 郁 子  上下水道部長 高 野 正 雄 

病院事業管理者 渡 邊 孝 男  
市 立 病 院 

事 務 局 長 
渡 辺 勅 孝 

総 務 課 長 安 部 道 夫  財 政 課 長 遠 藤 直 樹 

総合政策課長 安 部 晃 市  教 育 長 大河原 真 樹 

教育管理部長 渡 部 洋 己  教育指導部長 今 崎 浩 規 

選挙管理委員会 

委 員 長 
小 林   栄  

選挙管理委員会 

事 務 局 長 
村 岡   学 

代表監査委員 森 谷 和 博  
監 査 委 員 

事 務 局 長 
我 妻 祐 一 

農業委員会会長 伊 藤 精 司  
農 業 委 員 会 

事 務 局 長 
宍 戸 徹 朗 

 

        ～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

   出席した事務局職員職氏名 

事 務 局 長 三 原 幸 夫  庶 務 係 長 金 子 いく子 

議事調査係長 渡 部 真 也  主 任 藤 﨑 優 一 

主 事 齋 藤 拓 也    

 

        ～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 



- 49 - 

 午前 ９時５９分 開  議 

 

○鳥海隆太議長 ただいまの出席議員24名であり

ます。 

  直ちに本日の会議を開きます。 

  本日の会議は議事日程第２号により進めます。 

 

 

 

日程第１ 一般質問 

 

○鳥海隆太議長 日程第１、一般質問を行います。 

  順次発言を許可いたします。 

  一つ、人口減少克服への地域マネジメントにつ

いて、24番相田克平議員。 

  〔２４番相田克平議員登壇〕（拍手） 

○２４番（相田克平議員） おはようございます。 

  明誠会の相田克平です。 

  まずもって、さきの選挙戦において、私の挑戦

を支えてくれた方々と、大切な一票を託してくだ

さった1,500名の皆様に心より御礼を申し上げま

す。本当にありがとうございました。 

  おかげさまで４期目を迎え、会派の仲間もふえ、

より大きくなった責任と負託に応えるため、これ

までどおり誠実・謙虚・努力を大切にし、自分ら

しさを貫き、議会活動を通して多くの皆様のため

になる市民価値を創出していくことを目指して励

んでまいります。 

  とはいえ、一人一人の市民の皆さんの日々の積

み重ねこそが未来を開く最大の原動力と私は思っ

ております。これまで同様に、市民の皆さんとと

もにこのまちの未来をつくる姿勢を大切にしてま

いりますので、今後もさまざまな場面での御理解

と御協力をよろしくお願い申し上げます。 

  また、市長初め当局の皆様方におかれましても、

本市組織力の向上はもちろん、市民価値の創出と

市民力向上に一層の御尽力を賜りますようお願い

申し上げます。 

  さて、新たな時代の令和元年、歴史ある米沢市

議会において、令和初の定例会一般質問のトップ

バッターを務めさせていただくことは、光栄の至

りです。くじを引いてくれた齋藤議員、ありがと

うございました。 

  とはいえ、名前が名前だけに、学生時代、出席

番号は常に１番で、小学生のころから体育や音楽

のテスト、発表などはいつも１番。クラスメート

の前で一番最初に試されるのは、ちょっと嫌なも

のでした。 

  大河原教育長にお世話になった中学時代も、小

林選管委員長にお世話になった高校時代も、成績

で１番をとることはできませんでしたが、短距離

走と出席番号だけは常に１番ということで、だん

だん鍛えられて今に至っております。 

  本会議でのトップバッター、一般質問では初め

てでございます。ただ、2009年３月定例会、当時

一新会の代表質問を務めさせていただいたとき以

来となりますので、10年ぶりのトップバッターと

いうことになります。令和という新たな時代の初

の一般質問であり、いつもとは違う緊張感もあり

ますが、心を尽くして務めてまいりますので、最

後までおつき合いいただければと思います。 

  今回の私の質問は、人口減少克服への地域マネ

ジメントについてです。 

  このたびの選挙戦、私は一点突破の選挙を戦っ

てまいりました。若さや見た目は売りにならない

ので、ポスターも顔写真は少し小さ目にして、「こ

のまちにはバスが必要だ」、そういうふうに文字

を大きくして、また今回から認められた法定ビラ

や選挙公報も同様に公共交通拡充の必要性を集中

的に訴え、期間中50回を超えた街頭演説も「この

まちにはバスが必要だ。交通弱者のためだけでは

なく、地域経済を守り、人口減少に打ち勝つ強い

米沢をつくるため、車がなくても暮らせる未来の

米沢を一緒につくってまいりましょう」、そう訴

え続けてまいりました。 

  結果として、全体の総得票数が2,000票以上減少
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し、多くの皆さんが前回と比べると少し得票を減

らす中で、私は前回を上回る得票をいただいて４

期目を迎えることができました。 

  それだけ皆さんの関心が高い項目であるという

ことはもちろんなのですが、私がこのたびの選挙

戦で一点突破の形で戦った理由は、この問題の解

決には、行政や事業者に多くの民意を示すととも

に、それだけでは足らず、市民の皆さんの日常の

生活の中で行動や選択を変えていく必要があるか

らであり、その意味では市民の皆さんへ向けて一

石を投じることができたのかなとは思っています。 

  期間中、たくさんの方々に「応援しています。

頑張ってください」、そう言われるのは皆さん一

緒、毎回のことなんですけれども、今回は、これ

までとは明らかに違う熱量で、学生や高齢者の

方々だけではなく、子育て中のお母さん方や車で

通勤されている方も含めて、本当に幅広い方々か

ら熱心な応援をいただき、また多くの高齢者の

方々から切実な声も連日頂戴いたしました。 

  人が生きていく上で、多少の不安や不満、不便、

そういったものはつきものですが、このまちで生

活を続けようとしたとき、やはり車がないと暮ら

せないという実態に苦慮されている方は相当数い

らっしゃいます。 

  そういった多くの方々の不安を解消できぬまま、

未来を描くということは、弱者を切り捨てていく

ことに等しく、政治行政が機能しているとは言い

がたい状況にあるのではないでしょうか。何とか

解決していかなければなりません。 

  公共交通の問題だけではありません。今、市民

が抱えるさまざまな不安と向き合い、解決する道

筋を示さずして、より一層人口が減った未来に突

然よりよい解決策が生まれるとは思えません。残

念ながら、人口減少は本市のみならず国全体の課

題であり、本市においても避けられない未来であ

る限り、本市が人口減少にいかに対応していくか

を示すことは、市民の皆さんの安心につながり、

市民生活にとって重要な意味を持つのです。 

  自治体としての持続性のみならず、企業や家庭

も含む地域経済の未来について明確な処方箋を示

すべきであり、たとえ人口が７万人を切ったとし

ても、安心して暮らせると思える地域マネジメン

トのビジョンを早急に築き、市民の皆さんと共有

することで不安を解消し、伸び伸びと活力ある経

済活動を行っていくことが求められています。 

  そこでまず初めに、本市は人口減少による地域

経済への影響をどう捉えているかをお尋ねいたし

ます。 

  人口減少により、一般的には縮小すると言われ

ている地域経済ですが、本市として人口減少と地

域経済の関係性をどう捉えていて、どんな対策を

考えているのかお聞かせください。 

  これは非常に重要な質問です。なぜなら、本市

の事業者のほとんどは中小零細企業であり、その

経営者の多くは人口減少が顧客減や売り上げ減少

に直結すると考えています。 

  人手不足が深刻化する中で、自社の事業に将来

性を見出せない状況が続けば、事業の継続や承継

を諦めてしまい、やがて廃業につながることは言

うまでもありません。懸命に外から企業を誘致し

ながら、一方で足元では、長年続いてきた企業が、

事業所が消えていくような状況は避ける必要があ

ります。 

  現に、最近市内の飲食店で修行し、独立する若

者が市外へ出店するという事例が続いています。

これは大変残念なことでありますが、みずからの

経営資源を最大限生かそうと思えば、至って的確

で正しい経営判断としか言いがたい状況がありま

す。この現状を変える必要があるのです。 

  人口減少による地域経済への影響と対策につい

て、本市の見解をお答えください。 

  次に、公共交通の拡充による地域経済への効果

をどう捉えているかをお尋ねいたします。 

  今回、私が「このまちにはバスが必要だ」と訴

えたのは、交通弱者対策としてだけではありませ

ん。連日のように高齢者の重大事故が発生し、と
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うとい命が奪われる状況を変えなくてはならない

のは当然のことですが、だからといって簡単に解

決できる問題ではありません。 

  バスを走らせるにも、民間交通事業者には当然

経営が問われ、行政といえどもやみくもに多額の

赤字を垂れ流すのでは、持続性が担保できません。 

  私は、これまで何度も公共交通の拡充を訴えて

きましたが、常に経営的な視点を大切にしてきた

つもりです。ただ単に「困っている人が多いから

何とかしろ」、それでは解決が難しい問題だとい

うことを十分認識しています。なぜなら、事業者、

自治体、住民、かかわる全ての方々にとって有益

でなければ持続性が担保できません。 

  初当選以来ですから、12年間にわたりこの問題

に取り組み、専門家の方とも何度も意見交換を重

ね、さまざまな角度から検証してきた結果、地域

経済対策として取り組むことで、持続性を担保で

きる可能性が見えてきましたので、今回は、その

具現化に向けた質問となっております。今後も力

を尽くしてまいりたいと考えております。 

  車の所有に係る費用は、軽自動車で年間35万円、

普通自動車では年間50万円と言われています。自

動車税に保険、ガソリン代にローンまたは償却分

を入れると、こんな額になると言われています。 

  さて、ここで皆さんに質問してみたいと思いま

すが、小さくでも結構ですので、挙手でお答えい

ただければと思います。皆さんのお宅には、何台

の車がありますか。１台しかないという方、ちょ

っと手を挙げてもらえますか。２台の方。３台の

方。４台の方。５台以上の方。ありがとうござい

ます。 

  市内には、約３万3,000世帯で６万台の車が登録

されています。学生だけの世帯というのも約3,000

世帯ほどありますし、免許がなく車を持たない高

齢者などの世帯もありますので、統計上は平均し

て１世帯に1.81、２台を切るんですけれども、現

実的には２台以上の車があるというような状況か

と思います。 

  私が今回の質問に備えてフェイスブック上でと

ったアンケート、皆さんのお手元にも資料が見ら

れるようになってございますので、見ていただき

たいんですが、皆さんのお宅には何台の車があり

ますかという、きのうの夕方時点の回答者、74世

帯中２台が24世帯で32.4％、続いて３台が22世帯

で29.7％、４台が15世帯で20％と続き、４番目に

１台、８世帯で10.8％、以下５台が５世帯、６台

が２世帯という結果で、全体平均をしてみますと、

世帯当たり2.96台、約３台という結果でした。 

  軽自動車なら、月に直せば３万円、普通自動車

ならば月で言えば４万円の維持費がかかる計算で

あり、しかもその金額がほとんど市外、そしてガ

ソリンについては国外へと流出するお金です。普

通乗用車年間50万円ですから、仮に市内に６万台

ある車が５万台で暮らせるまちになれば、50億円

のお金が、これまで出ていっていたものが地域の

中にとどまることになり、仮に４万台で暮らせる

まちになれば、100億円のお金が地域内にとどまる

ことになります。 

  100億円と言えば、市税収入に匹敵する額です。

このように、自家用車を持つことで地域外へ流出

してしまうお金を地域内にとどめて、地域内を循

環させることで、市税収入額に匹敵する経済効果

が期待できるのです。 

  つまり、公共交通の拡充は、交通弱者対策だけ

ではなくて、人口減少下にある地方都市の、我が

市の地域経済対策としての視点で進めるべきです。

交通事業者の皆さんも含め、しかも大胆に進める

必要があると、私は考えておりますが、市の見解

をお聞かせください。 

  次に３項目め、電気代・通信費など、家計から

流出する費用を地域内にとどめる仕組みの構築を

の質問に移ります。 

  この点については、次の小久保議員と重複する

部分がございますので、私はどちらかというと通

信のほうの視点で質問を進めさせていただきます。 

  さて、私がファミリーマートをやっていること
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は皆さん御存じかと思いますが、開店してことし

で22年たちました。22年前、開店したころと比べ

ると、ターゲットもパッケージも相当変わったと

いう売り場がコンビニの中にはあります。皆さん、

20年ぐらい前と比べて、どこの売り場がコンビニ

で変わったと思いますか。多分、スーパーをされ

ている齋藤議員なんかもわかるかと思いますが、

答えはそれはお菓子売り場なんです。 

  22年前のコンビニでは、毎日たくさんの高校生

たちがポッキーやチョコレート、ポテトチップス

などスナック菓子、お菓子をたくさん買ってくれ

ました。でも、あけて数年たったころから、次第

にお菓子が売れなくなるんです。それはなぜかわ

かりますか。 

  質問項目が質問項目なので、大体お察しのこと

かと思いますが、高校生たちに携帯電話が普及し

て持つようになったもので、決まったお小遣いか

ら電話代を払うと、お菓子を買うお金が残らない

んですよ。これは全国的傾向で、実は2000年代に

入り、ほとんどの菓子メーカーは顧客のターゲッ

トを変えました。引き上げていったんですね。例

えば、20年前はなかった、でも今あります、大人

のポッキーとか。 

  つまり、子供たちがなかなか買えないから、会

社の販売額を維持していくためには、ターゲット

を変えて、携帯電話を持ってもお菓子を買える

方々へ向けた商品をつくり始めた、そういうこと

です。 

  ところが、家族で何台も持つようになって、大

人であっても、お菓子を買うことにちゅうちょす

るような時代になっています。その対応のために、

菓子メーカーは、次はどんなことをしたか。健康

志向、乳酸菌入りのチョコレートとか、今だけ、

ここだけといった期間限定や地域限定の商品を販

売してきています。 

  近年は、スマートフォンが普及したことで、一

層家庭における通信費の負担が大きくなり、国内

消費の冷え込みを避けようと、政府が一生懸命通

信各社に値下げの交渉をしているというような流

れです。 

  このように、お給料は上がっても消費を通して

地域内を回っていたお金は、車やスマホで地域の

外に流出しています。アンケートのほうに、「あ

なたの世帯に携帯電話、スマホ、タブレットは何

台ありますか」というふうに聞いてみたところ、

お答えいただいた71世帯中５台が25世帯、４台が

18世帯、３台が12世帯、２台が８世帯、７台とい

うお宅が４世帯、６台が３世帯というような結果

でした。実に71世帯に296台のスマホやタブレット

があるというような実情でした。 

  私は、これを持つことは否定するものでもない

ですし、便利なものですから、しっかりと使って

いけばいいなと思っていますが、私のアンケート

だけでは分母は少ないかもしれませんが、そこか

ら浮かぶ市民生活は、１世帯に3.79人、約４人弱

の家族構成、そこに３台の車と４台のスマートフ

ォンがある家庭の姿が浮かんできます。 

  車３台、月４万円として12万、通信費、スマホ

代を月１台8,000円、そんなふうに換算していくと、

毎月約15万円のお金が車や通信で皆さん支出をさ

れているという計算になります。年間で180万円で

す。 

  本市の平均所得は、たしか260万円台ぐらいだっ

たと思いますが、決して高くない市民の皆さんの

年収というものを考えれば、これは相当大きな負

担となっており、しかもそのほとんどが市内で回

ることなく市外へ流出している現状です。同様に、

電気料金も地域外へ流出するお金と言えます。 

  先月、明誠会と市民平和クラブの共催で、みや

まスマートエネルギーの磯部社長をお迎えして勉

強会を開催いたしました。当日は、他会派の皆さ

んも含め、市当局の担当の方、そして商工会議所

の増村副会頭や山形大学工学部の松田先生、国際

事業化センターの小俣さんなど、多くの方々に御

参加いただきました。 

  詳しくは、小久保議員が次の質問でやってくれ
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ると思いますが、みやまスマートエネルギーは、

市も出資した民間会社ですが、日照時間の多いと

いう地域特性を生かして、エネルギーの地産地消

を進めています。そして、それを地域の中で回す、

つまり電気をつくるというところ、電気代のほと

んどが地域の中で回っていく。その差益を地域の

皆さんのさまざまな課題解決に使っているという

事例でした。 

  高齢者世帯にタブレットを配布して、居酒屋で

注文するように、商店街から物が届くようなシス

テムをつくっておられました。 

  人口３万6,000人のみやま市が、自律的経済の視

点に立って地域マネジメントの成果を住民価値に

つなげているという事例だと思います。 

  米沢市も、同じ考え方に立って取り組みを始め

るべきと思います。 

  さきの勉強会で、磯部社長は、置賜というのは

日本でも数少ないエネルギーの完全自給自足が可

能な地域であるということを強く主張されており

ました。潜在的な優位性を住民のために顕在化さ

せて活用していくべきだと、私は思います。 

  このように、人口減少による地域経済縮小より

も、基本的な生活コストである電気代や通信費な

ど、地域外へ流出する費用の上昇のほうが、私は

地域経済にとっては深刻だと思っています。 

  そのような中、優位性があることが判明したエ

ネルギーの地産地消、そして本市はテレトピア構

想のもと、非常にくまなく張りめぐらされたケー

ブルテレビも、たくさんの方が視聴されておりま

すが、それらを活用することで、通信事業の地元

占有率の向上をもっと図れると思うわけです。そ

のような対策を進めるべきと思いますが、いかが

でしょうか。市の見解をお尋ねいたします。 

  さて、まちづくり総合計画が目指す将来像は、

「人が輝き 創造し続ける学園都市・米沢」です。

そして基本理念は「市民が積極的に参加するまち

づくり」です。 

  市民参加の息吹は着実に根づき広がっていると

思います。学生たちも頑張ってくれています。で

は、組織としての米沢市は何に挑戦し、何を創造

していくのでしょうか。時代は令和に変わりまし

た。 

  質問の冒頭でも申し上げたように、本市が人口

減少にいかに適応していくのか、自治体の持続性

のみならず企業や家庭も含む地域経済の未来につ

いて、明確な処方箋を示すべきであり、重ねて言

いますが、たとえ人口が７万人を切っても安心と

思える地域マネジメントを築くことで、市民の不

安を解消し、伸び伸びと活力ある経済活動を行っ

ていくことが求められています。 

  お金がなければ知恵を使うべきであり、今ある

地域資源は最大限に活用していかなければなりま

せん。国の制度の優位性で事業を選択するよりも、

将来回収できる財政出動を優先して手を打ってい

くべきです。 

  市民生活を守るために優先してすべきことは、

至って明確です。今、このまちで暮らす一人一人

の市民の生活の質を高めていくことに尽きます。

令和という新たな時代の始まりを機に、力強く本

市としての新たな挑戦を始めることを心から願い、

壇上からの質問を終わります。 

○鳥海隆太議長 菅野産業部長。 

  〔菅野紀生産業部長登壇〕 

○菅野紀生産業部長 私からは、（１）人口減少に

よる地域経済への影響をどう捉えているかについ

てお答えいたします。 

  まず、本市の総人口については、国勢調査によ

りますと、平成７年以降減少を続け、平成27年人

口が８万5,953人と、平成７年人口の９万5,592人

と比較し9,639人減少しております。 

  また、人口動態における出生、死亡の状況――

自然動態――につきましては、平均寿命の延びに

よる高齢者の増加から死亡数が増加したことに加

え、非婚化・晩婚化等の進展、母親世代人口の減

少などの要因から出生率が大きく減少し、平成14

年以降は死亡数が出生数を上回る自然減の状態が
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続いております。 

  転入・転出の状況、いわゆる社会動態につきま

しては、全ての期間で転入者を転出者が上回って

おり、社会減状態が続いております。 

  また、本市の労働力人口を見ますと、平成７年

の５万948人より年々減少しており、平成27年の労

働力人口は４万3,013人と、平成７年と比べて

7,935人、約16％の減少となっています。 

  さらに、生産年齢人口である15歳から64歳まで

の人口を見ても、平成７年の６万2,468人より年々

減少しており、平成27年には５万637人と、平成７

年と比べて１万1,831人、約19％の減少となってい

ます。 

  このような状況から、地域経済への影響として

１点目、小売、飲食、娯楽といった生活関連サー

ビスの縮小、２点目、税収減による行政サービス

水準の低下、３点目、地域公共交通の撤退・縮小、

４点目、空き家、空き店舗、工場跡地、耕作放棄

地等の増加、５点目、地域コミュニティーの機能

低下等が懸念されております。 

  一方、本市の経済の状況につきましては、山形

県市町村民経済計算によりますと、市内総生産、

市民所得は、年度により増減を繰り返しており、

内閣府が発表しております景気動向指数の推移を

踏まえると、自然災害による影響や国内外の経済

動向、金融資本市場の動向などの景気の状況に左

右されているものと考えられ、人口減少イコール

地域経済の減少と直ちに関連づけることは難しい

と判断されますが、人口減少がもたらす影響を鑑

みれば、大きな要因の一つであると考えておりま

す。 

  このようなことから、今後の人口減少に対応し

ていくためには、人口減少に歯どめをかけていく

一方で、人口減少を前提とした社会への変革を進

めていく必要があると考えております。 

  その取り組みとして、１点目、１人当たりの総

生産、住民所得の向上、２点目、就業率の維持・

向上、３点目、地域経済の活性化、これらに資す

る事業を継続的に取り組むことが極めて重要だと

考えており、取り組んでいる現状でございます。 

  私からは以上です。 

○鳥海隆太議長 我妻企画調整部長。 

  〔我妻秀彰企画調整部長登壇〕 

○我妻秀彰企画調整部長 私からは、初めに（２）

公共交通の拡充による地域経済への効果をどう捉

えているかについてお答えします。 

  本市では、車を持たない高齢者や学生などのい

わゆる交通弱者の交通手段の確保を目的として、

平成９年から民間事業者のバス路線を引き継ぐ形

で市民バスの運行をスタートし、その後、市民生

活に密着した手軽な交通手段として、平成13年か

らは市街地循環路線右回り・左回りを、さらに平

成23年からは市街地循環南回り路線を運行してお

ります。 

  民間事業者から引き継いだ廃止代替路線が走る

地区のうち、山上地区と田沢地区においては、平

成24年度以降、地域の方々みずからが地区におけ

る公共交通のあり方を検討し、乗り合いタクシー

へと移行しております。 

  また、ＪＲ以外の公共交通がなかった広幡地区

におきましては、昨年度から乗り合いタクシーの

実証運行を開始しております。 

  一方で、万世地区においては、地域として路線

バスを継続してほしいとの意向が示されたことか

ら、バスの運行を継続しているところであります。 

  また、民間バス事業者が市内で運行している路

線については、市民生活に必要な交通手段の維

持・確保のため、事業者に対する支援を行いなが

ら運行しているところであります。 

  これら公共交通の維持は、高齢化の進展などに

より通院や買い物など日常生活における移動手段

としての必要性は高く、学生などの通学のための

交通手段としても不可欠であり、より利用しやす

いよう改善していくことは、本市にとって重要な

課題であると認識をしております。 

  これまでも、地域との話し合いを継続しながら、
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運行ダイヤの見直しなどを行っており、昨年度は

市民バス万世線におきまして、地域で話し合いを

重ねた結果、地元高校生の通学時間などに合わせ

た冬時間の設定や、米沢工業高校への通学に合わ

せた米沢駅からの直行便を新設するなど、利便性

の向上に努めながら、利用者の増加を図ってきた

ところであります。 

  議員お述べの経済対策としての公共交通の拡充

につきましては、公共交通の整備などによって市

民の行動が促され、その結果、波及効果がもたら

されれば、本市にとって有益であると考えられま

す。 

  しかしながら、本市のような地方都市は、限ら

れた財源の中で目的を明確に定めて効果的な施策

を行わなければならないという現状を考えますと、

今後さらに増加する高齢者や学生などの交通弱者

の交通手段の確保・改善を最優先して取り組んで

いくべきであると考えております。 

  今後とも、このような改善を継続しながら、来

年度から２年間をかけて策定を予定しております

「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」

に基づく「地域公共交通網形成計画」の検討を進

めてまいります。 

  具体的には、本市の公共交通が目指すべき役割

を明確化し、取り組みの方向性を基本方針として

定め、その方針に即した基本目標、数値目標など

を設定していきます。そして、その目標を達成す

るために、立地適正化計画で定めるまちづくりの

方針に基づき、公共交通ネットワークの将来像を

しっかりと見据えた公共交通サービスの全体像、

具体的なサービス水準、その実現のために必要な

事業などについて、まちづくりのさまざまな分野

と連携しながら推進してまいります。 

  その中で、議員お述べのような視点も参考にし

ながら、よりよい地域公共交通の実現を目指して

まいりたいと考えております。 

  次に、（３）電気代、通信費など家計から流出

する費用を地域にとどめる仕組みの構築をの御質

問でありますが、壇上からは、特に通信費という

ようなお話でありましたので、その部分について

お答えをさせていただきます。 

  通信費につきましては、御承知のとおり、株式

会社ニューメディア、通称ＮＣＶは、当時の郵政

省によるテレトピア構想を機に設立した会社で、

本市が出資しているいわゆる第三セクター方式の

通信事業者であります。 

  現在、市内で１万8,000世帯以上が加入し、その

うち約半数ほどの加入者がインターネット契約を

結んでおりますので、概算ではありますが、約

9,000世帯ほどがＮＣＶのインターネットに接続

している状況であります。また、ＮＣＶが提供す

る電話サービスにつきましては、約6,000世帯ほど

が加入している状況となっております。 

  したがいまして、電力と比較しますと、地域経

済に直接的に効果があるということにはなろうか

と思います。 

  しかしながら、出資をしているとはいえ、市と

して他の通信事業者からＮＣＶに乗りかえるよう

働きかけることはできませんので、今後とも順調

な経営を継続していただき、広く市民の快適なデ

ジタルライフをサポートしていただければと思っ

ております。 

  株主として、同社とは定期的に情報交換を行っ

ており、今後とも必要な要望などは随時行ってま

いりたいと思いますし、情報化が日々進んでいく

中で、より市民の利便性が高まっていきますよう、

関係機関とも連携しながら研究を進めてまいりた

いと考えております。 

  私からは以上です。 

○鳥海隆太議長 相田克平議員。 

○２４番（相田克平議員） ありがとうございます。 

  産業部長のほうからは、人口の減少というより

も景気動向に市の総生産、そして総所得は関連し

ていて、人口減少が直接的な影響というのは、な

かなか余り見出せないよというようなお話だった

と思います。 
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  確かに本市、ものづくりの事業所さんが多いで

すから、マクロな感じの数値を見ると、そういう

ふうになるのかなというふうには思いますが、米

沢市で、産業部なのか、企画調整部なのか、どこ

なのかですけれども、家計状況を捉えているよう

なデータ、数値、指標というものはお持ちですか。 

○鳥海隆太議長 我妻企画調整部長。 

○我妻秀彰企画調整部長 家計調査につきましては、

県庁所在地ですと、そのようなデータ、調査があ

ると思うんですが、その他の市町村においては、

そのようなデータまでは把握できない状況でござ

います。 

○鳥海隆太議長 相田克平議員。 

○２４番（相田克平議員） ということは、総務省

がやっている家計調査の県版と、県庁所在地のデ

ータを参考にされているというようなことなのか

なと思いますが、それでは、市政運営でもそうで

すし、前回の総合計画でもそうですけれども、市

民生活の中で「豊かさ」という表現を米沢市は使

うわけですけれども、米沢市がそういう表現とし

て使う「豊かさ」というのは、どういうものを、

ＫＰＩといいますか、指標にして見ているのか。

先ほどの市町村総生産とか所得になってしまうん

ですか。その点をちょっとお聞かせください。 

○鳥海隆太議長 我妻企画調整部長。 

○我妻秀彰企画調整部長 今年度から後期基本計画

の策定に入るわけでありますが、やはり経済的な

面では、市全体としてのさまざまな生産額とか、

あと個人の所得、そのようなものはできますので、

そういうような数字で捉えるしかないというのが

現状でございます。 

  豊かさとなると、精神的な面ももちろん入って

おりますので、なかなかそちらのほうは指標とし

てどのように捉えられるかというのは、難しいと

ころだと感じております。 

○鳥海隆太議長 相田克平議員。 

○２４番（相田克平議員） 先ほど言ったような、

フェイスブックでアンケートをとらせていただい

た結果がお手元にあるかと思いますが、10年前と

比較して、皆さんの家計で支出がふえている項目

を教えてくださいと聞くと、医療・健康に関する

費用が１位、携帯、ネットなど通信に関する費用

が２位、車や移動に関する費用が３位、４位が子

育て・教育に関する費用、そして５位に水道・光

熱費というふうに続いています。 

  医療、ネット、車、教育、水光費、それらが10

年前と比べるとふえたというふうに感じている。 

  項目は同じなんですけれども、今度は皆さんの

家計で、10年前と比較して支出が減っている項目

を教えてくださいというふうに聞いてみました。

すると、減っているもの第１位、服やおしゃれに

関する費用、２位、旅行やレジャーに関する費用、

３位、子育て・教育、４位、貯蓄や保険等で将来

に備える費用、５位、車や移動に関する費用とい

ふうに続いています。 

  子育て・教育に関する費用というのは、10年た

てば、例えば大学生だった息子が卒業したとか、

それは世帯の家族構成によって変わってきます

ので、これらのところは省いたとして、ふえた支

出の３つ、代表的なものが医療・健康に関するも

の、そして通信、そして車。減ったもの、服やお

しゃれに関する費用、旅行やレジャー、貯蓄や保

険など将来に備える費用というふうに答えてい

ます。 

  圧倒的にこの３つが多い。市民は豊かになって

いると言えるでしょうか。感想をお聞きしたいの

ですが、いかがですか。 

○鳥海隆太議長 我妻企画調整部長。 

○我妻秀彰企画調整部長 アンケートを拝見させて

いただきまして、なかなか、もう少し分析をして

みないとわからないのかなと思っております。 

  携帯、ネットに関しましては、携帯から今はス

マホに移っているというようなところで、お一人

お一人のかかる費用もふえているんだろうと。車

に関しましては、ここ20年ぐらいは、平均約１世

帯当たり２台というようなところの数値は変わっ
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ておりません。そのような中で、ふえているとい

う要因が何からきているのか。ガソリン代なのか、

どういうことなのか、維持費が相当上がっている

のかというようなところは、もう少し分析をして

みないと、なかなか、私どものほうとしては、は

っきりしたところは言い得ない状況にあるのかな

と思っております。 

○鳥海隆太議長 相田克平議員。 

○２４番（相田克平議員） 分析してみないとわか

らないということですので、私は今回この質問を

したのは、次期計画策定に向けて、そういうとこ

ろをちゃんと分析していただきたいということを

申し上げたいんです。 

  ３月の代表質問のときも、市民生活のＱＯＬ向

上ということで質問させていただきましたが、私

は、市は総数として統計指標に目はやっているけ

れども、１軒１軒の家庭生活、家計の中までは見

ていないのではないかということですよ。 

  ふえた３つの項目というのは、通信はＮＣＶさ

んのおかげで、地域の中に残るものも、ほかと比

べればあるかもしれないけれども、でもやはり、

Ｎ社であったり、Ａ社であれば、やはりほとんど

が出ていく部分になっていくわけですよね。ふえ

ている支出の３つとも、外に出ていくお金で、減

っているものの３つが地域で循環するお金なんで

すよ。 

  ここをしっかりと捉えて、分析して、それこそ

分析していくことで、人口が減少していっても、

地域経済、そして皆さんの生活は安心だという状

況を生めるのではないのかなというふうに私は思

っているわけです。でも、市としてそこにこれま

で着眼していなかったのではないかと思いますが、

いかがですか。 

○鳥海隆太議長 我妻企画調整部長。 

○我妻秀彰企画調整部長 後期基本計画の中では、

先ほど申し上げました米沢市独自の家計というも

のはなかなか把握できないところでありますが、

山形県としての家計状況なども過去の分とも比較

しながら、どのような推移があるかというのは分

析をしたいと思いますし、また、アンケートの中

で、果たしてそのようなところが、どのような工

夫ができるのかというところも検討させていただ

きたいと思います。 

○鳥海隆太議長 相田克平議員。 

○２４番（相田克平議員） 前回のＱＯＬの質問で

も、やはりアンケートの中で、どのような形で盛

り込めるかを考えたいというふうな御答弁をいた

だいております。 

  ぜひ、そのアンケートの中で、やはり家計がど

ういうふうに変わっているのかということも、し

っかりと調べていただきたい。そうすることが、

やはり市民の皆さんの直接的な生活を支える市政

を行うことにつながります。 

  人口が減っていく、それ自体は地域経済の縮小

にはなっていない。産業部長からいただいた答弁

では、データ上、景気の上下に連動するに等しい。

しかし、それぞれの家計を見れば、米沢から外に

出ていくお金がどんどんふえているのに、米沢の

中で使うお金が減っているんです。だから、この

ままここに着眼しなければ、人口減少よりも激し

い勢いで、地域経済、生活を支える、例えば小売

業だとか、サービス業というものは冷え込んでい

くことになります。 

  買い物をするお店がなくなって、皆さんは生活

していけるのか。このまちの暮らしが満足と思え

るのか。そこを考えれば、しっかりとこの点につ

いて数値として、データとして捉えて、それをし

っかりと底上げするような施策を打っていく必要

があると思います。 

  先ほど、産業部長、地域経済活性化策をやって

いるという話でしたけれども、この場合に示して

いる地域経済活性化策というのは、ちょっと具体

的には、大体どんな感じのものですか。 

○鳥海隆太議長 菅野産業部長。 

○菅野紀生産業部長 地域経済の活性化につきまし

ては、産業間の連携や既存企業の活性化、新たな
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起業促進など、内発的な産業力を高める取り組み

を展開しているところでございますけれども、具

体的なものとしましては、創業支援や商店街の支

援、そして中小企業支援ということで、助成や融

資、そして山形大学工学部に対する支援を行うこ

とで、付加価値額を高めていく。このような形で

地域経済の活性化に資するようにということで、

取り組んでおります。 

○鳥海隆太議長 相田克平議員。 

○２４番（相田克平議員） ありがとうございます。 

  さまざまなことで外に出ていっているものが多

いわけですから、外から稼ぐというところの部分

を、やはり手だてしていく必要がありますよね。 

  そういう意味では、やはり各種施策について、

その点の力を伸ばすようなことも頑張っていって

いただきたいということだけ、ここについては申

し上げておきたいと思います。 

  さて、公共交通のほうですけれども、答弁では、

やはり国の施策もありますけれども、交通弱者対

策優先で進めざるを得ないんだ、どうしてもと。

小さな地方都市だから、なかなか言っているよう

なことの実現は難しいと。地域公共交通網形成計

画の中で、やっていくことになるが、どちらかと

いうと、先ほどの答弁では、身の丈に合った計画

というふうな趣旨だったのかなと思います。 

  身の丈に合ったことをやっていくと、６万台の

車が５万台に減ることはないんですよ。つまり、

交通弱者対策としてだけやっていくと、持ち出し

がふえるだけだと私は思います。 

  なぜ今のバスに乗らないか。不便だからですよ。

当てにならないから。立地適正化計画と絡めて、

この地域公共交通網形成計画を進めていくのであ

れば、まずもって、車を持たなくても暮らせる、

便利なバスで生活が足りるエリアを形成していく

ということが必要なのではないのかなと、私は思

っています。 

  でも、先ほどの部長の答弁だと、そういうふう

な計画で進むわけではなくて、あくまでも交通弱

者対策を優先しながら、エリアとエリアを結ぶも

のでいくというような方針のようにお伺いしたん

ですけれども、いかがでしょうか。 

○鳥海隆太議長 我妻企画調整部長。 

○我妻秀彰企画調整部長 財政的な面というものは、

非常に大きいと思います。私どもとしても、昨年

度としましては、公共交通に係る予算としまして

は、約１億2,000万円ほど費用がかかっているとい

うことで、それが大きいのか、少ないのかという

さまざまな見解がございますが、私どもとしては、

米沢市の現在の財政の中では、これを大きく増加

させて、大きな転換をさせるということは、非常

に現実的には難しいというようなところで、やは

りこれは地方都市どこもですが、ある程度可能な

財政の中で、いかに有効な手段で公共交通をやる

かというものを考えていくところは必要であると

思っております。 

○鳥海隆太議長 相田克平議員。 

○２４番（相田克平議員） １億2,000万円ぐらいと

いうような、支出というようなお話ですけれども、

循環バス路線に絞っていうと、そんなに出ていな

いですよね。循環バス路線。しかも、出ていない

のは、なぜ出ていないかというと、利用者がいる

からですよね。循環バスって、今、赤字なんでし

たか、黒字なんでしたか。済みません、これ通告

していないのであれですけれども、雑駁にわかり

ますか。 

○鳥海隆太議長 我妻企画調整部長。 

○我妻秀彰企画調整部長 管理委託につきましては、

ほぼ利用料、利用者からいただいている料金で賄

っているという状況でございます。 

○鳥海隆太議長 相田克平議員。 

○２４番（相田克平議員） 市民の皆さんからして

みれば、日中は空気を運んでいるのではないかと

いうような循環バスですが、それでもとんとんな

わけでしょう。とんとんなんですよ。１時間に１

本しか来ないのにとんとんなんですよ。１時間に

１本しか来ない。しかも７時には終わってしまう
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バス、皆さん通勤で利用しますか。車を手放すに

値する、当てになる交通と言えますかということ

です。 

  これを、このエリアの中だけでもいいですから、

やはり本数をふやして、できれば路線もふやして、

とにかく持ち出しの少ない、できれば黒字化でき

る、そういうところをまずもってやっていくべき

なんですよ。そうすることによって、地域経済に

回るお金がふえていくのではないですかという趣

旨の質問です。いかがですか。 

○鳥海隆太議長 我妻企画調整部長。 

○我妻秀彰企画調整部長 循環バスを利用される方

については、現実的には圧倒的に高校生の通学時、

そしてある程度高齢の方の通院、買い物などが非

常に割合的には多いというようなところでござい

ます。 

  こちらのその需要が、果たして本数を多くした

から、その分比例してふえるかというようなとこ

ろというのは、なかなかもう少し研究をしてみな

いと、私どものほうとしてはわからないところだ

と思っております。 

○鳥海隆太議長 相田克平議員。 

○２４番（相田克平議員） だから、経済効果を申

し上げました。１万台減れば50億円、地域の中の

経済波及効果が期待できる。私、まちなか、あら

町のバス停の前に住んでいる方から言われるんで

す。「不便だ、バス。もっと走らせろ」と。おや

じと同じ年だから83歳かな。バスをすぐ利用でき

る、しかも米沢市のバス路線で言えば、最も本数

が走っている循環バスのバス停の前の方に言われ

るんですよ。免許を返納した。大変だと。役に立

ってないじゃないですか、これじゃ。 

  だから、そういう方々の生活を支えるためにも、

市役所に働きに来ている皆さんが、毎日バスで通

勤できるようなバス網をつくっていくべきなんで

すよ。そういうことをずっと訴えさせていただい

て、皆さん、３台、４台御家庭にある車の１台で

いいから、手放して、ちょっと不便かもしれない

けれども、しっかり歩いてバスを利用しましょう

と、そういうふうにして子供たち、未来のために

公共交通網をつくっていきましょう、そういうふ

うに訴えて選挙戦を戦ってきたんですよ。頑張れ、

頑張れと言われました。協力すると。月１万円ぐ

らいだったら、乗り放題のパス買うと言ってくれ

ました、皆さん。 

  今までの考え方の延長線上では、市の公共交通

施策は、ずっと持ち出しがふえる。そのままやっ

ていくのかということをお聞きしたい。そうじゃ

ない、持ち出しをふやすことなく、もうかるとこ

ろをつくって、もうけた利益で周辺部の路線をふ

やしていく。利便性を向上させていく。そういう

視点に立って、公共交通網形成計画を進めていた

だきたいと思いますが、いかがですか。 

○鳥海隆太議長 我妻企画調整部長。 

○我妻秀彰企画調整部長 高齢者の方、まちなかの

高齢者の利便性を向上させるというのは、壇上で

の答弁で申し上げましたように、さまざまな今後

検討、そのような方向で検討させていただくとい

うのは、今後の課題であります。 

  車と果たして相関関係があるかというものにつ

いては、私どもももう少し勉強させていただきた

いと思います。車というものは、やはり便利なも

ので、スマホも同じだと思います。便利なものを

使うということは、やはり現実的に、それが、そ

のような方向というものが当たり前のことですし、

公共交通を整備したからといって、なかなかその

ようにつながるというものについては、さまざま

課題は大きいんだろうなと思っております。 

○鳥海隆太議長 相田克平議員。 

○２４番（相田克平議員） 時間がないのであれで

すけれども、今の部長の答弁はおかしい。だって、

車がないと暮らせないまちだから、車を買わざる

を得ないんですよ。車と公共交通の関連性ってい

うのはおかしいですよ、それは。世帯当たりの車

の所有台数、東京はやはり低いじゃないですか。

それは、維持費も高いからかもしれません。でも、
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車がなくて暮らせるからですよ。そして、市民の

皆さんが車に関する費用を負担だと思っている。

やはり利便性を求めて、ゆとりの中で車を購入し

て車を利用するというのはいいことです。それは

どんどんすべきです。日本の国家産業ですから、

それはどんどんすべきです。だけど、車がないと

暮らせないというところを打開していかなければ

いけないというふうに私は思います。そのために、

地域経済対策の視点を取り入れて、地域公共交通

網形成計画は進めていただきたいということを申

し上げておきたいと思います。 

  そして、通信に関しては、通告していたことも

あって、調べていただいているとは思うんですが、

例えばフリーＷｉ－Ｆｉがもっと広がれば、ギガ

が足りないということがなくなるわけですよ。要

するに追加料金が要らなくなるという状況です。

その点についても、事前に聞いていただいたんだ

と思います。恐らくセキュリティー上の問題があ

るということですが、実は、公衆無線ＬＡＮ――

フリーＷｉ－Ｆｉ――を市内で提供されているお

店さんとかというのは、元回線はＮＣＶだったり

するわけですよね。 

  だけど今、実はＮＣＶさんが行っているＡｉｒ

－ＮＣＶというのは、加盟者専用でＩＤ、パスワ

ードを入れて入力するわけですが、加盟者ですら、

ポイントが変わると再度入り直さなければいけな

いということで、非常に利便性が低いという状況

にあります。ここを改善していくことが必要だと

思います。 

  そして、市民の皆さん、できれば観光で訪れた

方にも使っていただけるような体制というのも強

化していっていただきたいと思います。 

  時間がないので、以上でおしまいにしますが、

中川市長が２期目を目指されるわけです。私はや

はり、地域経済のマネジメントについて、きょう

は御答弁結構でございますので、本当に深掘りし

て考えていかないと、雑駁に出てきた統計数字だ

けでは市民生活はかれませんよ。はかれていない

実態が、やはり浮き彫りになっていると思います。 

  市長は、やはり人との距離が非常に近い方。だ

から、市民の皆さんに耳を傾けて、やはりＱＯＬ

向上、そして地域マネジメント、人口減少、７万

人を切っても安心して暮らせる米沢を目指すため

に、頑張っていただきたいということを申し上げ

て終わります。 

○鳥海隆太議長 以上で24番相田克平議員の一般質

問を終了し、暫時休憩いたします。 

 

午前１１時００分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午前１１時１０分 開  議 

 

○鳥海隆太議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  次に進みます。 

  一つ、電力の地産地消を図ることについて外１

点、１番小久保広信議員。 

  〔１番小久保広信議員登壇〕（拍手） 

○１番（小久保広信議員） ６月定例会の２番目と

いうことで、いつもですと午後が多いんですが、

久々に午前中ということで、少し緊張しておりま

すが、まず初めに、４期目のこの壇上に立たせて

いただけますのも、多くの皆様方の御支援のたま

ものと、この場をおかりして感謝を申し上げます。

ありがとうございます。 

  一般質問、今回で多分41回目になります。今回

は、電力の地産地消についてと、会計年度任用職

員制度の導入について質問させていただきます。 

  電力につきましては、相田克平議員から気を使

っていただいて、ある意味プレッシャーもあるん

ですが、ちゃんと質問できるかなという不安もあ

るんですが、進めさせていただきたいと思います。 

  前の鳥取県知事で総務大臣をされました片山善

博慶応大学教授、以前、このようなことを話され

ておりました。 
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  地域経済がなぜ疲弊しているのか。何が問題な

のか。経済の回復と雇用を生み出すために、公共

事業を積極的に行ってきました。何年もやってき

ていますが、経済は停滞したままです。これは、

公共事業が的確な処方箋ではなかったということ

です。 

  外から買うものが多いと、雇用も失われてしま

います。地方は、農産物はいっぱいありますが、

エネルギーは外から買ってくるしかありません。

石油、ガソリンは100％外からで、電気も９割外か

らです。こういうことで地方の経済が疲弊してい

ます。 

  公共事業は、道路だと３割が土地代で、地元の

雇用につながりません。ほかは受注した業者が買

う建設機械、アスファルト、コンクリートなどの

いずれも外から買ってきたものです。唯一地元に

あるのは、十数％の建設作業員の賃金です。しか

し、建設作業員では、若者は帰ってきません。受

注は、大半が大手企業で、地元企業は下請、孫請

で、労務単価が非常に低い。これでは若者に魅力

はありません。これが、国が進める大型公共事業

の姿です。何が問題で、何が必要なのかをきちん

と分析して処方することが大事です。 

  エネルギーの地産地消を図る、エネルギーの輸

入をせずに地元でつくることで、的確に地方の活

性化につながります。小水力発電装置を地元の企

業がつくって、地元で使う。その電気を地元で使

う。このような地元に役立つような取り組みをす

ることが必要であると言っています。 

  このような取り組みを行っているところがあり

ます。福岡県みやま市です。みやまスマートエネ

ルギー株式会社は、福岡県みやま市、株式会社筑

邦銀行、九州スマートコミュニティ株式会社の出

資によって設立されました。 

  自治体による家庭等の低圧電力売買（太陽光余

剰電力買い取り・電力小売）を主な目的として設

立された日本初の事業会社です。自治体、地域金

融機関、民間のノウハウを活用した地方創生のモ

デルケースとして、分散型自立エネルギーシステ

ム構築を目指しています。 

  電力の売買とみやま市民への生活支援サービス

をセットにして、暮らしやすく魅力に満ちたみや

ま市をつくり、九州におけるスマートコミュニテ

ィーを牽引しています。 

  このみやまスマートエネルギーグループの経営

理念は、「電力およびその関連事業を営むことに

よって、地域の企業・住民に有利なエネルギーを

提供すると共に地域課題の解決に貢献する公益的

事業体である。地域の発展に貢献し地域に愛され

続ける会社を目指す。」となっています。 

  そして、経営理念を実現するために、３つの基

本方針を定めています。 

  １つは、地球環境保全と持続可能エネルギーの

地産地消に貢献し、再生可能エネルギー中心の発

送電と地域エネルギーマネジメントを営むこと。 

  ２つ目として、みやま市と一体となり、雇用・

納税などを通じて地元経済や地域活動に貢献し、

全国的観点からも地方創生の先進的なモデル企業

であり続け、そのノウハウを広めること。 

  ３つ目として、エネルギーの地産地消を基本と

しつつも、視野は広く、発想は豊かであり続け、

全国レベルで収益機会を追求することにより、最

終的に地域の発展に資することです。 

  みやま市とみやまスマートエネルギーの取り組

みの狙いは、活動内容として、１つが電力小売業

として公共施設、企業、一般家庭に売電。 

  ２つ目として、生活サービスの実施として、パ

ソコンやスマホ、タブレットなどから注文を行い、

地元商店の商品やサービスの売買ができるＥＣサ

イトの「みやま横丁」、お助け業務の「何でもす

っ隊」、地域の観光・物産拠点の「さくらテラス」

の運営を行っています。 

  これらの狙いは、エネルギーの地産地消による

自立を図る、市内のエネルギーを市内で使う。地

域課題である定住促進をさせ、幸せの見えるまち

づくり。 
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  ３つ目として、地域経済活性化による雇用促進

で市内での雇用をふやし、経済の活性化を図るこ

とです。これらのバックボーンには九州大学があ

ります。 

  この置賜地域を見ても、米沢市の木質バイオマ

ス発電所があり、飯豊のバイオマス発電があり、

数多くの太陽光発電が行われています。これらの

電気を購入し、置賜地域内の行政、企業、一般家

庭に売電することにより、電力をこの置賜の地域

内でつくり、消費する電力の地産地消ができます。 

  そして、置賜には、ＮＰＯ、協同組合、企業、

任意団体等が協働して、山形県置賜３市５町の地

域の課題に取り組む活動を応援し、社会目的にか

なった経済活動や市民活動を応援する、地域資源

を基礎として置賜の自給圏の実現を目的とする一

般社団法人置賜自給圏推進機構があります。さら

に、山形大学工学部があります。みやま市と同じ

ようなバックボーンがあるということです。行政

と大学、置賜自給圏推進機構がしっかりと連携す

ることで、みやま市と同様の取り組みを行うこと

ができると思いますが、当局のお考えをお伺いい

たします。 

  手始めに、フィージビリティースタディーと言

われる、プロジェクトの実現可能性がどの程度か

を事前調査してはいかがでしょうか。 

  プロジェクトの概略計画から実際に資金調達に

入る間の段階で行われる、このフィージビリティ

ースタディーによる検討内容は、市場調査、技術

的検討、コスト積算、資金調査、経済・財務分析、

社会調査など多岐の事項から構成されます。 

  このことを行うことによって、資金を融資する

側にとって、融資するか否かを決める重要な判断

材料となります。これは、置賜定住自立圏におい

ても取り組める事業だと思います。米沢市と他の

２市５町、置賜広域行政組合との連携を米沢市が

リードする、そのことが必要だと思います。本市

がリードして、置賜定住自立圏共生ビジョンに電

力の地産地消を盛り込むべきだと思いますが、当

局のお考えをお伺いいたします。 

  次に、２項目めの会計年度任用職員制度導入に

ついてお伺いします。 

  2020年４月１日施行の同制度の本市の取り組み

について、どのように進められているのかお伺い

いたします。 

  初めに、今、米沢市で働いている地公法第３条

第３項第３号の特別職非常勤職員の職員数と、そ

の職種は何でしょうか。地公法第17条の一般職非

常勤職員の職員数と職種は何でしょうか。さらに、

６カ月以内の雇用である地公法第22条の臨時的任

用職員は何人おられるのでしょうか、お伺いいた

します。 

  制度導入に向けたスケジュールを、どう考えて

いるのでしょうか。総務省の事務処理マニュアル

に沿った取り組みになっているのでしょうか。 

  2018年の３月定例会の私の代表質問に対して、

時の総務部長は、会計年度任用職員制度の実施に

向けた本市の取り組みについて、「この制度を規

定した地方公務員法等の一部改正の施行日が」、

「平成32年４月１日であることから、本市におい

ては、同日に臨時職員、嘱託職員の現在の制度を

会計年度の任用職員制度に円滑に移行するため、

必要な取り組みを進めていきたいと思っていると

ころでございます。 

  導入に向けたスケジュールは、制度の円滑な施

行のために必要な事項として国が示した「事務処

理マニュアル」、こういったものに掲げる想定ス

ケジュールを参考に考えているところでございま

す。平成30年度において任用、勤務条件の検討を

進め、その後、勤務条件の職員団体との協議を経

まして、平成31年度前半に任用、勤務条件の設定

に必要な条例を初めとした例規の整備を行いたい

と考えているところでございます。このような形

で、本市の会計年度任用職員制度を固めた後、平

成32年度４月１日付任用の会計年度任用職員に関

し、募集、選考を行っていきたいと考えていると

ころでございます。 
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  なお、現在の取り組みの進捗状況でございます

が、会計年度任用職員に移行する職員の範囲の検

討に資するため、各所属における臨時職員、嘱託

職員、さらには非常勤特別職の状況把握に努めて

いるところでございます」というような答弁であ

りました。 

  この答弁からするならば、この６月定例会に会

計年度任用職員制度の条例が上程されていなけれ

ばならないと思いますが、どのようになっている

のでしょうか。関係団体との協議は、どのように

なっているのでしょうか。職員団体や労働組合と

の協議は、平成30年度中になかったと聞いていま

すが、どうなっているのでしょうか。しっかりと

した制度ができて、円滑に進めることができるの

でしょうか。米沢市の総務当局が、お得意の、時

間がないので、今のままの状況でいきます、そう

いったことを、またおやりになるのでしょうか。 

  また、現在配置されている嘱託職員、臨時職員

は、今のままの配置でよいのでしょうか。配置の

見直しをすべきではないですか。 

  会計年度任用職員制度導入に伴い、今まで配置

されている嘱託職員、臨時職員の配置を検証し、

恒常的な職については常勤職への転換を検討すべ

きではないでしょうか。この点をどうお考えでし

ょうか。 

  最後に、会計年度任用職員の処遇は、どのよう

になっているのでしょうか。給料や手当、休暇な

どの処遇をどうしていくのか。フルタイムと短時

間とでは、給与体系が大きく異なると言われてい

ます。任用については、フルタイムを基本とすべ

きであると思います。現在、短時間になっている

嘱託職員についても、フルタイム職員にすべきで

あると考えます。当局のお考えをお伺いいたしま

す。 

  再度の任用において、総務省のマニュアルでは

「任用の回数や年数が一定数に達していることの

みを捉えて、一律に応募要件に制限を設けること

は、平等取扱いの原則や成績主義の観点から避け

るべきもの」としています。今までの嘱託職員の

ように、５年で打ち切るような任用の上限を設け

るべきではありません。当局のお考えをお伺いい

たします。 

  さらに、職名についても、どのようにしていく

のか、どうお考えなのかお伺いいたします。 

  以上、壇上からの質問といたします。 

○鳥海隆太議長 我妻企画調整部長。 

  〔我妻秀彰企画調整部長登壇〕 

○我妻秀彰企画調整部長 私からは、１、電力の地

産地消を図ることについてお答えいたします。 

  初めに、電力の地産地消に取り組んでいる先進

自治体のような取り組みを本市でも行えないかと

の御質問についてでありますが、議員お述べのよ

うに、電力の地産地消は農産物の地産地消と同様

に、地域で生産された電気をそのまま地域で消費

することで、送電する距離が短くなることによる

送電ロスの軽減や、再生可能エネルギーによる発

電の促進などによる環境負荷の低減に貢献するも

のであると認識しております。 

  広域的に考えますと、発電した電力を長距離送

電することで、どうしても発生してしまう送電ロ

スによって、日々膨大な電力が失われております

し、石油や石炭など大規模発電所で使用される発

電用原材料のほとんどが外国からの輸入によって

賄われている現状の中、電力の地産地消が全国に

広がることによる再生可能エネルギーを使った発

電への移行促進の効果を考えれば、地球環境保護

に与える効果についても大きいものになると思わ

れます。 

  また、地域に目を向けますと、地元の企業が地

元内で小売事業を行うことによって、地域経済の

循環による活性化も期待できるシステムであると

言えます。 

  本市には、木質バイオマス発電事業者や太陽光

発電などを行っている事業所が多数ありますし、

置賜全域では多様な形で再生可能エネルギーを活

用した発電を行っている事業者が存在します。こ
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れらの電力を取りまとめて、置賜３市５町に供給

できれば、電力の地産地消が実現し、本市及び置

賜地域の発展によい影響を与える可能性は十分に

あると認識しております。 

  平成28年４月から電力自由化が始まり、さまざ

まな業種の企業などが電力の販売に参入できるよ

うになりましたが、本市には、本社を置く電力事

業者がいない状況であります。各家庭や事業所な

どでは、大手、中小、さまざまな市内の電力事業

者と契約を行い、電力の供給を得ているものと思

われますので、今後、市内の民間事業者が地域電

力に参入することは歓迎すべきことですし、本市

としても可能な支援は検討していきたいと考えて

おります。 

  一方で、電力事業につきましては、高度な専門

性を有するとともに、卓越した経営ノウハウを必

要としますので、民間主導で行うべき事業である

と考えております。 

  全国的な例を見ますと、電力自由化に伴い、多

くの新電力会社が設立されましたが、経営破綻に

追い込まれた地域電力などもあり、必ずしも順調

な経営の事例ばかりでない状況であります。 

  また、電力の地産地消を目指し、地域電力に参

入している先進自治体を見ますと、地域内の再生

可能エネルギーを公共施設や企業向けに販売して

いる自治体や、一般家庭に販売している自治体が

ありますが、夜間の電力需要に対応する太陽光発

電以外の電源確保が大きな課題となっているよう

であります。 

  いずれにしましても、今後の地域電力の動向を

さまざまな視点から注意深く見守る必要があると

思っていますので、まずは全国的な流れや周辺自

治体の動向などを注視するとともに、置賜地域で

の電力の地産地消や小規模発電の普及などを研究

しておられる一般社団法人置賜自給圏推進機構な

どからもお話をお聞きしながら、今後本市として

できることがあるか考えてまいりたいと思ってお

ります。 

  次に、実現の可能性を探る調査を行ってはどう

かとの御質問についてでありますが、本市としま

しては、自治体みずからが調査を行う以上は、国

などから補助をいただけるような場合であっても、

事前にある程度実現できる可能性の高さを担保す

る責任があることから、まずはさまざまな条件や

状況を整理しながら、慎重に検討していくべきも

のと考えております。 

  最後に、置賜定住自立圏共生ビジョンに電力の

地産地消の推進を盛り込むべきではないかとの御

質問でありますが、これまで申し上げましたよう

なことから、現段階では慎重な対応をとっていか

なければならないものと考えており、周辺自治体

の動向などを見守りながら検討してまいりたいと

思っております。 

  私からは、以上です。 

○鳥海隆太議長 後藤総務部長。 

  〔後藤利明総務部長登壇〕 

○後藤利明総務部長 私からは、２の会計年度任用

職員制度の導入についてお答えいたします。 

  初めに、特別職非常勤職員等の職員数と職種で

ございますが、市長事務部局における平成31年４

月１日現在での地方公務員法第３条第３項第３号

の特別職非常勤職員として任用している嘱託職員

の職員数は100名でございます。職種は、保育士、

調理師、消費生活専門相談員、介護認定調査員、

保健師、看護師などとなっており、同法第17条の

一般職非常勤職員の任用はございません。 

  また、同法第22条の臨時的任用職員の職員数は

55名でございます。 

  次に、制度導入までのスケジュールにつきまし

ては、任用、勤務条件、給与等の処遇などに関し

て、国が示したマニュアルの内容と本市の臨時職

員・嘱託職員の現状との間で整合性を図る必要が

あるため、現在慎重に検討を進めているところで

ございまして、結果として国がマニュアルで示し

ているスケジュールと相違している状況です。 

  国で示すスケジュールは、あくまで参考であり



- 65 - 

ますので、必ずしもそれに沿って進めなければな

らないというものではございません。また、条例

の提案を予定している時期としまして、平成30年

３月定例会の代表質問にて答弁いたしました平成

31年度の前半という時期につきましては、先ほど

申し上げた検討とあわせまして、嘱託職員以外の

特別職非常勤職員のあり方についての検討も行っ

ている関係上、いましばらく時間がかかるものと

考えております。 

  今後、できる限り早急に、勤務条件等の整理を

行い、職員団体との協議を経て必要な条例を提案

したいと考えております。 

  次に、職員団体等との協議についてお答えいた

します。 

  先ほど申し上げたとおり、任用、勤務条件、給

与等の処遇関係の整理、検討に時間を要している

ため、職員団体との協議にはまだ至っていない状

況でございます。 

  これら処遇関係の検討を進め、整い次第、協議

の場を設定し、会計年度任用職員制度に円滑に移

行できるよう、職員団体等と協議してまいりたい

と考えております。 

  次に、現在の臨時職員・嘱託職員の配置の見直

しについてお答えいたします。 

  「会計年度任用職員の職」の職務内容や責任の

程度につきましては、常勤職員の職と異なる設定

とする必要があります。 

  常勤職員が占める常時勤務を要する職の「相当

の期間任用される職員をつけるべき業務」につい

ては、単に業務の時間や継続性のみによって判断

されるものではなく、業務の内容や責任の程度な

どを踏まえた業務の性質により判断されるべきも

のとされております。 

  よって、恒常的であるからといって常勤職員へ

の転換を行うことは適切ではないと考えておりま

す。 

  これまでの臨時職員・嘱託職員の具体的な業務

について、会計年度任用職員が従事できる職の整

理をするなど、常勤職員が従事する職との違いを

説明できるようにしておく必要があると考えてお

ります。 

  次に、会計年度任用職員の処遇についてお答え

いたします。 

  会計年度任用職員の給料については、類似する

業務に従事する常勤職員の例を考慮するとともに、

職務の内容や責任、知識経験等の要素も考慮して

決定すべきものとされております。 

  手当につきましても、職務給の原則、均衡の原

則等に基づき適切に取り扱うべきものとされてお

ります。 

  国のマニュアルにおきましては、給料月額につ

いては給料表における初号給を基礎としておりま

すが、職の整理を行った上で、各自治体の実情に

応じて設定することが可能とされておりますので、

現状を考慮した上で適切な金額とするよう検討し

ているところでございます。 

  休暇については、法令に基づき適切に対応する

とともに、国の非常勤職員との権衡の観点も踏ま

えて整理していく必要があると考えています。 

  会計年度任用職員の勤務時間については、フル

タイムでの任用が可能であることを法制上明確化

されたところでございます。任用においては、柔

軟な人事管理や勤務条件の改善による人材確保に

も資するため、職務の内容等に応じて適正な任

用・勤務条件を確保していく必要があると考えて

いますので、フルタイムあるいはパートタイムの

任用形態のどちらが適切なのかを検討していきた

いと考えております。 

  また、会計年度任用職員の再度の任用について

は、同一の職務内容の職が翌年度設置される場合、

同一の者が競争試験または選考による客観的な能

力の実証を経て再度任用されることはあり得ると

されております。 

  一方で、同一の者が長期にわたって同一の職務

内容の職に繰り返し任用されることは、人材育

成・人材配置等への影響や会計年度任用職員とし
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ての身分及び処遇の固定化などの問題を生じさせ

るおそれがあることから、留意が必要であると認

識しております。 

  職名につきましては、現在検討しております。 

  私からは、以上でございます。 

○鳥海隆太議長 小久保広信議員。 

○１番（小久保広信議員） 御答弁ありがとうござ

いました。 

  まず電力の関係ですが、やはり消極的というか、

米沢市、再生エネルギー活用というのは、非常に

消極的な市なんだなというのが、また改めてわか

った次第ですが、電力の地産地消を行うことで、

どれくらいのお金が置賜の中で回るのか、経済効

果があるのかというようなお話をお聞きした際に、

置賜であれば200億とも300億とも言われておりま

す。200億にしても、米沢市の一般会計予算、約半

分のお金が、この置賜を回るわけです。そういっ

たことを考えると、ぜひやっていくべきだと思う

のですが、そういったことを考えての御答弁だっ

たんでしょうか。 

○鳥海隆太議長 我妻企画調整部長。 

○我妻秀彰企画調整部長 答弁の中でも申し上げた

ところでありますが、地産地消というのは非常に

望ましい姿であると、電気についても、というよ

うなところで、私どももそのように考えておりま

す。 

  しかしながらとなってしまうんですが、きちん

とした技術、そして経営能力、そちらのほうを持

っていらっしゃる方が新しい事業の中心となって

取り組まなければ、なかなか新しい電気に関する

事業というものはうまくいかないというのは、他

自治体、他企業等の例からも明らかでございます

ので、そのようなことが果たして可能かと、この

置賜の中でというところが課題になってくるので

はないかと思っております。 

○鳥海隆太議長 小久保広信議員。 

○１番（小久保広信議員） 答弁の中でもあったん

ですが、慎重な態度で検討してという、慎重な態

度ってどういうことなんだろうかなと思うわけで

す。他の自治体、話を聞きますと、長井、川西あ

たりでは興味を示しているというようなお話もあ

りますし、そういった意味で、先ほど置賜自給圏

推進機構の話もさせていただきましたが、そうい

ったところと連携をしていく、協力をしていくこ

とで、自給圏のほうで、みやま市さんをお呼びし

て学習会もしています。そういった意味で、そう

いったノウハウ、成功しているノウハウを学ばせ

ていただくことで、そういった危惧はないのでは

ないかと思うのですが、いかがですか。 

○鳥海隆太議長 我妻企画調整部長。 

○我妻秀彰企画調整部長 私自身も、今回はちょっ

と合わなかったんですが、その前の研修会でもお

話をお聞きしておりますし、社長さんとは直接一

対一でお話を伺いました。機会がありました。そ

のような中で、非常にさまざまな知識豊富なとこ

ろで、技術そして経営両面で持っていらっしゃる

というようなところで、そのように感じたところ

でございますので、私どもも、他の自治体ととも

に、置賜全体の中では、やはりこれは考えていく

べき課題であるなと感じているところでございま

す。 

○鳥海隆太議長 小久保広信議員。 

○１番（小久保広信議員） だとするならば、きち

んとその議論を、米沢市が置賜３市５町の中でリ

ードすべきだと思うんですが、その点、どうお考

えですか。 

○鳥海隆太議長 我妻企画調整部長。 

○我妻秀彰企画調整部長 こちらのこの事業につき

ましては、どこがリードしてというようなところ

ではございませんで、御質問の中にもありました

が、置賜定住自立圏の中でも、さまざまな自治体

から、まずはそういうような提案をしていただい

て、置賜全体の中で話し合いをしていくというよ

うなことでありますので、そのような流れで進め

させていただきたいなと思っております。 

○鳥海隆太議長 小久保広信議員。 
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○１番（小久保広信議員） だったら、米沢市がそ

れを言い始めたらいいんじゃないですか。ほかが

言ってくれるだろう、それってリードしていると、

引っ張っていくんだというお話でしたよね、置賜

定住自立圏構想の共生ビジョンの話の中で、そう

いった説明を私ども議員は受けていたと思います。

そういったことからすると、米沢市が提案をして

もいいのではないか。その点はいかがですか。 

○鳥海隆太議長 我妻企画調整部長。 

○我妻秀彰企画調整部長 定住自立圏全体の進め方

というものは、当然、米沢市が引っ張っていかな

くてはならないというようなことでありますが、

各事業そのものを米沢市からだけ出すということ

ではございませんので、その点は御理解をいただ

きたいと思います。 

  あともう一つ、加えてでありますが、この電力、

新しい電力については、地域の中で大きな電力、

発電するところを持っているかと。そこから供給

できるかというのが大きなポイントになるという

ようなところでお聞きをしております。そのよう

なところで、置賜の中では、さまざま市町の中で、

そのような大きなものを持っていらっしゃるとい

うところもありますので、そのようなところも全

体のところを含めて検討させていただきたいと思

っております。 

○鳥海隆太議長 小久保広信議員。 

○１番（小久保広信議員） だとするならば、今、

置賜３市５町の中に、どれだけの発電量があるの

か、やはりそこは調査すべきだと思うんですけれ

ども。検討するって、何を検討されるのか。大規

模な太陽光発電所も、米沢市内にも何カ所もある

わけです。ほかにもあるわけですから。そういっ

たものをきちっと把握すべきだと思うんですが、

いかがですか。 

○鳥海隆太議長 我妻企画調整部長。 

○我妻秀彰企画調整部長 太陽光発電につきまして

は、なかなか把握というものが難しいシステムに

なっておりますので、私どもも可能な限りは今後

調査をしていきたいと思います。 

  折しも、昨日でありますが、国が太陽光発電を

含めた再生エネルギーの固定価格買取制度を廃止

したいというような意向で検討に入っているとい

うような報道を拝見したところであります。これ

が本当にこのまま進めば、大きな、全く転換とい

うか変化であると思いますので、その中身につい

ても、各事業者が一番そこら辺は大きく受けとめ

られると思うんですが、私ども自治体としても、

そういうところはきちんと見ていかなくてはなら

ないと考えております。 

○鳥海隆太議長 小久保広信議員。 

○１番（小久保広信議員） 私が聞こうと思ったこ

とを、部長がおっしゃいましたけれども、固定価

格買取制度、これはやめるんだ、そして再生可能

エネルギー、電気を市場での取引に委ねるんだと

いう、そういった制度にしたいんだという報道で

ありますが、そうなるとすれば、なおさら置賜地

域の中に、そういった再生可能エネルギーなどの

電力を買い取る会社をつくって、それを行政、企

業、一般家庭に配電をするという、そういった事

業が成り立っていくのではないかなと思うんです。

そういったところを踏まえて、もう一度お伺いし

ます。 

○鳥海隆太議長 我妻企画調整部長。 

○我妻秀彰企画調整部長 こちらのほうは、今まで

は消費者が負担していたわけであります。そちら

の上乗せ分というか、費用というところは。それ

がなくなるというようなところでありますので、

大きく財政シミュレーション、各事業者によって

も収入と支出の部分が変わってくるものと思って

おります。 

  したがいまして、やはりこの動きにつきまして

は、きちんと見ていかないと、なかなか予想が現

段階ではつかないというのが、そのような考えだ

と思っております。 

○鳥海隆太議長 小久保広信議員。 

○１番（小久保広信議員） 時間もあれなので、電
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気ばかり聞いていられないんですが、先ほどの相

田議員とのやりとりを聞いていて思ったんですが、

やはり発想を少し変えていかないと、だめなので

はないですか。今までのやり方でいくと尻すぼみ

です。200億円のお金は外に出ていきます。そして、

経済は疲弊していきます。何ぼ米沢市が公共事業

をやったって、今度庁舎を建てます、受けた企業

どこですか。そういう話なんですよ。いかに域内

の経済を回していくのか、循環させていくのか、

そういった発想をきちっと持って、この電力につ

いては取り組んでいただきたいと思いますし、定

住自立圏ビジョン、共生ビジョンにしっかりと盛

り込んでいくことをこれからしていかないと、置

賜の中での発展というのは、なかなか望めないの

ではないかなと思います。もう一度、その点をお

伺いいたします。 

○鳥海隆太議長 我妻企画調整部長。 

○我妻秀彰企画調整部長 冒頭申し上げましたが、

電力の地産地消というものは、非常に望ましい姿

というところは、私どももそのように思っており

ますので、米沢市だけではなくて、各市町と、先

ほど申し上げました関係団体と、きちんと意見交

換をしながら、そちらのほうは検討させていただ

きたいと思っております。 

○鳥海隆太議長 小久保広信議員。 

○１番（小久保広信議員） そこはぜひ、積極的に

行っていただきたいと申し上げておきます。 

  次に、会計年度任用職員の件ですが、検討しま

すという答弁をいただいておりますが、普通です

と、ああそうですか、検討しっかりやってくださ

いねで終わるんですけれども、これ終わらないん

ですよ。2020年４月１日には、会計年度任用職員

制度が始まるんです。９カ月後に始まるんですよ。

いつまで検討するんです。そして、いつになった

ら、それをきちんと示していただけるんですか。 

○鳥海隆太議長 後藤総務部長。 

○後藤利明総務部長 壇上で申し上げましたけれど

も、現在、勤務条件等の整理、それから検討に時

間を要しているところでございまして、議員おっ

しゃるとおり、来年４月からの施行でございます

から、なるべく早く職員団体等に提示したいと考

えているところでございます。もうしばらく時間

をいただきたく、お願い申し上げたいと思います。 

○鳥海隆太議長 小久保広信議員。 

○１番（小久保広信議員） マニュアルに沿わなく

ていいんだって、それは言いわけでしょう。検討

なってないから、結論は出てないから、マニュア

ルに沿えなかった。本来であれば、６月定例会で

条例提案すべきなんですよ。私たち議員にも、き

ちんと、その内容を検証する時間を与えてもらわ

ないと、通常のように提出予定議案の説明で、一

発でやられて、はい、これで決めてくださいとや

られたのでは、とんでもない話なんですよ。この

制度、問題も多々ありますから、そういったとこ

ろを踏まえて、ちゃんと９月議会にはできるんで

すか。 

○鳥海隆太議長 後藤総務部長。 

○後藤利明総務部長 きょうの段階で、いつの議会

とはっきり申し上げる状況にございません。他自

治体の状況を申し上げて弁解することは一切考え

ていないわけでありますけれども、山形県は３月

議会で条例を制定したところでございます。です

が、内容につきましては、本当にガイドラインだ

けでございまして、詳細のことは、何ら条例では

うたっていない状況でございます。 

  県内の他12市におきましても、いずれもまだ条

例化されていない状況でございまして、ようやく

職員団体との協議に入ったところが数カ所ある程

度でございます。 

  なお、繰り返しになりますが、なるべく早いう

ちに内容をまとめまして、職員団体のほうに提示

したいと考えております。 

○鳥海隆太議長 小久保広信議員。 

○１番（小久保広信議員） 職員団体だけではなく

て、今働いておられる嘱託職員・臨時職員の方、

この方に対する説明って、どうお考えなんですか。
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ある日突然、労働条件、勤務条件が変わってしま

うわけですよね。そういったところをお考えです

か。何月議会になるかわかりませんがって、３月

議会で無理無理と決めるんですか。それって、協

議してという時間もなく進めていってしまうわけ

ですよね。教育委員会なんか、特にそうですね。

置賜ユニオンという労働組合との交渉なわけです

から。単にそれは、一方的な通告を行えば、さま

ざまな問題が出てくると思うので、その点、いか

がお考えですか。 

○鳥海隆太議長 渡部教育管理部長。 

○渡部洋己教育管理部長 今、御指摘がありました

ように、協議が必要でございますので、我々とし

ても、市全体の方針が決まり次第、関係団体との

協議を進めていきたいと考えております。 

○鳥海隆太議長 小久保広信議員。 

○１番（小久保広信議員） 一番大変なのは、１年

ごとに雇用ということでの、そしてまた再任用す

るかしないかを決めるわけですよね。もし仮に、

来年４月１日任用になりました。その次も働き続

けられるかわかりませんよ。それはもう一回、試

験なりなんなり受けてということになっていくの

か、それはわかりませんけれども、その細切れ、

１年ごとということになれば、今、人手不足なん

ですよ。それも処遇面についても条件のいい職で

はないですよね。人が集まらなくなる、そういっ

た事態が、現実的に都会のほうでは、こんなのだ

ったらほかのほうがいいですとやめていって人が

集まらないという事態が出ていると言われていま

す。そういった面も含めて、どうしていくつもり

なんですか、本当に。どうお考えなんですか。 

○鳥海隆太議長 後藤総務部長。 

○後藤利明総務部長 確かに労働力不足で、こうい

った嘱託職員・臨時職員につきましても、近年、

応募が少ない状況であることは事実でございます。 

  ただ、会計年度任用職員の制度上、やはり同一

の者が任用される場合には、改めて客観的な能力

の実証を経た上での任用とされているところでご

ざいますので、１年ごとの再任用というような位

置づけにせざるを得ない状況でございます。 

  ただ、先ほど申し上げたとおり、労働力不足の

実態がありますので、その辺のところをどのよう

に考慮していくかは、これから検討していく考え

でございます。 

○鳥海隆太議長 小久保広信議員。 

○１番（小久保広信議員） 今、民間で５年有期で

働いたら、労働契約法上、無期になっていくわけ

ですから、そういった意味で、パート労働法でも

均等処遇というものがうたわれていて、しかしな

がら、会計年度任用職員については、逆に１分、

10分短くてもパートタイムなんですよね、これ。

そんなところで同一労働同一賃金でもなく、先ほ

ど総務部長からあった、常勤職員との云々とあり

ましたよね。それとは異なるんだ、だから、低い

んですよ、労働条件が違うんですよ、悪いんです

よと、そういう考え方でずっといかれるんですか。

そうしたら、集まりにくくなっているのが、ます

ます集まらない。ましてや、看護師であるとか、

保育士であるとか、調理師であるとか、資格が必

要な職の人たちがなかなか集まってこなくなるの

ではないですか。その点、どのようにお考えです

か。 

○鳥海隆太議長 後藤総務部長。 

○後藤利明総務部長 繰り返しになりますけれども、

会計年度任用職員につきましては、新たな職に改

めてつくというふうな考えでございますので、今

までのような更新といいますか、任用の方法はと

れない状況になってございます。 

  なお、人員確保につきましては、改めてＰＲ等

を重ねながら確保していきたいと考えております。 

○鳥海隆太議長 小久保広信議員。 

○１番（小久保広信議員） 自治体の仕事って１年

で終わり、１年で終わりという仕事だけなんです

か。というか、ずっと継続的な、長期的な視野に

立って、そういった人材を雇っていかないと、な

かなか大変なのではないですか。１年で終わりで
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すから、１年で終わりですから、ずっと働いてく

ださいみたいな、そんなのでは、人は来ないと思

うんですよ。やはり長期的に人を育てていく、そ

ういった長期的な観点に立って人を採用していく、

そういったことがないと、雇う側としても、きち

んとそういった育成を含めた考えがないと、この

制度でいくと、非常に問題が出てくると思います。

その点、どのようにお考えですか。 

○鳥海隆太議長 後藤総務部長。 

○後藤利明総務部長 なかなかお答えするのが難し

いわけでございますが、会計年度任用職員制度が

創設された趣旨については、議員御承知のことと

思いますけれども、その趣旨を考慮しつつ、全体

としては変化等が大きくならないようにしながら、

できるだけ円滑にこの制度に移行できるように努

めたいと考えているところでございます。 

○鳥海隆太議長 小久保広信議員。 

○１番（小久保広信議員） 先ほど当局からの第３

条第３項第３号の職員は100名というふうにお伺

いしました。職種、割と専門職ですよね。こうい

った方、きちんと常勤職員にしていく必要がある

と思うんですよね。そうでないと、先ほども言い

ました、人が集まりませんよ。とりわけ保育士さ

んなんかは。また、今も看護師さんがいなくて、

待機児童おりますよね。看護師さんを雇えなくて。

現実的にそういった事態が起きているんですよ。

それこそ発想の転換をしていただかないと、安く

使う、そのためにこういった制度を使っているん

だということでは、私はだめだと思います。しっ

かりとした対応をしていかなければならないと思

うんですが、その点はいかがですか。 

○鳥海隆太議長 後藤総務部長。 

○後藤利明総務部長 常勤職員をつける場合の要件

としましては、やはり業務の性質と条件、それか

ら標準的な業務量があるかどうかの、そういう勤

務時間等の条件がございます。そういった条件を

満たした場合には、いわゆる任期の定めのない常

勤職員の業務となるわけでございます。 

  現在の嘱託職員・臨時職員等の業務につきまし

ては、そういった要件に合致するものではないと

いうふうな考えでございますので、なお議員おっ

しゃるとおり、人員確保については、さまざま工

夫を凝らしながら確保していく考えでございます。 

○鳥海隆太議長 小久保広信議員。 

○１番（小久保広信議員） 現実的に人は来ないわ

けですから。その差をきちんと説明できますか。

それはきっと、相当時間がかかるかと思いますけ

れども、何かほかから見ていると、米沢市で安く

人を使うために、行政経費は低いほうがいいわけ

ですけれども、そのために人を短期間で、短時間

で雇っている。150名の方がいらっしゃるわけです

よね、この米沢市。市長事務部局だけですけれど

も。病院にもおります、教育委員会もいらっしゃ

います。何人の方が、そういった不安定雇用の中

で働いているのか。その方たちがいなくなれば、

米沢市は成り立たないのではないですか、行政と

して。その点、どのように御認識ですか。 

○鳥海隆太議長 後藤総務部長。 

○後藤利明総務部長 もちろん、現在の地方行政の

重要な担い手となっていただいていると考えてお

りますので、今後も引き続き人員確保につきまし

ては、先ほど申し上げましたけれども、工夫を重

ねながら確保したいと考えているところでござい

ます。 

○鳥海隆太議長 小久保広信議員。 

○１番（小久保広信議員） 実は、もっと細かいと

ころをお聞きしたかったんです。ですが、全て慎

重に検討しています、検討していますって、答え

が出ないんです。検討していますという状態では

ないと思っていましたので、せめて９月定例会に

は、今回ならなくても９月には上程なるものだと

思っておりましたので、そうしなければ、職員団

体なり労働組合、そして今働いている人たちへの

説明などを含めて間に合わないというふうに思っ

ていますし、もっと言うと、それではできてから

初めて募集をかけるわけですか。余りにも時間が
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かかり過ぎているというか、遅過ぎる。そこは苦

言を呈しておきたいと思います。もっとしっかり、

私たち議員もそうです、そこの職につこうという

人も検討する、そういった時間が必要ですし、気

持ちよく働いてもらうためにも、早急に制度とし

て出していただくことを求めて、終わります。 

○鳥海隆太議長 以上で１番小久保広信議員の一般

質問を終了し、暫時休憩いたします。 

 

午後 ０時０２分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午後 ０時５９分 開  議 

 

○鳥海隆太議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  次に進みます。 

  一つ、米沢市が描く人口ビジョンとは外２点、

19番古山悠生議員。 

  〔１９番古山悠生議員登壇〕（拍手） 

○１９番（古山悠生議員） このたび初当選いたし

ました明誠会の古山悠生です。 

  まずは、さきの地方統一選挙において、市政に

送り出していただいた市民の皆様には、改めてこ

の壇上よりお礼を申し上げます。 

  きょうは、初めての一般質問ということで、大

変緊張しています。遠足の子供と同じで、けさは

４時半に目が覚めました。 

  さて、私は米沢市の北の端、六郷地区に生まれ

育ちましたが、見渡す限り田畑が広がる農村地域

であります。 

  ５月の末に田植えされた苗は、現在、山形県の

母なる川、最上川を水利とし、置賜盆地の肥沃な

る土壌に根を張り、太陽の光を浴び、青々と茂っ

ております。燃えるような夏の暑さ、身を切るよ

うな雨風、虫や鳥による食害や病気に耐え、秋に

実りの季節を迎えます。 

  私自身も、その早苗に自分の姿を重ね、困難に

耐え、心身を鍛え、成長し、実れば実るほどこう

べを垂れる稲穂のような人間になりたいと思いま

すので、今後ともよろしくお願い申し上げます。 

  また本日、質問の機会をいただき、諸先輩方、

同僚議員には心からお礼を申し上げます。 

  今回初めて一般質問の場に立たせていただくわ

けですが、テーマを決める際に思い浮かべたのは、

私の最愛の妻や子供たちの顔です。ちなみにきの

うは妻の誕生日、そして８年目の結婚記念日でし

た。ありがとうございます。 

  今回の選挙戦では、妻には大変負担をかけまし

たし、子供たちにも寂しい思いをさせたと思いま

す。その恩に報いるためにも、働く母親が安心し

て働けるまち、そして子供たちが夢と希望を持っ

て住み続けられるまちをつくらなければならない、

そういう思いを込めて質問させていただきます。 

  現在、米沢市の人口は平成７年の９万5,592人を

ピークに、平成22年には８万9,401人、平成27年に

は８万5,953人と急激に減少を続けています。今後

も、このまま減少が進むものと予測され、生産年

齢人口の減少による地域経済の縮小や、労働力人

口の減少、担い手の不足による地域活力の低下、

社会基盤整備の維持管理コストや、社会保障費の

増加等による財政の悪化など、さまざまな影響が

心配されます。 

  その人口減少のペースが余りにも急激であり、

大都市圏への人口の流出がとまらないことにより、

地方が衰退し、その地域が誇る自然、景観、文化、

産業、暮らしが失われていくことに、大きな危機

感を感じています。 

  人口減少という社会問題は、日本の未来を根本

的に変え得る巨大なテーマです。その対策は、外

国人の移民の政策などの外交、経済といった国家

レベルから、働き方、住まい、夫婦関係などの個

人的なレベルまで多岐にわたり、その全てを網羅

して成果を上げるのは困難であり、正しい答えは

ないかもしれません。 

  しかし、答えがないからといって、何もしない
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ままでは、ただ衰退していくだけであり、自治体

が存続することすら難しくなっていきます。今ま

でも、諸先輩議員の方々も、この問題を取り上げ、

本市でも数々の施策を行ってきたかと思います。 

  人口減少を食いとめるには、米沢からの転出を

減らし、大都市圏からのＵターン、Ｉターンをふ

やすこと。結婚できる仕組みと女性が安心して子

供を産み、働き続けながら育てられる環境づくり

が求められます。 

  住んでいる市民が安心して生活し、愛着と誇り

を持つまちであり、ここに住んでちゃんと暮らし

ていけると住民みずから見出さなければ、子供た

ちに米沢に住みたい、住み続けたいと思わせるこ

とはできないし、移住者をふやすことも難しいと

思います。 

  もちろん、人口はあくまでも目標指数であり、

人口をふやすことが自治体の目的ではありません。

しかし、冒頭に申し上げたとおり、人口の減少は

税収の減収にもつながり、社会基盤・保障の維持

コストの増加にも影響が及びます。特に市庁舎の

建てかえ、市立病院の建設等の大型公共事業を抱

える本市においては、人口の減少は、まさに喫緊

の課題であると言えます。 

  そこでお尋ねいたします。まずは、2015年３月

に策定された米沢市人口ビジョンにおいて、2020

年には８万1,879人との推計でしたが、2019年現在

の人口動態と、またそれについての所見をお伺い

したいと思います。 

  続いて、若者の定住化について質問します。 

  日本の人口は、戦後一貫して地方から大都市圏

へと移動し続けてきました。中でも人口移動が多

い時期と少ない時期に分かれます。 

  最初の人口移動期は1973年までの高度経済成長

期に、東京オリンピックや大阪万博が開催され、

東海道新幹線や東名高速が整備され、三大都市圏

を中心に経済が成長し、労働力を必要とした大都

市圏に地方から人が急激に流れ込みました。 

  次の人口移動期は、1993年ごろまでのバブル期

前後の時期です。株式や不動産の価格が高騰し、

首都圏中心に経済成長が続きました。 

  そして現在、まさに2000年以降から続く第３の

人口移動期であり、製造業拠点の海外移転などに

より、地方圏の経済が悪化した時期から始まりま

す。 

  最初の２回の移動期が、経済成長で雇用が豊富

な大都市圏が人材を吸い寄せる、プル型の移動に

対して、現在の移動期は地方圏に雇用が不足して

大都市圏に出ざるを得ない、プッシュ型なのが特

徴です。 

  この移動期は、2000年代末に一旦終息する兆し

を見せましたが、2010年以降、首都圏への人口移

動が再加速しています。 

  地方経済の衰退に加え、首都圏での医療、介護

人材のニーズ、東京オリンピックに向けた建設事

業の高まりが原因で、今後もこの傾向は続き、地

方圏の人口減少に拍車をかけると予測されていま

す。 

  米沢市人口ビジョンを見ますと、男性は20歳か

ら29歳、女性では15歳から24歳の転出超過が多く

なっており、多くは進学、就職によるものと考え

ますが、これに対する具体的な市としての施策は

何かお聞きいたします。 

  また、地方圏からの大都市圏への人口移動、特

に子供を産む世代である若年女性の移動は、地方

圏の人口減少の大きな原因の一つです。また、既

婚率の低下、晩婚化も日本の人口に大きな影響を

与えております。 

  このように、結婚、出産、子育ての主力世代と

なる20歳から30歳の女性が転入超過となることが、

地域人口の維持に重要と考えますが、若年女性の

雇用、定住化についてどのように取り組んでいる

のかお伺いします。 

  続いて大項目の２、男性の育児参加についてお

伺いします。 

  米沢市こども課で作成され、市内で配布されて

いる「米沢子育てハンドブック」には、本市で行
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われている妊娠から出産、子育てについての助成

金や施設、行政サービスなど、さまざまな子育て

支援について記載されております。 

  その内容は多岐にわたり、ほかの自治体と比べ

ても遜色のないものだと思います。実際、私にも

１歳の男の子と５歳の女の子がいて、市内の保育

園にお世話になっているところです。病気の際に

は、病児保育を利用し、非常に助かっています。 

  しかし、同年代の親たちからは、米沢は子育て

支援が充実していないといった声をよく耳にしま

す。確かに屋内遊具場を望む声など、設備面での

充実や、経済面での支援策等、課題はまだまだあ

りますが、大切なのは、母親が安心して出産し、

働きながら子育てできる環境づくりです。 

  そのためにも、より男性つまり父親が育児に参

加することが必要だと私は考えております。 

  実際の子育ての場では、母親がその中心を担っ

ていることが事実であり、もちろん母子家庭にも

配慮が必要ですが、一方で父子家庭の増加や父親

の育児休暇の取得などが注目されている中、もっ

と父親たちの育児を支える仕組みづくりが必要に

なってきます。 

  女性の活躍、社会進出は、男性の家庭進出とな

り、双方が参加・利用できる制度でなければなり

ません。 

  子育て支援は、母親支援や父親支援ではなく、

親支援とならなければならないものと考えますが、

本市におかれましても、もちろんそのような区別

はないかとは思います。しかし、これはある意味

仕方がないことだとは思いますが、子育てハンド

ブックを見ると、父親を対象としているものとし

ては、出産前のプレパパママ講座があるようでし

たが、個人的な感想としては、どうしても母親を

対象にしているものが多いという印象を受けまし

た。 

  そこで、ほかに本市の父親への子育て支援は、

どのようなものがあるのか、男性の育児参加につ

いて、どのように考えているのかお尋ねします。 

  また、それらの周知方法、ＰＲ方法についても、

今後改善の余地があるかと思いますが、その点に

ついてもお聞かせいただきたいと思います。 

  続けて、次の質問に入らせていただきます。 

  女性の職業生活における活躍を推進し、豊かで

活力ある社会の実現を図ることを目的に、いわゆ

る女性活躍推進法が10年間の時限立法として2015

年に成立し、2016年に施行されました。 

  昨今の少子高齢化や労働力不足の中、女性の活

躍への期待が高まってきています。また、結婚、

出産により職を離れ、その後正規雇用になること

のない女性も多く、潜在的労働力の活用が望まれ

ます。 

  一方で、女性の社会進出が進めば、家事、育児、

介護、地域活動、仕事と多くの負担が母親にかか

る可能性があります。 

  女性の就労のあり方については、古くから議論

されてまいりましたが、現在のように関心が高ま

ってきたのは、第２次安倍政権が、社会のために

女性の力が発揮されることの重要性に注目し、平

成26年10月に「すべての女性が輝く社会づくり本

部」を設置し、待機児童対策を初めとする女性の

就労支援、女性活躍に向けた多くの政策が検討・

実行されてきました。 

  平成30年６月に開催された「第７回すべての女

性が輝く社会づくり本部」で、安倍総理はこれら

の政策の成果として、女性就業者が200万人増加し、

25歳以上の全世代女性就業率がアメリカを上回っ

たことに触れ、「女性活躍加速のための重点方針

2018」として、男性国家公務員の産休100％取得な

ど、今後の取り組みについて決定しました。 

  また、ことしの６月５日には、男性育児休暇の

取得を企業に義務づけることを目指す、政権与党

の有志議員による議員連盟が発足いたしました。

山形県でも、「やまがたイクボス同盟」の設立等

の取り組みがあり、また、「山形子育て・介護応

援いきいき企業」に登録・認定を受け、男性社員

が育児休暇を取得した場合、企業に20万円の奨励
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金が交付され、また優遇措置を受けることができ

ます。 

  各市町村においても、独自の取り組みをしてい

る自治体もあり、新潟市でも、条件つきではあり

ますが、中小企業に勤務する男性社員が10日以上

の育児休暇を取得した場合、事業主に30万円、個

人に10万円支給されるなどの取り組みをしていま

す。 

  厚生労働省の雇用均等基本調査の速報値による

と、昨年度、女性の育児休暇取得率は82.2％に対

して、男性の育児休暇の取得率は2018年度で

6.16％と、2017年度の取得率は5.14％でしたので、

少しずつ増加傾向にあるものの、低迷しているの

が実情です。 

  国では、2020年までに13％の取得率を目指して

おりますが、まだまだ目標値にはほど遠く、なか

なか浸透していません。 

  そこでお尋ねします。 

  米沢市内の企業における近年の男性の育児休暇

の実績・取得率はどれくらいだったのかをお伺い

いたします。 

  もちろん、中小・零細企業に対する経営負担に

配慮した支援策も必要であり、最近ではパタニテ

ィー・ハラスメント、略して「パタハラ」なる言

葉も出てまいりました。この「パタハラ」とは、

男性社員の育児休業制度の利用に関して、上司・

同僚からの嫌がらせを指すもので、６月７日付の

朝日新聞でも記事になりました。 

  大手化学メーカーの社員が４週間の育児休暇を

取得し、復帰後不当な扱いを受け、結果退職に追

い込まれるといった事例があり、インターネット

上で大きな議論となりました。 

  男性の育児休暇取得を推進するには、何より企

業や市民の意識の変革、そして理解と協力が必要

ですが、男性が育児休暇をとるのは当たり前の時

代が近い将来必ず来るはずだと、私は思っていま

す。 

  最後に、公益財団法人農村文化研究所の利活用

による「地元学」のすすめについてお尋ねします。 

  平成30年９月の定例会、また平成31年３月の定

例会にて、当時現職であった佐藤忠次議員も質問

していましたが、六郷町西藤泉にある農村文化研

究所には、国指定の「行屋」を初めとする原始の

時代から昭和までの庶民の暮らしを物語る民具や

農具が所蔵されています。国内外から、多くの研

究者が訪れ、交流の場となっております。 

  米沢が誇る名君、上杉鷹山は、質素倹約に努め、

殖産興業に励みました。その名君のもとで、当時

の住民がどのような思いで暮らしたのか、その息

遣いが伝わってきます。 

  観光については、農業体験と組み合わせたグリ

ーンツーリズムによる都市部や外国からの観光客

誘致が見込めます。また、教育についても、農民

がこの地で自然や、時には権力と戦いながら、工

夫と努力を重ね、この地で生きてきた足跡は、子

供たちにとって貴重な学習の場と考えます。 

  また現在、農業はＩＣＴ化、無人化が進み、ス

マート農業と呼ばれる時代になってきましたが、

ものづくりの原点に返る教育にもつながり、また

今後は非農家から農業へ参入する人材がふえるこ

とが予想されるため、農業へ興味を持つきっかけ

になるのではないかと考えられます。 

  さらに、併設された戦争資料館は、日本一小さ

な戦争資料館としてヤフーニュースにも紹介され、

その資料は文化的・教育的価値の高いものだと考

えます。 

  現在でも、地元の第六中学校や六郷小学校の事

業で活用されているようですが、市内全域とは言

わないものの、近隣の小中学校に、ぜひ学びの場

として活用していただきたいと思います。 

  今回、重ねて私のほうから提案させていただき

たいのは、「地元学」という考え方に基づき、地

元に学び、地方にないものを探すのではなく、あ

るものに気づき、探すことで、地域の持つ資源、

文化、人材を生かすまちづくりにつなげていく、

そういった場にされてはいかがでしょうか。 



- 75 - 

  「地元学」という考え方は、「地域学」とも呼

ばれ、熊本県水俣市において、水俣病問題で苦し

んだ住民が、協働で環境に特化して行動し、元気

を取り戻した中から生まれました。その地域の風

土と暮らしから学び、行政主導ではなく、自分た

ちでまちづくりを行うことで、地域に愛着と誇り

を持つ郷土愛の醸成に有効と考えます。 

  この背景には、「米沢市立学校適正規模・適正

配置等基本計画」に基づく小中学校の統廃合があ

ります。実際に関根小学校と関小学校については、

既に廃校が決まり、統合に向けて準備が進められ

ています。 

  その地域から小学校がなくなるというのは、地

域コミュニティーに対して決して少なくない影響

を与えるはずです。私の住む六郷地区も、小学校

は複式学級であり、統廃合については期待と不安

が入りまじった状態です。 

  今後の地域コミュニティーのあり方について、

本気で市民が考えていかなければならないと考え

ておりますが、最後に当局のお考えをお聞きし、

私からの壇上での質問とさせていただきます。 

○鳥海隆太議長 我妻企画調整部長。 

  〔我妻秀彰企画調整部長登壇〕 

○我妻秀彰企画調整部長 私からは、初めに米沢市

人口ビジョンと、その後の人口推移についてお答

えします。 

  国は、東京圏に人口が集中し、地方からの人口

流出が続く現状の中、平成26年に「まち・ひと・

しごと創生長期ビジョン」を策定しました。本市

においても、国のビジョンの趣旨を踏まえ、人口

の現状分析を行った上で、今後目指すべき将来の

方向と人口の将来展望を示すものとして、平成28

年３月に「米沢市人口ビジョン」を策定したとこ

ろであります。 

  この人口ビジョンでは、総人口、世帯数、産業

別就業人口などの基礎的データのほかに、出生、

死亡の状況を示す自然動態、本市への転入、転出

の状況を示す社会動態についても時系列的に分析

しております。 

  さらに、一般市民の方、高校・大学生、本市か

ら転出された方に対して、それぞれアンケートを

行い、結婚、出産、育児、生活環境など、さまざ

まな分野について分析しております。 

  人口ビジョンの中では、人口減少社会に対応す

る体制や環境を整えるため、減少の推移を緩やか

にするとともに、人口構成の維持を目指すという

方針のもと、平成22年10月に行われた国勢調査の

推計人口をもとに、50年後の2060年の人口を５万

8,721人と推計しております。 

  この推計に当たっては、国立社会保障・人口問

題研究所による推計をベースに、転入、転出を示

す社会動態のマイナス幅を段階的に減少させると

ともに、合計特殊出生率に関しても、国の長期ビ

ジョンに合わせており、さまざまな施策を行うこ

とにより、少しでも人口減少に歯どめをかけるこ

とを目指した内容となっているところであります。 

  本年５月１日現在の本市の推計人口が８万

2,299人であるのに対し、人口ビジョンにおける令

和２年の推計値が８万1,879人となっております

ので、１年前の数値ではありますが、現時点では、

ビジョンの中で示す推計と大きな差は生じていな

いと考えております。 

  しかし、合計特殊出生率に関しては、令和２年

に1.60まで上昇すると見込んでいるのに対しまし

て、直近の数字として、本市の平成29年の実績は

1.41と、若干の回復傾向にはあるものの、厳しい

状況であります。 

  人口減少に関しては、大都市を除く地方全体が

抱える大きな課題ではありますが、この人口減少

の流れを少しでも緩やかにすべく、少子化対策や

雇用対策など、さまざまな取り組みを講じていく

必要がありますので、今年度策定する米沢市まち

づくり総合計画第３期実施計画の中でも、人口減

少の抑制を図る施策のほか、人口減少が進む中で

も持続可能な行政サービスを維持するために必要

な施策を積極的に取り上げるようにし、今後も人
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口の推移を注視するとともに、持続可能な社会に

向けて各種施策を展開していきたいと考えており

ます。 

  次に、（２）若者が定住するための本市の取り

組みについてお答えします。 

  まず、置賜地域の若者定着の現状については、

学校基本調査などから見ても、約半数の高校生が

県外に流出していることになり、人口減少の要因

の一つと考えられることから、高校在学時には、

卒業後は地域に残り、または県外の大学に進学、

あるいは就職しても、将来は地元に戻ってきて活

躍したいという動機づけの機会をつくっていくこ

とが重要であると認識しております。 

  そのような動機づけを後押しする取り組みとし

て、平成28年度から県と連携して「山形県若者定

着奨学金返還支援事業」を実施しております。こ

れは、将来の担い手となる若者の県内回帰・定着

を促進し、企業などのリーダー的人材を確保する

ため、一定の要件を満たす学生に対して、就職の

３年後に奨学金の返還支援を行うものです。 

  これまでの実績といたしまして、平成28年度か

ら現在まで、計35名の学生が認定を受けており、

そのうち10名が既に市内に就職し活躍をしており

ます。 

  また、学園都市推進協議会が年４回発行してい

る情報誌には、市内に就職した地元３大学の卒業

生の活躍を紹介するページを設けており、毎年秋

に発行される３大学合同学園祭を特集する秋号に

つきましては、置賜２市２町の高校の全生徒に配

布を行い、地元の大学の魅力や市内で働くことの

やりがいなどをＰＲしております。 

  そのほか、地元大学への志願者増加を目的とし

てオープンキャンパスの開催情報を地元紙に掲載

するなどのＰＲ活動を行っております。 

  また、高校では、地域の現状を知るとともに、

みずからの地域の魅力を掘り起こすワークショッ

プなどの探究型学習を行い、地域を学び郷土愛を

育む取り組みなど、県外に進学・就職しても、将

来地元に戻って活躍したいと考える学生の意識醸

成に向けた取り組みを始めておりますので、本市

といたしましても、関係機関と連携しながら、若

者の定着に向けたさまざまな施策を展開してまい

りたいと考えております。 

  私からは以上です。 

○鳥海隆太議長 菅野産業部長。 

  〔菅野紀生産業部長登壇〕 

○菅野紀生産業部長 私からは、１番の米沢市が描

く人口ビジョンとはのうち、（３）「20歳から30

歳」の女性の雇用・定住についてどう考えるかと、

２番の父親が育児に積極的に参加するためにはの

（２）市内の男性の育児休業取得率はについてお

答えいたします。 

  初めに、20歳から30歳の女性の雇用・定住につ

いてどう考えるかのうち、若者の雇用に係る市の

取り組みの現状についてお答えいたします。 

  まずは、高等学校新規卒業者の卒業後の動向に

つきましては、文部科学省の調査によりますと、

平成30年３月の本市出身の高等学校新規卒業者

714名のうち、県外進学者が327名で約45.8％、県

外就職者が67名で約9.4％を占め、半数以上が卒業

を機に県外に流出する現状にあります。 

  そのうち女性に関しましては、本市出身の高等

学校新規卒業者368名のうち、県外進学者が186名

で約50.5％、県外就職者が27名で約7.3％を占める

など、特に進学による県外への流出が見受けられ

ます。 

  また、地域内の大学生、短大生の就職状況につ

きましては、ハローワーク米沢の調査によります

と、大学生の約９割が、短大生は約６割が県外企

業から内定を受けている現状にあり、女性に関し

ましても、ほぼ同じ結果となっております。 

  このように、本市で学生生活を送った大学生、

短大生であっても、就職を機に大多数が転出して

しまうという状況になっております。 

  このような現状を踏まえ、山形県を初め米沢商

工会議所、ハローワーク米沢、企業等の関係機関
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と連携しながら、就職面接会を共催するほか、就

職実現セミナーや模擬面接会などを通じた市内の

高校生、短大生、大学生の地域企業への就職促進、

大都市圏の地元出身学生や若年労働者の呼び戻し、

他地域からの移住促進などの事業を行い、若者の

地元定着による地域産業界の人材の確保を図って

おります。 

  中でも、米沢商工会議所に委託して実施してお

ります「米沢地域人材確保・定着促進事業」にお

きましては、地域企業の業務内容や求人、インタ

ーンシップ情報などを掲載したウエブサイトの運

営や、地域の企業情報を網羅した企業ガイドブッ

クを作成し、市内の全高校生、市内・近隣各県の

大学等に広く情報を発信する取り組みを実施して

おります。 

  また、最近は学生が地域企業を知り、その魅力

を実感できる機会づくりにも力を入れており、そ

の一つに、高校１年生を対象に、地域の企業が高

校の体育館等でブースを構え、実際に仕事体験を

行う「ＷＡＫＵ ＷＡＫＵ ＷＯＲＫ」を実施し

ております。参加した生徒からは、「仕事に対す

る考え方が変わった経験だった」などの感想をい

ただくなど、好評であることから、今年度も置賜

地域の２校で実施する予定です。 

  さらに、昨年度から教育委員会の事業として、

山形大学工学部の学生を対象に、地域の企業経営

者を講師とした出前講座を開催することにより、

地域経済を牽引する熱意ある経営者の話を直接聞

く機会を設けることや、山形県の事業として市内

高校での企業経営者による講演や、地元の課題解

決型ワークショップの取り組みなどにより、学生

の地元就職や地元への興味を持つことによる進学

後の就職時の選択肢として、地元就職を考えても

らえるよう取り組んでいるところです。 

  こうした取り組みは、女性に限らず若者の雇用

による地域への定住が、地域の人口の維持に向け

て重要であると考えておりますので、取り組みを

継続しながら、本市企業の魅力や情報を伝え、若

者の定着、回帰などにつなげていけるよう、今後

も山形県、米沢商工会議所、ハローワーク米沢等

の関係機関と一層連携を深め、地域が一丸となっ

て粘り強く取り組んでまいります。 

  続きまして、本市男性の育児休業の取得率はに

ついてお答えいたします。 

  まず、本市における男性の育児休業の取得率に

関しては、統計等のデータがないため把握できて

おりませんが、全国の状況につきましては、厚生

労働省の雇用均等基本調査によりますと、議員が

お述べのとおり、男性の育児休業取得率は上昇傾

向にあるものの、平成29年度は5.14％にとどまっ

ており、育児休業を初めとする仕事と家庭との両

立支援制度を利用する男性は少ない状況にありま

す。 

  また、山形県の状況につきましては、平成30年

度山形県労働条件等実態調査結果報告書によりま

すと、平成30年度の山形県内の男性の育児休業取

得率は5.0％であり、平成25年度の0.7％から大幅

に増加しているものの、全国の取得率を下回って

いるという現状であります。 

  このように、男性の育児休業取得率が低い理由

について、シンクタンクが公表しました労働者調

査によりますと、育児休業を取得しない主な理由

は、１点目が業務が繁忙で職場の人手が不足して

いた、38.5％。２点目が、職場が育児休業を取得

しづらい雰囲気だった、33.7％、３点目が、自分

しかできない仕事や担当している仕事があった、

22.1％。４点目が、収入を減らしたくなかった、

16％との結果になっております。 

  このような現状の中、市内企業においても、男

性の育児休業取得、子育てや介護などの両立支援

制度の活用に対して、積極的に取り組んでいる企

業も見受けられます。 

  例えば、市内のある企業では、常時雇用の労働

者が100人以下のため、次世代育成支援対策推進法

に基づく労働者の仕事と子育てに関する一般事業

主行動計画の策定、公表、周知、届け出が努力義
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務とされている中で、当該計画を策定し、その中

で全社的な育児休業制度の認識、周知と、勉強会

などにより女性職員だけでなく、その配偶者の育

児休業取得の促進を掲げるなど、ワークライフバ

ランスの推進に取り組んでおります。 

  国では、ワークライフバランスの実現に関する

取り組みを促し、もってその労働者の雇用の安定

に資することを目的として、男性が育児休業を取

得しやすい職場風土づくりに取り組み、男性労働

者にその養育する子の出生後、８週間以内に開始

する育児休業を利用させた事業主及び育児目的休

暇を導入し、男性労働者に利用させた事業主に対

して助成金を支給するなど、男性の育児休業等の

取得支援に向けた取り組みを行っております。 

  また、山形県におきましては、労働者の子育て

や介護を応援し、女性の活躍促進やワークライフ

バランスの実現等に積極的に取り組む企業につい

て、山形子育て介護・応援いきいき企業として登

録認定するとともに、認定企業の男性職員が育児

休業を取得した場合に、奨励金の交付を行うなど、

男性の育児休業の取得などを促す取り組みを行っ

ております。 

  本市としましても、ホームページ等を通じて市

内の事業主の方々に向けて、働きやすい職場環境

づくりの一環として、ワークライフバランスの推

進について、周知を図ってまいりましたが、今後

もハローワーク米沢などと連携しながら、引き続

き市内企業への周知に努め、これらの制度の活用

を促すことで、男性の育児休業取得率の向上につ

なげてまいります。 

  私からは以上です。 

○鳥海隆太議長 小関健康福祉部長。 

  〔小関 浩健康福祉部長登壇〕 

○小関 浩健康福祉部長 本市の父親に対する育児

支援についてお答えいたします。 

  医療機関で妊娠の診断を受けた後、市に届け出

をし、母子健康手帳の交付を受けます。その母子

健康手帳交付時には、妊娠に対する悩みや不安、

産前産後の育児への協力体制などをお聞きしなが

ら、妊娠期や出産、子育てについて相談に応じて

おります。 

  さらに、安心して赤ちゃんを迎えられるよう、

妊娠期も子育て期も家族や周囲の人の手助けが欠

かせないということ、産後の生活をイメージして

家庭の中で役割を考えていくことなどが大切であ

るとお伝えしております。 

  妊娠中は、女性だけでなく男性にとっても、父

親として育っていくための大切な準備期間になり

ます。そのため、男性も積極的に妊娠にかかわれ

るよう、健康課の事業として、妊婦とそのパート

ナーを対象に、「赤ちゃんを迎える親講座」を開

催し、男性の育児支援を行っております。 

  その内容としては、育児編と栄養編から成り、

親になることはどのようなことかを考えたり、赤

ちゃんの特徴を知り、安心して赤ちゃんを迎えら

れるよう準備し、家族が協力して子育てをしてい

くことを学べるような内容になっております。 

  赤ちゃん誕生後から、おおむね２カ月ぐらいま

で赤ちゃん訪問を全員に行っております。その訪

問時にお渡しするリーフレットには、「パパ（家

族）へのメッセージ～産後うつから妻を守ろう」

という内容で、父親や家族の支えが必要なことな

どを盛り込み、父親も子育てにかかわるきっかけ

となるよう、家族にも一緒に読んでいただくよう

話してございます。 

  母親が育児不安に陥る原因として、孤立するこ

とがあると言われております。子育て家庭の家族

構成や環境もさまざまですが、母親が育児を一人

で抱え込まず子育てできるよう、父親や家族も積

極的に子育てにかかわること、近所の人、子育て

を通して知り合った仲間など、地域のネットワー

クが大切だということを継続してお伝えしていき

たいと考えております。 

  そのほか、本市で実施している子育て支援事業

については、母親、父親の区別を設けて実施して

いるものではありませんが、教育委員会でも父親



- 79 - 

の子育て参加支援として、父親対象の育児教室や

家庭教育講座等を実施しております。 

  今後、全庁的に実施する子育て支援に関する事

業について、できる限り集約し、母子手帳交付時

に配付する子育てハンドブックに、父親向けのコ

ーナーを設けるなど、家族全員で赤ちゃんを育む

支援ができるように検討いたします。 

  私からは以上です。 

○鳥海隆太議長 大河原教育長。 

  〔大河原真樹教育長登壇〕 

○大河原真樹教育長 私からは、公益財団法人農村

文化研究所を利活用した「地元学」のすすめにつ

いてお答えいたします。 

  初めに、農村文化研究所の教育や観光での利用

についてでありますが、農村文化研究所が運営し

ている置賜民俗資料館は、国指定重要有形民俗文

化財である「行屋」のほか、庶民の暮らしを物語

る農具や数々の民具を中心に展示しており、農村

文化に触れることができる貴重な資料展示施設で

あると認識しております。 

  また、併設の戦争資料館も、実際の遺品や当時

の手紙などを見ることができ、貴重な学びの場で

あると理解しております。 

  昨年は、置賜民俗資料館を地元の六郷小学校の

３・４年生の社会科の学習で見学しており、６年

生の歴史学習でも戦争資料館を見学しています。

また、第六中学校の１年生も総合的な学習におけ

る地域学習の一環として資料館を見学しています。 

  このように、教育面では地域の学校を中心に活

用しており、今後も有効活用できるよう、各学校

に紹介していきたいと考えております。 

  また、観光面では、観光パンフレットやホーム

ページなどで紹介をしておりますが、なかなか一

般の観光客は訪れにくい状況にあると認識してお

ります。 

  次に、「地元学」に基づいて郷土愛の醸成に努

めてはどうかについてでありますが、本市といた

しましても、自分たちが住む地域を足元から見つ

め直し、地域おこしにつなげることは、大変重要

なことであると認識しております。 

  こうした地域づくり活動の一例として、議員も

御承知のとおり、六郷コミセンにおいて六郷地区

民俗保存会の皆さんの御協力のもと、地区の青少

年を対象にしたふるさと教室伝承行事を毎年開催

しております。この事業では、さなぶり、さいど

焼き、雪中田植え、団子の木飾りなどの伝統行事

を子供たちが体験する機会をつくっているほか、

子供たちが新しい地域マップをつくり、地域の歴

史や文化、魅力を再発見する講座を開催していま

す。 

  一方で、地域外の方々に地域の魅力を発信する

「Ｇｏざっとごえ六郷」なども実施しており、ま

さに「地元学」による特色を生かした地域づくり

活動が実践されているものと認識しており、こう

した活動を通じて、地域の人、自然、経済が元気

になることで、おのずと郷土愛が醸成されてくる

ものと思います。 

  教育委員会といたしましても、今後もコミュニ

ティセンターを地域活動の拠点として、子供から

高齢者まで、より多くの人が持続可能な地域づく

りのためにみずから活動する地域コミュニティー

の醸成に努め、継続して地域づくり活動を支援し

てまいりたいと考えております。 

  私からは以上です。 

○鳥海隆太議長 古山悠生議員。 

○１９番（古山悠生議員） 御答弁ありがとうござ

いました。 

  それでは、質問席からの質問に入らせていただ

きます。 

  まずは、米沢市人口ビジョンについてですが、

ほぼ推計どおりということで、まずは一安心しま

した。人口が減って一安心というのもおかしな話

ですが、まずは予測どおり人口が減り続けている

ということはよくわかりました。 

  先ほども壇上で申し上げたとおり、人口減少問

題の要因は多岐にわたり、特効薬はないものと考
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えます。日本全体がそうだから、結局、地方間で

のとり合いになってしまうという考え方もあるか

と思いますが、問題なのは、この人口の減少が余

りにも急激なことであり、そして年間14万人とも

言われる人口が地方から、より合計特殊出生率が

低い東京圏に移動していることです。 

  先ほど、米沢市が1.4％という話がありましたけ

れども、最新の統計では、東京は1.2％だそうです。

日本が若年人口比率が比較的高い若い国だったこ

ろは、この減少は問題ではありませんでしたけれ

ども、全国47都道府県全てで若年女性の比率が下

がって、既婚率、夫婦当たりの出生率が下がった

現在、出生率が低い都市部に移動することで、生

まれてくる子供の数が減り、労働人口、生産人口

が減り、その結果、地方も都市圏も経済が縮小す

るという負のスパイラルに陥りかねません。 

  そこでお尋ねします。 

  この大都市圏に移動する人口の流出を食いとめ、

また逆に都市部から地方への移住の動きをつくる

ことができれば、人口動態も安定すると考えます

が、その点については、どのようなお考えでしょ

うか。 

○鳥海隆太議長 我妻企画調整部長。 

○我妻秀彰企画調整部長 今、お話があったように、

都市圏に若い人が流れると。高校生の地元就職率

は非常に高いものがありますが、大学生の場合、

県外に出て、また米沢に戻ってくるというのは４

分の１であります。山形県全体の傾向であります

が。ですので、県外に出れば、まず４分の３の方

がそのまま県外に就職されるというような数値が

出ております。 

  米沢市として、地方都市で一番大事なのは、ま

ずは一旦大学で出ていかれても、戻ってきていた

だくというところを、まずは一番人数的には生ま

れ育ったところに戻ってきていただくというよう

なところで、先ほど申し上げました奨学金もです

が、あと就職の情報、地元の大学ですと、さまざ

ま地元の企業の情報は入ってくるわけなんですが、

離れると、なかなかそういう情報が入りにくいと

いうようなところで、先ほど産業部長が申し上げ

ましたさまざまな情報を持っていただいて、わか

っていただいて、こちらのほうに就職をしていた

だきたいと、戻ってきていただきたいという取り

組みが必要であると考えております。 

○鳥海隆太議長 古山悠生議員。 

○１９番（古山悠生議員） わかりました。 

  少し話は変わるんですけれども、地域のブラン

ド化という観点で、本市においては米沢ブランド

戦略事業が昨年度から始動しました。官民協働で

の産業地域おこしが期待されているところですが、

今後の地域のブランド化の競争軸の一つとして、

子育てといったものが取り上げられてくると思い

ます。 

  子育てしやすいまちというイメージは、子育て

年代の住民の定着を促し、出産を後押しし、移住

希望者を引きつける可能性があります。同じ県内

の東根では、「子育てするなら東根市」を打ち出

しておりますし、千葉県流山市は自然の中で子育

てを軸にした流山ブランドづくりに注力し、マー

ケティング課を設置し、共働きの子育て世代をタ

ーゲットとしたまちづくりとＰＲを冊子にし、人

口増加につなげています。 

  本市でも、若年の定住化についてはさまざまな

施策がされているとの、今御答弁があったわけで

すけれども、まずもって雇用の問題もさることな

がら、既婚率の低さも気になります。米沢市人口

ビジョンの市民を対象としたアンケートの中でも、

18歳から40歳の市民の約半数が独身だと回答して

います。特に私が住む農村部では、深刻な問題と

なっています。 

  そこで、ちょっとこれは提案なんですけれども、

三沢地区簗沢にて行われる田んぼアートを婚活の

場にすることを提案させていただきたいと思いま

す。先日、私も参加させていただきましたが、市

内の小学生を初め県内外から多数の方々と田植え

をしてきました。私も家で田植えはしますが、ほ
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とんど機械で行いますので、あんなに手で植えた

のは小学校以来でした。炎天下の中でしたが、山

合いに人々の話し声、笑い声がこだまし、楽しい

ひとときを過ごさせていただきました。 

  農協青年部の皆さんと参加させていただきまし

たが、そのほとんどが独身であり、出会いがない

と言っていました。かつて農村部では、青年団活

動が盛んであり、同年代の男女が集い、共同作業

を行う機会があり、ともに時間を過ごす中でコミ

ュニケーションを深めてきました。現在は、そう

いった場も少なくなってきましたので、今回の提

案は、田んぼアートの田植え作業を通してコミュ

ニケーションを深めてもらうというものです。ぜ

ひ米沢市でも検討していただきたいと思いますが、

いかがお考えでしょうか。 

○鳥海隆太議長 菅野産業部長。 

○菅野紀生産業部長 今、御説明にもありましたよ

うに、田んぼアートにつきましては、農業体験を

通じて食べ物の大切さや、自分で植えて収穫する

喜びを感じていただきまして、農業や環境に理解

と関心を持っていただくことを目的に実施してい

る事業でございます。 

  そういった意味合いから、小中学校や高校のク

ラス行事としても活用していただいているような

現状の中で、婚活に特化するのは、少々難しいか

なと思いますけれども、男女の出会いの場の一つ

にはなるかと思います。 

  そういった意味では、さまざまな場を活用して

いただき、また提供していくことで、そういう出

会いの場、結婚に結びつくような場を創出し、さ

まざまなイベント等でも発信していきたいと思っ

ております。 

○鳥海隆太議長 古山悠生議員。 

○１９番（古山悠生議員） ぜひ、前向きに検討し

ていただきたいと思います。また、この件に関し

ましては、別の機会があれば、提案させていただ

きたいなと思っています。 

  続いて男性の育児参加についてですが、健康課、

こども課さんからは、前向きな答弁をいただいた

と思います。連日親による虐待等悲しいニュース

が流れていますけれども、一般社団法人親子健康

手帳普及協会が発行する親子健康手帳というもの

は御存じでしょうか。母子健康手帳は、先ほどあ

りましたとおり世界的にも評価の高い日本独自の

システムです。妊娠判明時に自治体に届け出を提

出すれば受け取れ、出産、育児に関する国や自治

体が提供する制度の利用を促す仕組みとして機能

しています。男性の出産、育児リテラシーを高め

ることにより、働く女性の妊娠、出産環境の改善

にも役立ちます。女性社員の早期の妊娠、出産を

みんなで喜び、産休・育休を歓迎する組織風土に

もつながります。また、不妊治療に対する男性の

理解を深めることにもつながります。 

  この親子健康手帳は、男性にも積極的に育児に

参加してもらうことを意図した健康手帳であり、

県内でも新庄市、舟形町が採用していますが、本

市でも採用をぜひ検討してはいかがでしょうか。 

○鳥海隆太議長 小関健康福祉部長。 

○小関 浩健康福祉部長 ただいま議員おっしゃら

れたように、親子健康手帳、内容につきましては、

父親が育児に積極的に参加できるように、そうい

った心構えの項目を追加された内容になっている

ようであります。 

  本市で交付しています母子健康手帳につきまし

ても、母と子の健康状態を記録するといった手帳

でありまして、さらに育児を応援するための情報

もさまざま掲載してございます。内容については、

母親だけでなくて、父親も積極的に記録、そして

活用できる内容となっているところであります。 

  また、母子健康手帳の副読本、一緒にお渡しし

ているわけですが、そちらにもパートナーの支え

が欠かせないというようなこと、二人で親になる

といった準備を進めていく等の父親の育児参加を

促す内容も盛り込んでいるところであります。 

  御提案いただいた手帳につきましては、母子健

康手帳とどのような違いがあるか、そして効果は
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どんなものなのかといったことを、採用している

自治体のほうから情報提供いただきまして、今後、

効果的な情報発信等につなげていきたいと考えて

ございます。 

○鳥海隆太議長 古山悠生議員。 

○１９番（古山悠生議員） ありがとうございます。 

  この出産リテラシーを高めるということは、離

婚率の低下にも効果があると考えています。私も

育児や家事を手伝っているつもりですけれども、

まだまだ理解が足りず、たびたび妻のげきりんに

触れることがあり、戦々恐々としている日々です。 

  そもそも、手伝っているという感覚が男性の意

識の低さのあらわれなのかもしれません。どうし

ても子育ては女性がするものという固定観念が根

強いのだと思いますが、日本人の常識を変える大

きな挑戦だと思いますので、小さなことから少し

ずつ取り組んでいただきたいと思います。 

  男性の育児休業の取得については、データがな

いというのは非常に残念だし、推奨する立場であ

りながら、データがないというのはおかしい話だ

と思います。 

  そこでお尋ねしますけれども、本市男性職員の

育児休業の取得状況はいかがでしょうか。 

○鳥海隆太議長 後藤総務部長。 

○後藤利明総務部長 市の過去５年間の育児休業の

取得状況でございますが、平成26年度で申し上げ

ますと、育児休業取得可能職員19名に対して１名、

率にして5.3％、平成27年度は、16名に対して取得

者が１名、率にして6.3％でありましたが、平成28

年度から30年度にかけては、取得した職員はおり

ませんでした。そういう状況でございます。 

○鳥海隆太議長 古山悠生議員。 

○１９番（古山悠生議員） これは聞き取りの際、

通告しませんでしたけれども、今の状況で、その

当時、男性職員が育児休業を取得した際、本人の

感想であったり、例えば周りの反応というのは、

どういったものだったでしょうか。 

○鳥海隆太議長 後藤総務部長。 

○後藤利明総務部長 その状況は、確認はしており

ませんでしたけれども、以前から育児休業取得に

ついては、できるだけとるようにというのは周知、

ＰＲをしておりましたので、恐らくは周りの職員

については協力をして、育児休業取得について快

く取得をさせたと思っております。 

○鳥海隆太議長 古山悠生議員。 

○１９番（古山悠生議員） 先ほど、壇上の答弁の

ほうでも、アンケート結果の中で、なかなか職場

の理解が足りないといったお話もあったかと思い

ます。ところで、３年間育児休業の取得はなかっ

たということでしたけれども、この理由や背景は、

どのようなものだと認識されているでしょうか。 

○鳥海隆太議長 後藤総務部長。 

○後藤利明総務部長 まだまだやはり、育児休業を

取得する意義ですとか認識、あるいは周りの状況

の理解不足が背景にあるのだろうと思っておりま

す。 

○鳥海隆太議長 古山悠生議員。 

○１９番（古山悠生議員） 女性職員がかなりの割

合で育児休業を取得していますので、当然、男性

職員が育児休業をとることは、業務上、支障がな

いと考えますけれども、これから男性の育児休業

の取得に関しては、ますます機運が高まることが

期待される中、本市職員において３年間取得の実

績がないというのは、非常に残念に思います。 

  数字の低さよりも、やはり意識の低さが問題な

のかなという気がしています。なかなか民間企業

では、男性が育児休業を取得するのはハードルが

高いと思いますので、ここはぜひ、市職員が旗振

り役として育児休業をぜひ取得していただいて、

また取得しやすい職場環境づくりをお願いしたい

と思います。愛と義のまちを標榜する本市である

からこそ、なお一層子育て支援に力を入れていた

だいて、愛と義と子育てのまちをぜひ目指してい

ただきたいと思います。 

  ちょっと時間がなくなってきましたけれども、

最後に大項目３、「地元学」のすすめに移らせて
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いただきます。 

  先ほどいろいろお話もありましたけれども、本

市においても、各地域でそういった、ほかの地域

でも特色あるまちづくりをされている例があれば、

ぜひ伺いたいと思いますが、いかがでしょうか。 

○鳥海隆太議長 渡部教育管理部長。 

○渡部洋己教育管理部長 その他の地区の取り組み

といたしましては、山上地区では敬師郊迎の歴史

を生かした敬師の里づくりに取り組んでおります。

また、万世地区では万世大路や前田慶次、田沢地

区では草木塔など、それぞれの地域の資源を活用

した地域づくりなどを行っておりまして、17地区

がそれぞれの特色を生かした活動を展開しており

ます。 

○鳥海隆太議長 古山悠生議員。 

○１９番（古山悠生議員） ありがとうございます。 

  先ほど高校でのワークショップの取り組みの話

などがありましたけれども、最後に西村山地域広

域連携協議会が取り組んでいる「ふるさとを語れ

るようになろうプロジェクト」について御紹介さ

せていただきます。 

  この件に関しましては、３日目に髙橋英夫議員

もテーマにしていらっしゃいますので、詳しい説

明はしませんが、これは管内の魅力を農産物、企

業、歴史文化の面から学ぶ教材を昨年度より作成

し、各高校で活用してもらい、生徒の地元への愛

着を深める効果を狙った取り組みです。 

  高校生の郷土愛、ふるさと愛を高めることで、

地元への定着や将来のＵターンの動機づけにしよ

うとしていますが、案外、こういった取り組みが、

実は時間がかかっても有効な取り組みなのかもし

れません。ぜひ、本市におきましても、地元愛、

ふるさと愛を高める教育に、なお一層力を入れて

いただきますよう、お願い申し上げて、私からの

一般質問を終わらせていただきます。ありがとう

ございます。 

○鳥海隆太議長 以上で19番古山悠生議員の一般質

問を終了し、暫時休憩いたします。 

 

午後 １時５６分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午後 ２時０４分 開  議 

 

○鳥海隆太議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  次に進みます。 

  一つ、ことし２月に示された「今後の財政見通

し」について外２点、７番高橋壽議員。 

  〔７番高橋 壽議員登壇〕（拍手） 

○７番（高橋 壽議員） 私の質問は３点です。 

  最初の質問は、財政見通しについての認識と、

その対応について伺います。 

  さきの３月の予算議会前に、当局が議会に示し

た2029年度までの今後の財政見通しでは、実質単

年度収支が2020年度以降、2026年度まで７年間連

続の赤字となり、2027年は黒字となりますが、2028

年度に再び赤字となるということになっています。 

  その間、基金を取り崩しながらのやりくりをす

ることになりますが、財政調整基金と公共施設等

整備基金の残高は、2019年度の約31億円が2028年

度には約12億円になるとなっています。また、経

常収支比率は2019年度の94.1％から上昇を続け、

2028年度には98.2％になる見込みとなっています。 

  私は、さきの３月議会予算特別委員会の総括質

疑で、このことをただしました。2015年に2016年

から2020年までの５カ年の財政健全化計画を策定

し、財政健全化に向けて計画を実行に移している

わけですが、この計画を策定する契機になったの

は、まず一番の理由は、2012年度から３カ年連続

して続いた実質単年度収支の赤字と、基金残高が

10億円程度まで落ち込む見通しからだったはずで

す。 

  そこで私は、新たに財政健全化計画を策定し、

市民の皆さん方に財政状況を説明する必要がある

と述べたわけです。それに対し、財政当局からは、
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財政健全化計画は策定せず、毎年度の予算編成に

当たり、通常ベースの作業として行財政の見直し

をやっていくといった趣旨の答弁があったかと思

います。 

  現在の財政状況は、財政健全化計画を策定、実

行してから３年が経過し、あと２年を残してはい

ますが、策定時の見通しと目標からは、少し違っ

てきているのではないでしょうか。 

  市庁舎の建設、市立病院の建てかえ、統合中学

校の建設など、大型公共事業の建設は、当時は予

定はしていたものの、建設は具体的な日程までに

は上がっていませんでした。それが３年が経過し

てみますと、具体的な日程に上り、市庁舎建設は

既に建設が始まっています。市立病院の建てかえ

事業も、事業費の規模もおおよそめどはついてい

ます。 

  そうなりますと、今後の財政の見通しを示すと

いうことになりますと、今後どのような公共事業、

特に大型公共事業に取りかからなければならない

のか、市民要求の強い高齢者福祉、子育て事業な

どでどこに重点を置いて予算づけをしていかなけ

ればならないのかなども、あわせて明らかにしな

ければ、今回示した今後の財政見通しなるものは、

余り意味のあるものではないのではないでしょう

か。 

  現在の財政健全化計画は2020年度で終了するこ

とになっていますが、示された財政の見通しは

2029年度までのものとなっています。この期間は、

米沢市まちづくり総合計画の後期５カ年と、実施

計画でいいますと第３期と第４期に入る時期です。

したがって、前期と同じように後期事業を組み立

てるとすれば、後期の重点事業を決め、それを実

施計画で事業に移していくことになるかというふ

うに思います。 

  総合計画の前期計画は2020年度まで、後期が

2021年度からということで、後期計画と第３期実

施計画を、先ほどは第３期計画を今年度策定する

という答弁でしたけれども、私は来年度議論する

と考えていましたけれども、来年度に第３期実施

計画を議論し、策定するというスケジュールなの

かもしれません。 

  財政が厳しいという認識であれば、限られた予

算の枠で市民要望の高い事業から優先順位をつけ

て実施すると。そのために、財源を探し出すとい

う作業が出てくるわけです。 

  今後の財政見通しを示すというのであれば、ま

ちづくり総合計画の後期重点事業、第３期、第４

期実施計画にのせなければならない予算額で大型

の事業、あるいは行政サービスがどのようなもの

があるのかということを、これについても示すべ

きだと私は思います。 

  あるいは、先ほど示された今後の財政見通しの

中に、そういった総合計画の後期の重点事業、あ

るいは第３期、第４期で実施を考えている大型公

共事業や行政サービスが盛り込まれた、そういう

見通しなのかどうか、そこをはっきりしていない

と思います。 

  そこで改めて、２月に示した財政の見通しにつ

いて、どういうふうに認識をされているのかお伺

いをしたいと思います。 

  次に、教員の長時間勤務について伺います。 

  昨年12月の一般質問とさきの３月議会予算特別

委員会に続き質問をすることになります。 

  教員の長時間勤務の問題、これは教員の労働条

件の改善として緊急であると同時に、子供の教育

条件の問題として極めて重要という認識に、まず

立つことが私は大事だと考えます。 

  そこで、昨年12月議会では、2016年の文部科学

省による10年ぶりの全国調査の結果を踏まえ、米

沢市内の小中学校の教員の長時間勤務と所定外勤

務時間の実態を明らかにし、学校現場はもちろん

のこと、教育委員会、保護者、市民とこの問題を

共有することから、この課題へのアプローチの道

筋が見えてくるというふうに指摘をしておきまし

た。 

  答弁では、昨年の４月から７月の限られた期間
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の調査でありましたけれども、それでも所定外勤

務時間が、厚労省が言う過労死ラインの80時間を

超える100時間以上の教員が、市内の小中学校にい

ることが明らかになりました。 

  ３月議会では、教育委員会は米沢市の教員の所

定内勤務時間を昨年６月の１カ月という期間を限

って調査をしたところ、平均で小学校43.7時間、

中学校59時間、これをもとにした１日当たりの所

定内勤務時間は、小学校が10時間42分、中学校で

11時間27分と述べています。 

  全国平均の小学校で11時間15分、中学校で11時

間32分に比べて、小学校でわずかに少ないだけと

いうふうな実態になっております。 

  全国調査では、１週間当たりの所定内勤務時間

が60時間を超えると答えた教員の皆さん方は、小

学校で33.5％、中学校で57.6％で、これを１カ月

に換算すれば、厚労省が過労死ラインとしている

80時間を超えています。 

  ３月議会では、米沢市教育委員会は、この対応

策として、各学校で行事などの見直し、部活動の

あり方、校務支援システムの導入、人的配置とし

てスクール・サポート・スタッフなどの配置、そ

してその他、これまで配置してきた適応指導補助

員、教育相談員などを継続して配置しながら対応

していくと述べておりました。 

  一昨年の12月に中教審が中間報告を出して、そ

してそれに基づいて、昨年２月に文科省が、この

問題での通知を出しております。そのことも、昨

年の12月議会で紹介をいたしましたが、これによ

れば、管理職や教育委員会からの上意下達式では

なく、各学校での教職員の話し合いに基づいて、

何を削減していくか、これを決めていくことが非

常に大事だというふうに通知の中では強調されて

います。その際、業務削減について、私はこの通

知の内容というのは積極的な面があり、大いに活

用すべきだと考えています。 

  そして、教育委員会が答弁されたさまざまな活

用方法は、これにのっとって活用の具体的な案を

示されたのではないかというふうに認識している

わけです。 

  この通知の中でも早急な対応を求め、そして４

月からは働き方改革一括法の中の労働安全衛生法

が改正されて、労働時間の把握の義務、これが一

般企業だけではなく公立学校の職場にも適用され

ることになったと思います。 

  したがって、教育委員会が教職員の労働時間と

健康管理に責任を持つ体制と取り組みが、今、求

められていると思います。 

  昨年の答弁では、各学校の校長先生が出勤表、

これも後で聞きますけれども、に基づいて把握を

されて、教育委員会としては十分な把握はしてい

ないという答弁だったと思いますが、この４月か

ら法改正があって、これは教育委員会が教職員の

労働時間と健康管理に責任を持つというふうに決

められたわけです。 

  そこでまず、各学校現場での話し合いがどのよ

うに行われ、どのような業務削減が行われようと

しているのか。そして、効率化ということで所定

内労働時間を削減しようという取り組みが始まっ

ているわけですけれども、その具体的な内容につ

いてお伺いをしたいと思います。 

  次に、そもそもなぜ、このように教員の所定外

労働時間が常態化するようになっているのでしょ

うか。教員の数が少ないことに、そもそもの原因

があるのではないでしょうか。教職員の標準定数

というのが法律で決められていますけれども、そ

のことにも問題があるというふうに思います。 

  率直なところ、教育委員会として、学校現場の

先生方が大変で、今、心身ともに苦労されている。

そして、その結果、教育現場では、子供さんたち

にしわ寄せが来ているということになっているわ

けです。子供さんの教育条件を改善していくとい

う意味でも、教員の数をふやしていく必要が、私

はあると思いますが、なかなか政府はふやそうと

していないという実態になっているかと思います。

それを踏まえて答弁していただけるかどうかです
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けれども、教育委員会として、米沢市内の小中学

校の学校現場の状況を見ていただいていると思い

ますし、この間の業務改善に取り組んでいるわけ

ですから、市内の学校現場の状況を見ていただい

て、その上で教員定数の問題、少ないという認識

なのか、ふやさなければならないという認識なの

か、その辺のところをお伺いしたいと思います。 

  最後の質問です。 

  消防団が活動しやすい環境づくりをすることに

ついて伺います。 

  消防団員の団員確保がなかなか容易でないとい

う声を、皆さん方も聞いていらっしゃると思いま

すし、私も聞いております。この議会でも、たび

たびこの問題は取り上げられてきていたと思いま

す。 

  会社勤めの方の場合、勤務時間に発生した火災、

災害になかなか出動しにくい、そういう状況があ

ることも、団員確保が容易でないということの一

因になっているのではないでしょうか。 

  先ごろの関根地区内で発生した山林火災、これ

は３日間続いたわけですけれども、長期にわたっ

て出動要請が出たわけです。この山林火災に出動

した消防団員の方の場合、米沢市の消防団からは、

仕事の折り合いがつく方に出動要請をお願いした

と私は聞いております。 

  そして、仕事の折り合いをつけて出動要請に応

えてくれた団員の中で、お勤めの事業所、職場に

よっては、災害公務出勤――などの名称をいろい

ろつけていらっしゃるようですけれども――など

で、給料や賃金に影響しない方もいれば、有休を

とらざるを得ない、有休消化ということで有休が

減っていくわけです、あるいは欠勤扱いとなって

しまって、給料や賃金にストレートに影響した方

など、さまざまあったと聞いています。 

  市役所の職員の方で、消防団の方の場合は、こ

れは正式なものかどうか定かではありませんけれ

ども、職務専念義務免除ということで対応できて

いるようです。つまり、給料や有休に影響しない

ようになっています。 

  一方で、欠勤扱いになって給料、賃金に影響す

る方については、私は団員の皆さんに何らかの対

応が必要ではないかと考えます。 

  出動手当というのがありますけれども、１回当

たり1,500円という非常に低い額になっています。 

  出動手当を引き上げるか、もしくは団員がいる

事業所、企業に対して消防団員が出動した場合に、

例えば支援金を出すなどして、欠勤扱いに企業の

ほうではしないと。そして団員が出動しやすい活

動環境をつくる必要が私はあると、先ごろの関根

の火災現場の話を聞くにつけて思っているところ

です。 

  先ほど、前の議員の方が質問の中で、男性が有

休――子育てのための育休のところで――を取得

した場合、企業に一定の支援制度があるという話

をされたわけです。当局の答弁も、県でもそうい

う財政的な支援をしているという答弁があったわ

けですけれども、私はそういう支援を、企業にす

るか団員にするかどっちかですけれども、できれ

ば企業のほうに一定の奨励金など、出動した場合

に支援をして欠勤扱いにしないという対応がいい

のではないかと、さっきの質疑を聞いて思いまし

た。 

  もう一つは、団員の方の夜間の活動のときに、

ヘッドライトが必要ではないかということです。

これも、先ごろの山林火災に出動した第十分団、

万世地区の消防団の消防演習の後の反省会の中で

お聞きした話です。 

  あのときは、山林火災ですので、ジェットシュ

ーターという水袋を背負って、夜間あるいは早朝

の若干暗い中で山に登った消防団員でしたけれど

も、懐中電灯を持って、それでジェットシュータ

ーの作業を両手でしなければならないと。山林で

大変な場所だということで、ヘッドライトがどう

しても、こういう場合は必要だというお話を聞き

ました。 

  それで、常備消防のほうに行きまして、常備消
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防の方々は、夜間の活動のときはどうやっている

んですかと聞きましたところ、ヘッドライトをつ

けたりしていると。ただし、それは個人の自前の

お金で必要な方だけやっているというお話でした。

これも非常におかしな話ですけれども、特に消防

団の非常備消防の方が、夜間、火災だけでなくて、

災害での出動もあるわけで、そのときにやはりヘ

ッドライトってどうしても必要だし、私は消防団

の身の安全を確保するという点でも、常備してい

く必要があるというふうに思います。 

  以上、３点について答弁をお願いしたいと思い

ます。 

○鳥海隆太議長 後藤総務部長。 

  〔後藤利明総務部長登壇〕 

○後藤利明総務部長 私からは、１の今後の財政見

通しについてお答えいたします。 

  ことし２月にお示ししました今後の財政見通し

におきましては、実質単年度収支が令和元年度か

ら７年連続でマイナスとなる見通しであり、この

原因としましては、特に庁舎建てかえ事業におけ

る現庁舎の解体費や市立病院建設事業に係る医療

機器整備、そして小中学校空調設備整備事業に対

する借入金については、返済期間が短い上、借入

金額も大きいことから、この期間の財政運営は特

に厳しくなるものと見込んでおります。 

  しかしながら、これらの事業の実施に向けて、

あらかじめ比較的財政運営に余裕のあった平成27

年度から昨年度まで、計画的に基金へ積み立てを

行っておりますので、令和元年度以降にその基金

を取り崩すことで、財政運営は維持できると考え

ております。 

  次に、財源調整基金残高につきましては、今後

の財政見通しにおいて、令和６年度以降、20億円

を下回る額で推移する見通しとなっております。 

  しかし、財政健全化計画の令和２年度末での目

標額は、年度間の財源調整分として10億円、市立

病院建設事業のために10億円、合わせて20億円を

目標としているところであり、今後、市立病院建

設事業などで取り崩した後でも、財源調整のため

の基金として10億円以上を確保できる見通しであ

ることから、中長期的な財源調整機能は確保され

ていると考えております。 

  なお、財政見通しについては、国の地方財政に

対する方針や税収の動向、新たな財政需要の発生

などによって大きく変動する可能性がありますの

で、毎年度、予算や決算の内容を踏まえて見直し

を行い、健全財政の維持に向けた追加の取り組み

の検討など、必要な対応を行ってまいります。 

  このように、実質単年度収支はマイナスであり、

財源調整基金残高も減少する見込みでありますが、

大規模事業を実施する上で、一時的な歳出増に対

応するために、あらかじめ積み立てた基金を取り

崩すことは、基金の活用方法として適切なもので

あり、基金を取り崩した後も財源調整に必要な額

を確保できる見通しであります。 

  このようなことから、財政健全化計画を策定し

た当時とは、財政状況が異なっておりますので、

現時点で新たに財政健全化計画を策定する考えは

ございませんが、計画期間後も引き続き健全財政

の維持に向けた取り組みは継続していきたいと考

えております。 

  私からは以上です。 

○鳥海隆太議長 大河原教育長。 

  〔大河原真樹教育長登壇〕 

○大河原真樹教育長 私からは、教職員の長時間勤

務の解消策についてお答えいたします。 

  初めに、学校での長時間勤務解消についての話

し合いについてでありますが、学校では、長時間

勤務解消に向けて解消策を共有し、具体的な取り

組みを進めております。 

  一例としまして、会議の精選と資料準備のスリ

ム化があります。資料準備では、昨年度導入され

ました校務支援システムを活用し、会議資料のペ

ーパーレス化による印刷時間と手間の削減、デー

タ共有による類似資料作成の負担軽減を図ってい

ます。 
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  その他の例としまして、週１回清掃をしない日

の設定、形骸化された文書等作成の廃止、小学校

における課外活動の適正化など多くの取り組みを

行っております。 

  また、教育委員会では、長時間勤務の解消に向

けて、中学校における部活動ガイドラインの作成、

夏季休業中の閉庁日の設定などを行いました。さ

らに、校長会と連携をとりながら、連休中の部活

動のルールづくりもしたところです。 

  ５月の10連休は、半分の５日を部活動休止日と

しましたが、こういう取り組みは県内では米沢市

だけだったと県教育委員会から聞いております。 

  このほか、日常業務の一つとして、学校に送付

される配布物やチラシの仕分けが負担になってい

ることから、配布物等については、学級ごとの人

数に仕分けして学校に送付しているところです。 

  次に、長時間勤務解消の取り組みについて、市

民と共通認識を持つということについてでありま

すが、学校における長時間勤務解消の取り組みを

推進するためには、保護者や地域の皆様の理解を

深めることは必要なことと認識しております。 

  学校において、保護者や地区関係団体の協力を

求め、学校主体から保護者主体のＰＴＡ活動や、

地域主体の地区スポーツ活動に変わってきている

ところも出てまいりました。 

  また、学校の取り組みが保護者に一層理解され

るように、平成31年１月29日に出されました文部

科学大臣メッセージとともに、米沢市教育委員会

から保護者への協力依頼文書を学校に送付してお

りますので、間もなく保護者に届くものと思いま

す。 

  最後に、教職員の定数増の要望についてであり

ますが、今年度新たに部活動指導員を全ての中学

校に配置できるようになりました。今までも定数

増を要望しておりましたが、これからも引き続き

定数増に加えまして、加配教員や部活動指導員、

スクール・サポート・スタッフ等の増員を要望し

てまいります。 

  私からは以上です。 

○鳥海隆太議長 堤市民環境部長。 

  〔堤 啓一市民環境部長登壇〕 

○堤 啓一市民環境部長 私からは、３の消防団員

が活動しやすい環境を整えることについてにお答

えいたします。 

  初めに、団員が活動しやすいよう勤務先の職場

環境は整えられているのかについてでありますが、

平成31年４月１日現在、913名の消防団員がおり、

消防団活動に尽力いただいているところでありま

す。 

  消防団員は、近年全国的に減少傾向にあり、本

市消防団員の就労形態としましては、企業に勤め

る団員が多く、サラリーマン化が進み、企業に就

労している消防団員は670名の方がおります。 

  企業の中では、本市の消防団協力事業所制度に

登録されている企業は、建設業がほとんどを占め

ておりますが、24社が登録しており、消防団員が

活動しやすいよう、就労規則に消防団活動項目を

設け整備している企業もございます。 

  また、登録していない事業所においても、消防

団活動に協力的な企業もございます。 

  しかしながら、就労形態にもよりますが、勤務

時間中の火災等の災害におきましては、消防団活

動ができない消防団員がいるのも事実であります。 

  そのような消防団員の方につきましては、米沢

市消防団として協力できる範囲内での消防活動を

お願いしている状況であります。 

  去る５月13日から15日にかけて、大字三沢地内

で発生いたしました林野火災におきましては、消

防団員104名の方に消火活動に従事していただき

ました。中には、３日間従事された方もおります。

特に、今回の林野火災では、長時間での消火活動

であったため、従事した消防団員の方に対し、消

防団長名にて災害出動証明書を発行させていただ

いたところです。 

  今後におきましては、消防団員が就労時間中の

消防活動がある場合、欠勤扱いその他不利益な取
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り扱い等にならないよう、災害出動証明書を発行

するとともに、消防団を中核とした地域防災力の

充実強化に関する法律に規定されている事業者の

協力体制や、事業所内において消防団員が活動し

やすい環境を整えるため、企業、事業所に対し、

本市の消防団協力事業所制度への登録についても

推進したいと考えております。 

  また、同法では、国及び地方公共団体は、企業

等に対して従業員への加入及び消防団員としての

活動に対する理解の増進に資するよう努めるとさ

れております。消防団協力事業所制度においては、

本市では建設工事の入札参加者の評点への加点を

行っておりますが、消防団員が、さらに活動しや

すい環境となるよう、先進地の事例なども参考に

しながら、必要な施策を検討していきたいと考え

ております。 

  次に、夜間の活動用にヘッドライトを常備する

必要があるのではないかについてでありますが、

大規模災害に備え、装備の改善、消防団員の確保

などを進め、地域防災力の充実強化を図るため、

消防庁では、平成26年２月に消防団の装備の基準

を改定し、施設整備、活動用資機材などの装備に

ついても充実を図ることとされました。 

  本市では、消防団活動に必要な消防団デジタル

無線整備を行い、全車両に無線機を設置するとと

もに、団長を初め分団長までの団員には、携帯型

無線機及び置賜広域行政事務組合消防無線を受信

する受令機を配備するなど、消防団の情報伝達手

段の整備を図ったところであります。 

  消防団員の個人装備におきましては、消防団員

の活動時に必要な被服類のほか、公務災害が起こ

らないよう安全帽（ヘルメット）、防火衣等も年

次更新を行っているところであります。 

  また、昨年度からは、豪雨災害時に河川の重要

水防箇所における消防活動を行う際に必要となる

ライフジャケットの整備を進めております。 

  消防団員が夜間の災害に必要とされる照明機器

において、住宅火災の場合は、車両に装備されて

いるサーチライト、小型動力ポンプに接続し使用

できるサーチライトを整備しております。 

  夜間の個人装備となるヘッドライトについてで

ありますが、常備消防である置賜広域行政事務組

合消防本部においては、被服貸与規程の貸与品で

はなく、車両等の照明設備等を利用し消防活動を

行っており、また米沢市消防団に関する規則の貸

与品の取り扱いにおいても、貸与品として規定さ

れていない状況であります。 

  今後においては、消防団の装備の基準では、装

備品項目にも投光機の配備と記載されております

が、消防団員の活動中の安全性を第一と考え、頭

部を保護する安全帽の更新及びライフジャケット

の整備を進め、その他の資機材及び個人装備品に

ついては消防団と協議をし、検討してまいりたい

と考えております。 

  私からは以上です。 

○鳥海隆太議長 高橋壽議員。 

○７番（高橋 壽議員） ちょっと順番が逆になり

ますけれども、大変申しわけないですけれども、

３番目の消防団の装備のところからお伺いをしま

す。 

  それで、私が問いかけたのは、出動した際に欠

勤扱いになるということについて、消防団の方々

が出動しづらいという実態があるわけですよね。

それで、消防団員の確保という点でも、これはネ

ックになっているのではないかというふうに思っ

ているわけです。そのことについて、どう考えて

いるかということを聞きたいわけです。欠勤扱い

になっていることが、団員の確保の問題になって

いるのではないかということ、そのことについて、

どうお考えになりますか。 

○鳥海隆太議長 堤市民環境部長。 

○堤 啓一市民環境部長 事業所のほうで、消防団

員の活動に協力的であるのが望ましいわけでござ

いますが、中には、そういった対応をまだしてい

ただけないところもあるのかなと思いますが、今

回、先ほど御説明いたしましたとおり、消防団と
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しましては、現在、協力できる範囲内での消防活

動をお願いしているという状況がございます。 

  そういったことはありますが、やはりそういっ

た協力事業所をふやすなど、できるだけ消防団員

として活動しやすいような環境づくりを進めてい

きたいと考えているところでございます。 

○鳥海隆太議長 高橋壽議員。 

○７番（高橋 壽議員） 消防団が活動しやすい環

境を協力事業所などでと言いますけれども、そう

しますと、協力事業所に欠勤扱いしないようにと

いうことで、米沢市としては要請するということ

ですか。 

○鳥海隆太議長 堤市民環境部長。 

○堤 啓一市民環境部長 協力をいただいている事

業所、制度に登録されているところは、もちろん

その必要はないところであります。そういった体

制がとられているということですが、そういった

ことをまだとられていないところについては、で

きるだけ御協力いただくような方向で、こちらか

らも働きかけなどをしていきたいと考えておりま

す。 

  消防団等の充実強化法の中におきましても、事

業者としての協力、「事業者は、その従業員の消

防団への加入及び消防団員としての活動が円滑に

行われるよう、できる限り配慮するもの」となっ

ておりますので、そういった法の趣旨なども御説

明するなりして、協力をしていただくように進め

ていきたいと考えております。 

○鳥海隆太議長 高橋壽議員。 

○７番（高橋 壽議員） 協力要請を求めていただ

くのは、それはそれで大事なことなので、ぜひや

っていただきたいわけですけれども、先ほどの話

ですと、欠勤扱いにならないように証明書を今回

出したというお話ですけれども、証明書を出した

ところで、その証明書がどういう効果を持つかと

いう話になれば、欠勤扱いが解消されるわけでも

ないわけです。 

  それで、協力要請だけでは、やはり小さい事業

所にお勤めの方の場合は、なかなか事業所でそう

簡単に、はい、そうですかという話にはならない

と思うわけですね。だから、先ほど壇上で申し上

げたように、父親が育休をとった場合に、奨励金

という形で行政が企業に一定のお金を出して支援

するということになっているわけです。企業が欠

勤扱いするのは、企業の不利益といいますか、そ

ういう問題もあるからなわけなので、企業に対し

て何らかの奨励措置とか、何か具体的に支援をし

ていかなければ、そう簡単に、はい、そうですか

という話には、私はならないと思うわけです。 

  そういう支援策を、援助策をちゃんと考えてい

ただいて、その上で協力を願うということが必要

だと思うわけです。いかがですか。 

○鳥海隆太議長 堤市民環境部長。 

○堤 啓一市民環境部長 いろいろ県レベルとか、

あるいは市町村でもそういった企業、事業所に対

するメリット、あるいは団員に対するメリットを

どう用意するかというところが、いろいろ課題が

あるわけです。 

  そういったことで、先ほど協力事業所をふやす

ためという部分でも申し上げたんですが、先進地

の事例なども参考にしながら、必要な施策を検討

していきたいと考えているところです。 

○鳥海隆太議長 高橋壽議員。 

○７番（高橋 壽議員） 現在、平成31年度時点で

931名の団員がいると。そのうち、企業にお勤めの

方が670名という答弁でした。そうしますと、670

名の企業にお勤めの方のうち、火災に出動した場

合、欠勤扱いとなるという方は、どのぐらいいる

んですか。 

○鳥海隆太議長 堤市民環境部長。 

○堤 啓一市民環境部長 大変申しわけありません

が、その人数は把握しておりません。 

○鳥海隆太議長 高橋壽議員。 

○７番（高橋 壽議員） そうしたら、そこをまず

調査をしていただいて、どれぐらいの方が、有休

を使わなければならない方も、いわば欠勤扱いで
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はないですけれども、自分の大事な有休を消化し

なければならないわけです。その有休消化をしな

ければならない方と、欠勤扱いになる方、どれだ

けいるのか。役所のほうは、そういうことで災害

ということで欠勤扱いにならない、有休でもない

ということで、ちゃんと保障されているわけです

よ。同じ団員でありながら、企業ではないけれど

も市役所の方は、そういう参加しやすい状況があ

ると。一方で、そういう欠勤扱いになって、賃金

あるいは給料がそこで減らされるという不利益を

こうむっている方がいるわけなので、やはりボラ

ンティアでやってるわけではないわけですね、消

防団は。特別地方公務員というちゃんとした職責

を持って、そして一定の任務を持って団員になっ

ていて、プライドを持って、火災があったり災害

があったら、市民のために活躍するということで、

そういうプライドもあってやっているわけです。 

  だから、団のほうで、協力できる範囲で結構で

すという要請をせざるを得ないわけですよ、こう

いう状況があれば。本来ならば、団のほうでも災

害現場に出てくれとお願いをしたいけれども、そ

ういう状況があるから出られないわけで、団員と

しても、せっかく団に入って活躍したいという意

欲を持って、プライドを持っていながら、そうい

うことでなかなか出づらいという状況があれば、

そこは行政のほうで支援して改善していくという

ことをやってもよろしいかと思いますけれども、

ちょっともう一回、この件について検討されます

か。 

○鳥海隆太議長 堤市民環境部長。 

○堤 啓一市民環境部長 状況を、やはりさらに詳

しく把握する必要があるかと思います。先ほどち

ょっと申し上げました、消防団等の充実強化法の

中でも、第11条第２項の中で、消防活動を行うた

めに休暇を取得した場合に、それを理由として従

業員に対して解雇その他不利益な取り扱いをして

はならないという規定などもございますので、そ

ういった趣旨などを、やはり今後、より周知をし

っかりするなりしていきたいと考えております。 

○鳥海隆太議長 高橋壽議員。 

○７番（高橋 壽議員） 解雇という話ではなくて、

欠勤扱い、給料を、特に若い方はやはり、１日休

むということで給料を減らされるということは大

きいわけですよ。３日間とか１週間とか災害が続

けば、これは出ていかなければならないわけです

よ。協力できる範囲でと言いながら、そうはいっ

ても、災害が長期になれば、それは何日か出ざる

を得ない状況になるわけですよね。そこはよく、

先進事例という話が出ましたので、どういうふう

に工夫されているのか、お考えの上、対応してい

ただきたいと思います。 

  では市長。 

○鳥海隆太議長 中川市長。 

○中川 勝市長 年々、分団員が減少していると。

しかも、会社員やお勤めの方なんかが多くなって

いるという現状の中で、今、議員から話されてい

ることというのは、今後、やはり労使間の中で、

どのようにしっかりと、そういった防災に向けて、

災害に向けてどう取り組んでいくかというのは、

大きな課題だと思っております。 

  これから団員の確保も含めまして、それで一遍、

実態調査的なものをしっかりとやって、どのよう

な現状になっているか、それをまず把握をしたい

と思いますので、そのことだけ、今の段階では御

承知おきいただきたいと思います。 

○鳥海隆太議長 高橋壽議員。 

○７番（高橋 壽議員） よろしくお願いします。 

  それから、ヘッドライトについては、消防団と

協議してどうするか検討するというお話でしたの

で、ぜひ、検討していただきたいと思います。 

  第十分団は、山林火災、関根のあれで出動いた

しました。大変な御苦労をされたわけですけれど

も、ヘッドライトを個人で用意しなければならな

いかという話になっておりますけれども、これは

個人で用意すべきものではないと思います。 

  総合計画を見て、消防団の装備について、どう
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いうふうに掲載されているかというふうに見まし

たところ、１行あったわけです。そういう装備を

ちゃんとしていくと。それで、さっきのライフジ

ャケットとかという話が出たわけですけれども、

ヘッドライトについても、これは私は非常に団員

の命にかかわる、そういう問題ですので、十分、

団と協議しながら、必要であれば対応していただ

きたいと思います、個人負担でなくて。 

  次に、教員の長時間勤務についてお伺いをした

いと思います。 

  それで、いろいろ業務については、学校ごとに

検討されて話し合いをしながら削減していく方向

に進んでいるというふうにありました。 

  それで、米沢市が、教員の所定外勤務時間とい

うのが答弁されているわけですけれども、それで、

勤務状況をきちんと把握するということからしっ

かりやりなさいということで、先ほど申しました

けれども、法改正があって、これはやらなければ

ならないわけですね。 

  それで、米沢市としては、出勤表というもので

把握しているということですけれども、出勤表と

いうものはどういうものなのですか。先ほどの中

教審の報告、それから昨年２月に出された文科省

の通知で、どういうふうにしろということが書か

れているかというと、自己申告ではだめだと。客

観的にわかるようなタイムカードかＩＣＴなどを

利用してやりなさいということになっているわけ

ですね。それも直ちに整備しろというふうに書い

てあったと思います。 

  それで、米沢市はタイムカードなりＩＣＴ、中

身はわかりませんけれども、とにかくタイムカー

ドなどで客観的に把握できるという、そういうも

のは、もう取り組まれたんですか。４月から、も

う法改正で把握しなければならなくなっています

けれども。 

○鳥海隆太議長 今崎教育指導部長。 

○今崎浩規教育指導部長 教職員の勤務時間の管理

につきましては、現在のところ、昨年度と同様に

出退勤時刻表というふうなことで把握をしている

ところでございます。 

  出退勤時刻表につきましては、議員がお話しい

ただいたように、自分で出勤した時間、退勤した

時間を記入するという形でありますので、国が求

めております客観的な方法でということには至っ

ていない現状でございます。 

  今現在、そちらのほうに切りかえるべく、検討

を進めておりますけれども、今、なかなか決定に

至らない理由としましては、導入のしやすさと、

それを導入することで、また新たな負担が発生す

ることはないのかということなどの検証をしてい

るということもありまして、今現在は、そちらの

決定には至っていないというところでございます。 

○鳥海隆太議長 高橋壽議員。 

○７番（高橋 壽議員） 繰り返しになりますけれ

ども、この通知では、「教師の勤務時間管理を徹

底する」と。そして、「勤務時間管理に当たって

は、極力、管理職や教師に事務負担がかからない

よう」にと。今のお話だと思います。「服務監督

権者である教育委員会は、自己申告方式ではなく、

ＩＣＴの活用やタイムカードにより勤務時間を客

観的に把握し、集計するシステムを直ちに構築す

るよう努める」とあるんですよね。直ちにという

ふうになっているんですよ。 

  そして、さっき申し上げましたように、４月か

ら法改正になっています。労働安全衛生法の法改

正で、教育委員会には管理責任が出てきたわけで

すよ。だから、タイムカードなりＩＣＴをつける

方向で、客観的に時間管理をしなければならない

のではないでしょうか。 

○鳥海隆太議長 今崎教育指導部長。 

○今崎浩規教育指導部長 国のほうで、そのように

伝えられておりますけれども、国のほうでは、一

方、すぐさまということで、なかなかそこに至ら

ない場合として、そういった場合で、自己申告で

やる場合については、管理職等がしっかりと見届

けるというふうなことなども含めて行うことで、
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客観的でない方法についても、やむを得ずそちら

で把握することも認めるという形で出されている

ところでございます。 

○鳥海隆太議長 高橋壽議員。 

○７番（高橋 壽議員） 検討していただきたいと

思いますけれども、やはり客観的に把握するとい

うのは非常に大事だと思います。 

  昨年の質問の中では、いろいろ集計作業などが

大変なので、平均どれだけ所定外労働時間がある

んだと聞いたときに、４月から７月という若干忙

しい時期に期限を区切って、これだけだというお

話が出ましたけれども、一体、１年間で言えば、

そこがピークなのか、底なのか、忙しい時期とい

うからピークなのかもしれませんけれども、実態

がよくわからないわけですよ。 

  やはりそういう実態がわからない中で、業務の

内容をいろいろ工夫しながら削減をして、その結

果、どれだけ削減したかというはっきりした数値

が出てこないわけですよね。まず、客観的に数値

を出して、現時点でどれだけの所定外労働時間に

なっているのか。そして、さまざまな業務改善な

どをやって、精査をやって、業務を減らしていっ

て、どこまで減ったかという、そのことを明確に

する必要が私はあると思います。 

  そういう点では、タイムカードなどをきっちり

備えて、管理職のほうで、教育委員会で米沢市の

教職員の皆さん方の所定内労働時間、所定外労働

時間を数字で管理するということが大事だという

ふうに思います。 

  だって、100時間を超える方が実際いるわけです

よね、当局が答弁したように。人数は、３カ月間

に限ってという話ですけれども、それでも少ない

人数ではなかったと思います。小学校で２人、中

学校で15人です。過労死ラインを超えているわけ

です。そこをよく把握するためにも、必要だと思

います。 

  それで、業務改善をいろいろやるという話です

けれども、それだけでは、教職員の所定外労働時

間は減らないということを、今、国会での議論も

いろいろされているわけです。 

  要は、教科のこま数の問題というのが、非常に

問題になっていて、それで、これを減らさない限

りは、業務改善をして幾ら業務を減らしても、結

局、所定内労働時間７時間45分という法定所定内

労働時間があるわけですけれども、そこまでいか

ないということになっているわけですね。そうい

うことですよね。 

  教科の、今、小学校で言えば大体５こまから６

こまやっているわけですね。１こま45分ぐらいだ

と思いますけれども、それが業務のほうを減らし

たって、そこが減らなければ、結果として教職員

の皆さん方の多忙化、長時間勤務というのは減ら

ないと言われていますけれども、そういう認識で

よろしいですか。 

○鳥海隆太議長 今崎教育指導部長。 

○今崎浩規教育指導部長 授業のこま数につきまし

ては、法に基づいて組まれておりますので、そち

らについて、すぐさま変更されるということはな

いとは思います。 

  さまざまな業務を削減しても、忙しさが減らな

いということについては、こま数の多さというこ

とも要因にはあるのかもしれませんけれども、一

方、国からも出されましたように、学校では、急

なことで学校を休みにしなければならないという

ときに、予備時数をとっておかないと、一定の決

められた時数を確保できないというふうなことで、

少し余計に学校で授業日を組んでおります。 

  そういった授業日が多くなってはいないだろう

かということの話も出されておりますので、こま

数に限らず、そういったところについても確認を

し、検討していくというふうなことで、業務の軽

減を図れるのではないかなと思っております。 

○鳥海隆太議長 高橋壽議員。 

○７番（高橋 壽議員） きのうも私、インターネ

ットで国会でのこの問題の議論を見ておりました

けれども、こういう話なんですよね。学習指導要
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領が変わるたびに授業数が変わっていくわけです、

こま数が。 

  それで、1980年当時は週６日で小学校６年間の

授業総時間というのは5,785時間、中学校で3,150

時間。そして、2002年に週５日制になったわけで

すよ。１日減ったわけですよね。だから、勤務日

数は、教職員の方は17％、これで減ったと。とこ

ろが、肝心のこま数、授業時間数というのは７％

しか減らなかったということなんですよ。2002年

で小学校5,367時間、中学校2,940時間で、一方の

勤務時間は17％減ったけれども、授業のほうは

７％しか減らなかったと。そこでそごが出たわけ

ですよ。このときに、やはり授業数に見合った教

員をふやす必要があったけれども、政府はやらな

かったと。 

  そして、ゆとり教育というのがあって、しかし

ゆとり教育もいろいろ問題があるということで、

来年の2020年から、新しい学習指導要領によって

授業時数が決められたわけですよ。この授業時数

というのは、何と1980年の週６日制のときの時数

と大体小学校では同じ時数なんです、小学校は。

5,785時間。そして、中学校は若干減って、1980

年のときは3,150時間ですけれども、来年から始ま

る学習指導要領では3,045時間、若干しか減ってい

ない。これは、中学校は部活があるから、これだ

けではあれですけれども、つまり、週６日のとき

の授業時数と、週５日制、今そうですよね、結果

として、来年からのものが時数は同じということ

になっているわけですよ。 

  だから、そこでこま数が減らなければ、あるい

は教員をふやさなければ、多忙化の問題は、根本

的に解消しないという議論が国会でなされている

んだけれども、政府はふやさないという話になっ

ています。だから、学校現場で、やはりこの間の

話し合いで、業務を減らす、業務を減らしたけれ

ども、結果として教科のところで時数を減らさな

ければ、教職員のこの問題は解決しないというこ

とを、やはり学校現場からはっきりさせていく必

要があるというふうに思うんですよ。 

  だから、改めて申し上げますけれども、所定内

労働時間が幾らなのか、所定外労働時間が幾らで、

どれほど大変なのかということを数字ではっきり、

まずつかむという作業をやってほしいと、私は思

っているわけです。 

  それで、ちょっと戻りますけれども、業務改善

のところで、全国でいろいろやり始められていま

すけれども、一例として、川口市の教育委員会で

は、埼玉県ですね、学校の中に、学校における負

担軽減委員会というのを設けて、そこで話し合い

をして、これだけこういうことを話し合って業務

改善をいたしましたということで、教職員の共通

認識をしながら、いろいろ減らしていくという作

業をやったということがあります。 

  そういうことが、各学校で、現場でやられてい

るんですか。さっきお話がありましたけれども、

管理職のほうから一方的という言い方はどうかわ

かりませんけれども、これとこれをこうしようと

いう話ではないということでよろしいですか。教

職員の皆さん方の合意で、そういう委員会みたい

なものをつくって、そこでの議論で進められてい

るということでよろしいでしょうか。 

○鳥海隆太議長 今崎教育指導部長。 

○今崎浩規教育指導部長 ボトムアップでの働き方

改革ということであると思いますけれども、学校

では、校務分掌と申しまして、役割分担ごとの組

織がございますので、そういった組織の中で、我々

が担当している組織の中で、どのようなことが、

今削減できるだろうかというふうなこと、あるい

は各学年担当ごとの組織の中で、この学年でどん

なことを軽減することができるだろうかというふ

うなことを検討し、全体で共有するというふうな

ことは、各学校で行っているところでございます。 

○鳥海隆太議長 高橋壽議員。 

○７番（高橋 壽議員） いろいろ申し上げました

けれども、教員数をふやさなければ、これは根本

的な解決にならないということで、教員数をふや
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すという要望をしたいとおっしゃっていましたの

で、ぜひ、いろいろな機会を捉えて、教員数をふ

やすように要望していただきたいと思います。 

  以上で終わります。 

○鳥海隆太議長 以上で７番高橋壽議員の一般質問

を終了し、暫時休憩いたします。 

 

午後 ３時０５分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午後 ３時１４分 開  議 

 

○鳥海隆太議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  この際、お諮りいたします。 

  本日の会議が定刻の午後４時までに終了しない

場合、会議時間を日程終了まで延長することにし

たいと思いますが、御異議ございませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○鳥海隆太議長 御異議なしと認めます。 

  よって、本日の会議が定刻の午後４時まで終了

しない場合、会議時間を日程終了まで延長するこ

とに決まりました。 

  次に進みます。 

  一つ、人口減少対策について外２点、10番堤郁

雄議員。 

  〔１０番堤 郁雄議員登壇〕（拍手） 

○１０番（堤 郁雄議員） 櫻田門の堤郁雄です。 

  今般の米沢市議会議員選挙におきまして、３期

目の当選をさせていただきました。 

  市民の皆様に感謝申し上げるとともに、これか

ら負託に応え頑張ってまいる所存であります。 

  さて、櫻田門の一員として一般質問をするのは、

実は今回が初めてです。というのも、この２年間、

議会選出監査委員を務めてまいりました。監査委

員は議会の三役ですので、申し合わせにより一般

質問はしないことになっております。 

  一般質問はできませんでしたが、議員とはまた

違った角度から、本市の行政事務を見るという貴

重な体験をさせていただいた２年間だったと思い

ます。 

  森谷代表監査委員を初め、お世話になった皆様

には大変お礼を申し上げます。 

  この２年間、思い出深いものはさまざまありま

すが、やはり一番は、現場に行って見ることがで

きたということだったと思います。 

  例えば学校監査というのがありますけれども、

学校施設における老朽化した危険な遊具などが、

この２年間に速やかに撤去され、児童生徒の安全

が図られたというのは、監査委員の意見が取り入

れられて、それが具現化し、本市の行政が動いた

よい例だったのではないかなと思います。 

  もちろん、ほかにもさまざま監査委員の意見は

あります。それに対して、職員の皆さんが頑張っ

ていただいているというのは理解しているところ

であります。 

  このたびの改選で、太田議員と交代いたしまし

た。引き続き本市の行政事務のよりよいところを

目指して頑張っていただきたいと思います。 

  さて、質問に入ります。 

  今回の私の質問は３点です。 

  まず本市の人口減少対策についてですが、これ

は、先ほど相田克平議員や古山悠生議員が質問を

なさったことと重複いたしますけれども、よろし

くお願いしたいと思います。 

  全国的に人口は減っていると言われております。

本市も例外ではありません。ですが、自治体によ

っては、減少に歯どめがかかったり、逆にふえて

いるというような自治体もあります。 

  人口が減少するということは、地域の経済にも

大きな影響を与え、企業や商店の売り上げの減少

につながり、後継者不足も相まって、廃業する商

店がふえたり、シャッター街がふえます。空き家

がふえ、治安や衛生面の悪化で、事件や火事など

がふえる可能性もあります。何よりも、税収の低

下、交付税交付金の減少で自治体経営がますます
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大変になってまいります。 

  本市は、これから病院の建てかえ、庁舎の建て

かえ、統合中学校の建設など、大規模プロジェク

トがめじろ押しですが、今までと同じように借金

をふやして返済していけるのか、非常に心配な状

況ではあります。 

  そこで質問をいたします。 

  本市の人口減少の実態と今後の見通しはどうで

しょうか。 

  少子化対策、移住のための施策等、現在行って

いる施策は何でしょうか。 

  また、人口減少に歯どめをかけるための効果的

な対策はあるのでしょうか。 

  次に、デマンド交通（乗り合いタクシー）につ

いてです。 

  最近、高齢者の交通事故のニュースを頻繁に耳

にいたします。運転免許の返納者もふえていると

お聞きしています。しかし、免許を返納してしま

うと、今まで自分で買い物でも病院でも自由に行

けたのに、それができなくなる。公共交通機関が

あるところはいいですが、市内周辺部は一部を除

き、公共のバスも走っていません。タクシーを使

うと片道3,000円、4,000円、あるいはもっとかか

るというところがあります。 

  こういった交通の足のないお年寄りからは、早

く自分の地域でもデマンドタクシーを実施してほ

しいという要望をよくお聞きいたします。 

  そこで質問いたしますが、現在、市内３地区で

行われているデマンド交通の利用者の推移と現状

はどうでしょうか。 

  また、全市拡充の必要性についての認識はどう

か、お答えください。 

  次に、香りの害、香害といいますが、香りの害

です。香りの害といっても、余り聞きなれない方

も多いと思いますけれども、最近テレビなどでも

よく宣伝しているものに、香りが長く続くという

洗剤であるとか、柔軟剤などがあります。 

  それらの香りをいいにおいだと認識していらっ

しゃる方もいると思いますけれども、最近は、そ

れらの香りをかいで頭痛や目まい、吐き気、アレ

ルギー症状を訴える方などがふえているといいま

す。 

  特に給食着やスポーツのユニホームなどを着回

ししている子供たちに、それらの症状が出ている

ということをお聞きしています。 

  香りに使われている成分については、香料とだ

けしか表示義務がないのが現状です。どんな物質

が使われているのかわからないと、自分の症状と

の因果関係もわからないというのが現状だと思い

ます。 

  そこでお聞きしますが、香害について、本市は

実態をどのように認識していますか。また、現在

行っている対策や今後の対策についてあればお答

えください。 

  以上、壇上での質問を終わります。 

○鳥海隆太議長 我妻企画調整部長。 

  〔我妻秀彰企画調整部長登壇〕 

○我妻秀彰企画調整部長 私からは、初めに１の人

口減少対策についてお答えします。 

  本市の人口の推移についてでありますが、国勢

調査の結果を見ますと、人口のピークは昭和35年

の９万6,991人であり、その後一旦減少したものの

回復し、平成７年には９万5,592人まで増加しまし

たが、再び減少傾向となり、平成27年に行われた

直近の国勢調査では８万5,953人でしたので、この

20年間で9,639人、約10％の人口が減少しておりま

す。 

  人口増減につきましては、転入・転出に伴う人

口の動きである社会動態と、出生・死亡に伴う自

然動態の２つの要因が挙げられます。 

  社会動態については、平成13年以降、転入・転

出者の総数は減少傾向にありますが、その差はほ

ぼ一定であり、東日本大震災の翌年である平成24

年から平成30年までを見ると、年間約400人の転出

超過で推移しております。 

  一方、自然動態については、平成14年に死亡数
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が出生数を上回った後、その差は拡大傾向にあり、

昨年には出生数が500人であるのに対し、死亡数が

1,088人と588人の自然減という状況になっており

ます。 

  これまでの過去の実績に基づき、現時点で同じ

ペースで人口が減少することを想定して計算しま

すと、2025年、令和７年になりますが、その年に

は８万人を切る程度まで減少する見込みとなりま

す。 

  なお、この数値は平成28年３月に策定した米沢

市人口ビジョンに示した推計値の７万8,586人、ま

た昨年３月に国立社会保障・人口問題研究所が公

表した推計値の７万7,483人と比べて、若干ではあ

りますが減少数が少ない数字となっております。 

  しかしながら、人口の増減については、自然動

態、社会動態、それぞれにおけるさまざまな要素

が関係しますので、今後とも対策を進めながら、

人口の推移を注視していく必要があると考えてお

ります。 

  次に、少子化対策や移住のための施策など、現

在行っている施策についてのうち、移住・定住に

関する施策と実績などについてお答えします。 

  本市では、移住された方の経済的負担を軽減す

るため、県やＪＡ全農山形、山形県醤油味噌工業

協同組合と連携し、県外から本市に移住された世

帯に対し、山形県産米やみそ、しょうゆを提供す

る食の支援事業を行うとともに、国の地方創生推

進交付金を活用し、東京圏から本市に移住し、県

が設置するマッチングサイトに掲載された中小企

業に就業された方に対し、最大100万円の移住支援

金を支給する事業を今年度から始めたところです。 

  また、移住希望者が移住先を決めるに当たって

は、仕事や住まいはもちろんのこと、地域住民と

のつながりが重要なポイントとなることから、本

市への移住を考えている方に対しまして、地域住

民との交流を楽しみながら、米沢の魅力を堪能し

ていただくために、農家に民泊しながら米沢暮ら

しを一定期間体験していただく「お試し暮らし体

験事業」を実施しており、平成29年度には９名、

昨年度には10名の方の御参加をいただいておりま

す。 

  さらに、首都圏において移住に関するイベント

に参加したり、よねざわ暮らしセミナーを開催す

るなど、米沢に関心を持った移住希望者に対し、

定期的に情報提供を行っており、毎回、15名から

20名の方々に御参加いただき、リピーターもふえ

ております。 

  そのような「お試し暮らし体験事業」や、首都

圏でのセミナーなどに参加された方が、その後も

新しい友人や家族などを伴って本市にお越しいた

だいている例もあり、地域の方々との信頼関係も

さらに深まり、本市の交流人口増にもつながって

いるものと考えております。 

  そうした方々から、米沢暮らしの魅力をお聞き

したところ、四季折々の自然を初め、食べ物、歴

史文化はもちろん、米沢人の温かさ、人と人との

暮らしのつながりが一番の魅力だとのお話をいた

だいており、実際に何度も米沢にお越しいただい

た首都圏の大学生が、卒業後、本市での就農を目

指し、ことし４月に移住されており、徐々に成果

もあらわれ始めているものと感じております。 

  しかしながら、そうした移住希望者を初め市内

外のどのくらいの方が移住・定住し、地域企業に

就職しているかなどの実情を把握することは、非

常に難しいのが現状であります。 

  いずれにいたしましても、今後とも県、関係団

体、地域ごとの連携を強化しつつ、市外にお住ま

いの地元出身者や、本市へ移住を考えておられる

方々のニーズに合わせた取り組みが非常に重要で

あると考えておりますので、さまざまな情報の収

集に努めながら、情報発信を強化してまいります。 

  次に、効果的な人口減少対策についての御質問

でありますが、この対策を講じれば、必ず効果が

あるというものは、正直なところ難しいというの

が現実であります。 

  しかしながら、これは日本全体の人口が減少す



- 98 - 

る局面に突入した現在、本市を含めた多くの地方

自治体が抱える少子高齢社会とともに受け入れて

いかなければならない課題でありますので、さま

ざまな施策を実施することで、人口減少が進むの

を少しでも抑制していくことが必要であると考え

ております。 

  なお、人口減少については、さきの３月議会に

おける市政運営方針でも述べているところであり

ますが、今年度は、ＵＩＪターンの就労支援や創

業支援、市内学生の地元企業への就職促進を継続

していくほか、不妊治療に対する補助事業の拡充、

加えて空き家、空き地バンク事業や、東京からの

移住者支援補助金制度の活用による移住・定住の

促進などのほか、今年度より若者支援対策の一つ

である婚活支援事業を、教育委員会から市長部局

に移管し、婚活コンシェルジュを新たに配置した

ところであり、さらに先ほど古山議員の一般質問

の答弁の中でも申し上げましたとおり、今年度策

定する第３期実施計画の中でも、人口減少の抑制

を図る施策のほかに、人口減少が進む中でも持続

可能な行政サービスを維持するために必要な施策

を積極的に取り上げることとしており、また、今

年度から策定を進める「まちづくり総合計画後期

基本計画」の中でも、人口減少対策については一

つの柱として施策を検討していきたいと考えてお

ります。 

  次に、デマンド交通についてお答えします。 

  初めに（１）現在、市内３地区で行われている

デマンド交通の利用者の推移と現状はどうかにつ

いてでありますが、山上地区乗り合いタクシーの

過去３年間の利用者数につきましては、平成28年

度が2,824人、平成29年度が4,600人、昨年度が

5,263人となっております。 

  同じく田沢地区の利用者数につきましては、平

成28年度が1,595人、平成29年度が2,708人、昨年

度が2,780人となっており、両地区での乗り合いタ

クシー事業は、年々利用者が増加傾向にあり、一

定程度定着しているものと認識しております。 

  一方、昨年度から実証実験運行を行っている広

幡地区につきましては、昨年度の利用者数は685

人となっており、山上・田沢地区と比較しますと

少ない状況であります。その理由としましては、

山上・田沢地区とは異なり路線バスが運行されて

いない地域での新規運行のため、もともと公共交

通以外の移動手段が定着していたことも一因と考

えられますので、利用促進に向けて、地域におい

て各種会合などで積極的に声がけをするなど、Ｐ

Ｒに取り組んでいただいているところであります。 

  次に、（２）全市拡充の必要性についての認識

はについてでありますが、市内全域で利用できる

デマンド交通は、ドア・ツー・ドアで乗りおりで

きる利便性の高い交通システムであり、交通弱者

の増加が懸念される高齢化社会に有効な公共交通

であると認識しております。 

  しかしながら、地域の実情によっては、他の公

共交通手段を優先して希望される地域があること

や、民間交通事業者のサービスを補完する事業に

限られるため、既存の運行路線に重複または隣接

するエリアに新たな交通サービスを導入すること

は難しい状況となっており、現状としましては、

全地域に広げるまでの結論には至っていないとこ

ろであります。 

  今後は、進展する高齢社会や交通弱者に対応す

ることを喫緊の課題と捉え、現状の課題や問題点

を整理しながら、民間交通事業者との役割分担を

行いながら、地域の実情に配慮した適切な交通手

段の配置などにより、市民の生活の足の確保に取

り組んでまいりたいと考えております。 

  私からは以上です。 

○鳥海隆太議長 杉浦建設部長。 

  〔杉浦隆治建設部長登壇〕 

○杉浦隆治建設部長 私からは、１の人口減少対策

についてのうち、（２）移住のための施策に関し

まして、空き家バンクにおける移住希望者からの

利用状況や実績について御紹介させていただきま

す。 
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  本市の空き家・空き地バンクにつきましては、

昨年11月１日から運用を開始しまして、平成30年

度の実績では、バンクへの物件登録数は12件、利

用登録者数については20人から申し込みがありま

した。また、両者のマッチングによって契約が成

立した件数は、賃貸物件の１件となっております。 

  その中で、市外（移住希望者）からの問い合わ

せは８件ほど受けておりますが、そのうち実際に

バンクに利用者として登録された方は５人となっ

ており、現在のところ契約までには至っていない

ところであります。 

  物件への問い合わせ内容としましては、安価な

物件はあるか、駐車場があるか、近隣にスーパー

があるか、雪処理や庭を考慮し広い土地か、近く

に温泉があるかなどとなっており、住環境や利便

性がよい物件を求めている傾向にあります。 

  空き家バンクにつきましては、空き家対策の一

環として移住希望者を本市に誘導する施策として

も有効な手段と捉えておりますので、今後もニー

ズの把握に努め、制度設計や内容の充実を図って

いきたいと考えております。 

  私からは以上であります。 

○鳥海隆太議長 小関健康福祉部長。 

  〔小関 浩健康福祉部長登壇〕 

○小関 浩健康福祉部長 私からは、初めに少子化

対策のうち、子育て支援についてお答えいたしま

す。 

  本市の子育て支援事業としまして、民間の保育

所や認定こども園の施設整備に支援を行っており、

保育機能の充実、保育の受け皿の確保に努めてま

いりました。平成30年度まで５年連続４月１日の

待機児童をゼロとしてまいりました。また、就労

している保護者からの要望に応えて実施した病児

保育事業など、国が示す地域子育て支援事業13の

事業全てを実施しております。 

  さらには、市独自に中学生までの医療に係る費

用の無償化や、多子世帯における小学校６年生か

ら数えて第３子以降の保育料の無償化を実施し、

子育て世代の経済的負担の軽減を図り、市独自の

子育て支援の充実に努めております。 

  次に、洗濯洗剤や柔軟剤などの香料に含まれる

強い香りにより体の不調を訴えるケースについて、

市として実態を把握しているかについてお答えい

たします。 

  最近、香料の強い香りについての問題が認識さ

れるに当たり、自治体によっては、香料自粛のお

願いをする取り組みをしているところもあるよう

ですが、今のところ、健康問題として相談を受け

たケースはなく、その実態については把握してご

ざいません。 

○鳥海隆太議長 大河原教育長。 

  〔大河原真樹教育長登壇〕 

○大河原真樹教育長 私からは、小中学校における

香害への対応についてお答えいたします。 

  小中学校において、香害の対象となるものとし

て、給食着がございます。給食着については、公

費で購入し共有で使用しておりますが、給食当番

が終了した後、各家庭で洗濯をして次の当番へ渡

します。 

  洗濯洗剤には、香りが強く長時間その香りが続

く製品もあり、次の当番の児童生徒や、洗濯のた

め持ち帰った家庭において、残り香で頭痛を起こ

したり、気分が悪くなったりするような状況も時

折見られるようでございます。 

  本市では、保護者の負担軽減等の理由から、給

食着は公費で購入し共有しているところですが、

化学物質によるアレルギー症状を訴える児童生徒

もおりますので、そういったケースについては、

保護者からの申し出により、校長の判断で個人用

として貸し出すなど、柔軟に対応しております。 

  香料を含む洗濯洗剤等の使用については、個人

の好みにかかわる部分でもあり、学校において一

律に規制することは難しいと考えますが、自分に

とってはいい香りでも、人によっては、その香り

で化学物質アレルギーを引き起こすことがあるこ

とを、児童生徒や保護者に周知していきたいと思
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います。 

  私からは以上です。 

○鳥海隆太議長 堤郁雄議員。 

○１０番（堤 郁雄議員） 御答弁ありがとうござ

います。 

  それでは、順番にいきたいと思います。 

  移住・定住促進といいますか、人口減少対策に

ついてですけれども、本市としても、もちろん対

策をさまざま行っているというところは認識して

いるところではあります。 

  昨年、総務文教常任委員会で移住・定住をテー

マにして市民との意見交換会を行ったり、そして

政策提言として市長にも提出をしたところであり

ましたけれども、まだそこで提言した内容につい

て、なかなか実現というのは難しいところもある

のかなとは思いますけれども、その辺も踏まえて

質問させていただきますけれども、先ほどお試し

暮らしを民泊でやっているというようなお話でし

た。これは、政策提言の中でも、ぜひやってもら

いたいということで提案をしている一つでありま

すけれども、実際に民泊、農家民泊ですかね、具

体的に言うと。ちょっとその辺、お聞かせいただ

ければと思いますが。 

○鳥海隆太議長 我妻企画調整部長。 

○我妻秀彰企画調整部長 関地区のほうに民泊をし

ていただいてというようなところになります。そ

ちらのほうに加えてお答え申し上げますと、こち

らのほうに来ていた学生が、先ほど答弁させてい

ただきました、そのうちの１人が、この４月から

就農したというようなところで、たまたまという

面もありますが、直接に移住につながったという

ような例になったところでございます。 

○鳥海隆太議長 堤郁雄議員。 

○１０番（堤 郁雄議員） 関地区のそういう民泊

事業とかについては、同じ会派の関谷議員が、ま

た質問されると思いますので、私、深くお聞きし

ませんが、以前から関地区では、そういった交流

というのをやっているというようなお話はお聞き

しているところです。 

  ぜひそういう農家民泊から就農につながるよう

な、そういうのがあればいいななんていうことは

考えてはおったところですけれども、それが実際

にお一人ですか、米沢に住んで就農されるという

ことであれば、大変ありがたいし、将来性につな

がっていくのかなというふうな気はいたします。 

  東京とか、そういう移住・定住のフェアとかに

米沢市も参加をして、そういったところで情報発

信をしているんだというふうなお話でしたが、そ

ういうところで15人から20人の方が問い合わせ等、

多分ブースにいらっしゃっているということなん

だと思いますけれども、そういった方に、実際、

米沢市のほうに、こっちのほうに情報を問い合わ

せる場合もあるわけですけれども、そのときに、

ガイドブック的なもので一元的というか、米沢市

が今、こういうサービスをしていますよとか、こ

ういう補助がありますよとか、そういったものと

いうのは、今、ないんですよね。まだつくってい

ないと思うんですが、いかがですか。 

○鳥海隆太議長 我妻企画調整部長。 

○我妻秀彰企画調整部長 冊子とまでは、まだ実は

いっていないところでありますが、これまで議会

からの御意見をいただきまして、移住希望者向け

専用のポータルサイトをホームページからごらん

いただけるところでありますが、立ち上げたとこ

ろであります。 

  さらに、この内容を充実させるとともに、今お

話のあったような、ある程度米沢にもし移住した

場合のサービス、そのようなものを取りまとめた

ものにつきましては、今後、作成に向けて検討し

ていきたいと思っております。 

○鳥海隆太議長 堤郁雄議員。 

○１０番（堤 郁雄議員） やはりほかの地域に行

ったときに、そういったガイドブックを見せても

らったこともあるんですが、やはり役所の中にも

各課があって、それぞれ例えばこども課では子育

て支援のことをやっていたり、例えば医療費を無
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料にしていたりとか、さまざまな課で別々になっ

ていたりするわけですよね。そういったものを、

例えば農業の支援にしても、新規就農者に対して

支援をしているというのがあるわけですけれども、

そういった情報というのが、やはり一元化になっ

ていないと、どういった興味で米沢市を選ぼうか、

米沢市ってどんなところなんだろうかと興味を持

っていただいているかわからないわけですよね。

だから、そういった意味でいうと、一つにまとま

って、それが１冊もらったところで、みんな見ら

れるというようなものがないと、ぱっと見たとき

に、自分の希望しているところではないなという

ふうになってしまうと、非常に残念な感じがする

ので、これも政策提言の中では、そういったガイ

ドブックもつくってくださいというようなことも

言っておりますので、後期の計画の中で、そうい

ったものをつくっていただけるのかどうか、もう

一度お願いします。 

○鳥海隆太議長 我妻企画調整部長。 

○我妻秀彰企画調整部長 おっしゃるとおり、必要

なものだと思っております。そのようなところで、

つくる方向で検討させていただきたいと思います。 

○鳥海隆太議長 堤郁雄議員。 

○１０番（堤 郁雄議員） 移住・定住というと、

人口減少に歯どめをかけるというふうになると、

仕事の問題であるとか、さまざまなことがありま

すので、なかなか広くて、これというのはなかな

か特効薬もないというのも認識はしておるところ

です。 

  ですけれども、ほかの自治体でいろいろこうい

うことをやっているよという情報は、本市として

も知っているところではあると思いますけれども、

全てではないにしても。 

  そういったものの中で、やはり米沢市でもでき

そうなものは、やったほうがいいのではないかな

というのがあるんですけれども、例えば、ほかの

市の場合ですと、移住をしてくれた人にはただで

家も土地も差し上げますよとか、そういったこと

をやっている自治体もあるんですけれども、米沢

市としては、そういうものはやっていないという

のが現状だと思うんですが、いかがですか。 

○鳥海隆太議長 我妻企画調整部長。 

○我妻秀彰企画調整部長 なかなか移住の定義とい

うところを捉えるというのは、非常に難しいとい

うのが一つございます。Ｕターンで帰ってきた方

は、果たして入るのか入らないのかというような

ところとか、ほかの市からこちらのほうに来られ

た方との違いとか、そういうようなところがさま

ざま課題が多いというのが実情であります。 

  なかなか財政負担を安定して支出できるような

ものがないと、なかなか事業として、１年、２年

だけでなくて、長く続けるという事業については

難しい面もありますが、他自治体の取り組みなど

も参考にさせていただいて、今後、第３期実施計

画の中でも検討させていただきたいと思います。 

○鳥海隆太議長 堤郁雄議員。 

○１０番（堤 郁雄議員） 確かに、Ｉターンの方

は全然違うところ、縁もゆかりもない方だという

ことで、わかりやすいとは思うんですけれども、

Ｕターンの方とか、あるいは就職して二、三年で

帰ってくる方とか、そういう方なんかは移住と言

っていいのかどうか、非常にそういう定義は難し

いというのは、確かにあるのかもしれませんけれ

ども、ただ、米沢に戻って住んでいただけるとい

うことであれば、やはり余り区別をしないで、同

じようにそういったサービスとか補助を受けられ

るような、そういったものにしたほうがいいので

はないかなと、私は思いますので、それは次期の

計画の中で検討していただければいいのかなと思

っていますけれども、先ほど空き家・空き地バン

クの件がありましたけれども、米沢市内にそうい

った土地や家があって、住んでいらっしゃらない

方、既にもうこちらに親戚とか知り合いもいない

ので、戻ってくる当てもないので、米沢市に寄附

をしたいというような申し出があった場合に、あ

るいはまず、そういった申し出があるかどうかと
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いうのは、おわかりになればお知らせいただきた

いんですが。 

○鳥海隆太議長 杉浦建設部長。 

○杉浦隆治建設部長 はっきりしたことは、ちょっ

と御答弁が難しいんですけれども、そういったお

話があったというのを、担当からちょっと聞いた

記憶もあります。 

○鳥海隆太議長 堤郁雄議員。 

○１０番（堤 郁雄議員） ただ、本市の基本的な

姿勢としては、建物つきの土地というか、それは

そのままでは寄附は受けないというのが、本市の

基本ですよね。そこはどうですか。 

○鳥海隆太議長 後藤総務部長。 

○後藤利明総務部長 そのような土地、家屋につき

まして、なかなか相続の問題もありまして、寄附

をしたいという申し出があった場合には、あくま

で政策目的に合致しないものにつきましては、建

物がない場合でも寄附は受納しない方針としてお

ります。 

○鳥海隆太議長 堤郁雄議員。 

○１０番（堤 郁雄議員） そうすると、米沢市と

して、そういうものを受けて、例えばそれを本市

の定住政策、移住政策に活用するという目的があ

れば可能だということですか。 

○鳥海隆太議長 後藤総務部長。 

○後藤利明総務部長 これから、どのような政策展

開がなされるかわかりませんけれども、そのよう

な米沢市の方針として、明確にそのような移住政

策の中に位置づけられれば、それは可能だと思い

ます。 

○鳥海隆太議長 堤郁雄議員。 

○１０番（堤 郁雄議員） 聞き取りのときに、空

き家バンクで出している、そういった建物につい

ても、ほとんどただみたいな安い価格ですよとい

うようなことをお聞きはしたんですけれども、た

だ、ほとんどただみたいなものということであっ

ても、ただというのとお金を幾らかお支払いしな

ければならないですというのとでは、やはりちょ

っとインパクトが違うというふうに思うんですよ

ね。 

  これは、八幡原工業団地とか、オフィス・アル

カディアの誘致を、前、キャンペーンというか、

新幹線の中にポスターを張ったりしてやっていた

ことがあったと思うんですけれども、そのときも、

何割引きとかという、何％割引みたいなことがそ

のポスターに書いてあったんですけれども、ほか

の地域のポスター、つりポスターがあるんです、

電車の中の、それにゼロ円と書いてあるんですよ

ね。例えば50％引きというのとゼロ円というので

は、これはインパクトが全然違うと思うんですよ

ね。 

  だから、そういった意味で、米沢というのは非

常に正直というか、もったいないというか、実質

ゼロ円だったらゼロ円というふうなインパクトで

出せるような、そういったものをやったほうがい

いと思うんですよ。移住者じゃなくても、そうい

ったものがニュースにでもひっかかるぐらいのニ

ュースバリューがあるような、そういったことを

やらないと、なかなか全国の自治体の中で、同じ

ように自分の自治体に人を呼んで住んでもらいた

いというのがあるわけですから、その中で、米沢

市がぽっと選ばれていくというには、やはりそれ

なりのインパクトを持ったものが必要だというふ

うに私は思うんですね。 

  だからこれは、八幡原とかオフィス・アルカデ

ィアのときにも感じましたけれども、空き家バン

クについても、やはりただで差し上げますよ、米

沢に移住した方にはただで差し上げますよという

ふうなインパクトのあるものを与えたほうが、私

は少なくとも、米沢市ってこんなことやっている

んだってというニュースには上ると思うんですよ。

そういったものをぜひやっていただきたいと思う

んですが、いかがですか。 

○鳥海隆太議長 杉浦建設部長。 

○杉浦隆治建設部長 空き家バンクにつきましては、

売りたい人、そして利用したい人、そしてマッチ
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ングを図るというような仕組みにしているところ

でございます。 

  それで、提供する方が価格がなしでもというよ

うなことになれば、そういったマッチングも可能

かと思いますけれども、積極的にゼロ円をＰＲす

るというのは、空き家バンクで可能かどうかとか、

その辺はまだまだ研究していく必要があるかと思

います。 

○鳥海隆太議長 堤郁雄議員。 

○１０番（堤 郁雄議員） 実際、例えばただでも

らっても、直さなければならない部分とか、実際

にはあって、少しお金がかかるということはある

かと思います。でも、そういった部分でも、リフ

ォーム補助金を出しますよとか、何かいろいろ市

として補助をしていくことによって、そういった

費用負担も少なくて、米沢市にとりあえず住むこ

とはできます、仕事も紹介しますというような、

やはりそういった環境づくりというのをしないと、

なかなか米沢市に来てもらえないのではないかな

と思います。 

  さっき言ったというのは、空き家バンクに登録

してある建物というだけではなくて、例えばこっ

ちには誰も住まない建物だけあって、固定資産税

だけ払っていても何なので、もう米沢市にそのま

ま差し上げますよというような人が、もしいたら、

その建物の傷みぐあいにもよるのかもしれません

けれども、米沢市で積極的にもらって、米沢市で

ある程度の、例えば住めるようにして、今回はこ

れ目玉商品、今月はこれゼロ円でどうですかみた

いな、そういうふうなのを情報発信していくと、

結構、米沢市、今こういうことをやっているんだ

って、もしかしたら来月もそういうのがあるかも

しれないから、チェックしておこうとかという人

がふえるのではないかなと思うんですが、どうで

すか、情報発信の一つのアイテムとして、そうい

うことを考えてみるというのは、いかがですか。 

○鳥海隆太議長 我妻企画調整部長。 

○我妻秀彰企画調整部長 ちょっとさまざまなとこ

ろを勉強させていただきたいと思います。 

  寄附を希望されるという方は、今後、空き家等

もふえていくし、こちらに住んでいらっしゃらな

いという、そういうお話は多分ふえていくのでは

ないかなと思います。 

  しかし、米沢市が、そういう御希望があった場

合には、全て受け入れられるかと、いただいたか

らには米沢市所有分については管理をしていかな

くてはならないと。どの程度だと、本当に受け入

れていいのかというのは、なかなか線引きも現時

点では想定できないところであります。 

  他自治体でも、そのようなところを積極的に受

け入れているというのは、ちょっと私どものほう

としても情報を持ち合わせておりませんので、そ

の辺もあわせて勉強させていただきたいと思いま

す。 

○鳥海隆太議長 堤郁雄議員。 

○１０番（堤 郁雄議員） ぜひ、そういったほか

の自治体の取り組みなども勉強していただいて、

研究していただいて、米沢市でできるのであれば、

そういったものを定住策の一つとして、そういっ

たものも考えていただければいいのではないかな

と思います。 

  それでは、だんだんちょっと時間もなくなって

きましたので、移住・定住ともちょっと関連する

んですが、やはり公共交通機関というのは大事な

ものだと思っています。バスが一番なんでしょう

けれども、市内３地区ではデマンドタクシーもや

っていると。広幡地区は、ちょっとなかなか利用

者が伸び悩んでいるというところもあるみたいで

すけれども、ほかの２地区では順調に利用者も伸

びているようですし、やはり今は貴重な市民の足

になっているのではないかなと思っています。 

  ここだけではなくて、ほかの地域でも、うちの

ところでもデマンドタクシーを運行してもらえな

いかというような声が上がっているところがある

わけですよね。地域によってはバスのほうがいい

というところは確かにありますよね。万世地区で
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あるとか、市民の要望としてバスのほうがいいと

いうのはあると思いますし、全てをデマンド交通

にしろというわけではありません。例えばまちな

かの循環路線については、やはり観光客の足とか、

そういったこともありますから、そういったこと

を考えればバス路線も必要だというふうに思いま

す。 

  ただやはり、先日、個人的なことになりますけ

れども、私の父も80になるんですが、免許返納い

たしました。免許返納してもらうと一安心という

部分もあるんですが、やはり毎月医者に行ったり、

そういった、買い物に行ったりということが、今

度できなくなるということで、それをどうやって

確保していくか。 

  私とか家族がいるときには、一緒に乗せていく

ということも可能なんでしょうけれども、必ずし

もそういうわけではありませんし、やはり前もっ

て予定しているんだといいですが、きょうこれか

らとか、今、行きたいといった場合に、なかなか、

一旦免許を返納してしまった人は動けなくなるん

ですね。そうすると、なかなか、今まで知り合い

のところにもちょっと行ってくることができたと

いうようなところから、今度、だんだんひきこも

り傾向になって、家の中からだんだん出なくなる

わけですよね。 

  そうすると、体力的にも衰えてきますし、認知

症であるとか、さまざまなことも心配になってき

ます。ですからこれは、御本人だけの問題ではな

くて、家族の問題でもあるというふうに私は思っ

ています。 

  ですから、免許返納者の方には、今、１回だけ

6,000円分のタクシー券をお配りしているかと思

いますけれども、これからますます免許の返納者、

毎年倍々ぐらいにふえているんだと思うんですけ

れども、これからもどんどんふえてきて、そして

交通弱者と言われる方がどんどんふえてくるとい

う現状を考えますと、やはりもう今は、本当に本

気で市内全域にそういったことを考えないと、非

常に大変になってくると思いますので、全域とは

言いませんが、拡充できるところに拡充してもら

えないかどうか、もう一回お聞きします。 

○鳥海隆太議長 我妻企画調整部長。 

○我妻秀彰企画調整部長 高齢化が進む中で、やは

りデマンドタクシーを御希望されるというのは、

非常に多分これから高くなってくると思っており

ます。 

  先ほど申し上げましたように、その中で、その

地域、近隣エリアに公共交通、例えばバスが走っ

ているところというのは、なかなかすぐには難し

いところでありますが、まず一つは、今後、民間

バス事業者の方々などと話し合いをしていかなく

てはならないと、今後どのように進んでいくのか

と。その状況によっては、そのような、まず制度

の面でも可能性は出てくるだろうと思っておりま

す。 

  もう一つについては、やはりデマンドタクシー

の場合には、受ける側、実際に運行していただく

タクシー業界の方とも、きちんと話して、その体

制を整備していただかなくてはならないという課

題がありますので、その２点については現在もや

っておりますが、きちんと定期的に情報交換をし

ながら協議をして、今後の、来年度から新たな計

画の策定にも入りますので、その中で検討できる

ような下地づくりを今から準備していきたいと思

っております。 

○鳥海隆太議長 堤郁雄議員。 

○１０番（堤 郁雄議員） 実際に運行しているタ

クシー会社さんに行って、どういうふうにやって

いるんですかとお聞きしたこともあります。 

  実際、オペレーターの方が電話で受けて、１軒

ずつ、場所どこですかとかお聞きして運行してい

るというのが現状だと思います。 

  これはなかなか大変だと思うんですよ。という

のは、以前、九州のほうでデマンドタクシーをや

っているところを視察したことがありますけれど

も、そこはパソコン上で管理することができて、
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運転手さんはＧＰＳを持っていらっしゃるので、

今どこを走っているかというのが一目瞭然でわか

るんですね。そうすると、例えば今、この位置か

らこっちへ向かっているというのがわかって、そ

の途中でＡさんが電話をよこして、行きたいと言

ったら、そこからちょっと路線を外れてすぐに行

けるとか、そういった対応が非常にスムーズにで

きやすいということがあります。 

  ただ、今現状、３地区しかないようなところで、

そういったコンピューターが導入できるかという

と、予算の面からいってもちょっと無理だと思う

んですね。だからやはり、本当なら全市拡充して

いくと、それでも見合うようなことになるのでは

ないかと思いますけれども、今の状況では、ちょ

っとそこまでいけないので、今のような、実際オ

ペレーターさんが１軒１軒やって、運転手さんに

指示してというようなことになっていると思いま

すので、本当はもうちょっと拡充をしていただい

てやっていただきたいと思います。 

  それから、バスにしてもデマンドタクシーにし

ても、本市としては、どちらにも予算を出してい

るわけですよね。デマンドにしてもどこにしても、

皆同じように予算を出しているわけですよ、本市

としては。だとすれば、先ほどバスで空気を運ん

でいるみたいな話もちょっとありましたけれども、

空気バスよりは、実際に人が乗っていただいて利

用してもらったほうがいいわけですから、利便性

の高いものに移っていく、そういったことも可能

だと思いますし、実際に例えば路線バスの運行会

社と、その辺の話をしていただいて、できるので

あればデマンドに変えていただくとか、そういっ

たことも、この先の計画の中でぜひ検討していた

だきたいというふうに思います。 

  これについては、まだずっと追っていきますの

で、よろしく御検討をお願いしたいと思います。 

  時間もありませんので、香害のほうにさせてい

ただきたいと思います。 

  先ほど給食着であるとか、そういったものの害

とまで言っていいのかどうかというのもあるんで

すが、最近、アトピーだとかアレルギー体質、そ

れから化学物質過敏症とか、そういった方がふえ

ているように思います。私自身も、そういったぜ

んそくであるとか、アレルギー体質でもあるので、

非常にそういった化学物質とかにも敏感な体質で

はあるんですけれども、米沢市内の、例えばひど

くはなくても、そういった患者さんが、香りで症

状が悪化するとか、そういった事例はないのかど

うか、病院のほうからお聞きできればお願いしま

す。 

○鳥海隆太議長 渡邊病院事業管理者。 

○渡邊孝男病院事業管理者 米沢市立病院におきま

しては、香害と目されるような患者の受診は確認

されておらないところです。 

○鳥海隆太議長 堤郁雄議員。 

○１０番（堤 郁雄議員） 例えばそういった症状

のというか、アレルギーとか化学物質過敏症の方

であるとか、そういった方は患者さんとしてはい

らっしゃると、そんな方もいらっしゃらないです

か。そうですか。 

  もしいらっしゃらなかったらあれなんですけれ

ども、もし、例えばお医者さんとの話の中で、そ

ういったにおいでぐあいが悪いのよぐらいの話が

出ているのか、それともさほど重くならないで済

んでいるのか、その辺はちょっとわからないんで

すけれども、ただ、全国的にはやはり、人によっ

てはですけれども、症状が重くなって、すごいぜ

んそくの症状が出たりとか、そういったことがあ

る方も、先ほど言いましたように頭痛や吐き気と

か、そういったのがあったりとかいうこともあり

ますので、ただそれだけだと、すぐに死んだりと

かというわけではないので、時間がたつと治って

くるという部分もあるので、受診するところまで

いかないのかなというところもありますけれども、

全国の自治体の中では、教育委員会がお知らせと

いうような形で、そういった香料の強い洗剤を使

わないようにというようなことで、市内の小中学
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校の全部の御家庭にお知らせを配布したりとかし

ているんですけれども、米沢市としては、今のと

ころ、そこまではやらないというような感じでし

ょうか。 

○鳥海隆太議長 今崎教育指導部長。 

○今崎浩規教育指導部長 先ほど答弁させていただ

きましたように、今現在、一律に規制するという

ようなことは、なかなか難しいのではないかと。

それで、そういった香害というものがあるのだと

いうことを知っていただいて、自粛というような

形で少し抑えていただくような形に持っていけれ

ばよろしいのではないかなと考えているところで

ございます。 

○鳥海隆太議長 堤郁雄議員。 

○１０番（堤 郁雄議員） 2018年、昨年ですか、

日本医師会の会報の中で、この香りの害というも

のの被害に遭っている、困っているという方が最

近ふえているんだということで、なかなかやはり、

御本人以外の方には、なかなか伝わらない部分が

あって、ちょっと症状を言っても大げさじゃない

かなということで、なかなか理解してもらえない

んだという状況があると。 

  そういう方の多くが化学物質過敏症だというこ

ともあるので、そういうことがあるということを、

世の中に認識してもらうことが大事だろうという

ようなことが、会報の中で述べられていました。 

  ですので、これから症状が重い患者さんがいれ

ば、もちろんすぐわかるとは思うんですけれども、

そこまで重くならなくても、そういった方がふえ

てきたり、アレルギー体質の方がふえているとい

うこともありますので、できれば、啓蒙的な意味

も込めて、余りそういった香りの強いものは使わ

ないようにというような、お知らせ、お願いとい

うか、そういったものをできれば出していただけ

ればと思うんですが、もう一度、教育委員会のほ

うからお願いします。 

○鳥海隆太議長 今崎教育指導部長。 

○今崎浩規教育指導部長 そのようなことが大事で

あるというふうなことは認識しておりますので、

どのような形でできるのか、どのような内容にす

ればよいのかなということを研究させていただき

たいなと思います。 

○鳥海隆太議長 堤郁雄議員。 

○１０番（堤 郁雄議員） これはほかの自治体の

例ですけれども、症状の重い子供が、教室で一緒

に勉強ができなくて、相談室というか、別の部屋

で一人で勉強しているとかという実態もあるよう

ですので、場合によっては、本市も、そういった

子供が出てこないとも限りませんので、ぜひ、そ

ういった子供さんが、本当は出ないうちにすれば

一番いいんでしょうけれども、ぜひ、適切に対処

をしていただいて、できれば早いうちに、余り香

りの強いものは自粛していただくようにというよ

うなことで、これはお願いでなくてもいいんです

が、そういったことがありますよという啓蒙的な

ものでも結構ですので、ぜひ、できるのであれば

していただきたいと思います。 

  以上で私の質問を終わります。 

○鳥海隆太議長 以上で10番堤郁雄議員の一般質問

を終了いたします。 

 

 
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○鳥海隆太議長 以上をもちまして、本日の日程は

終了いたしました。 

  本日は、これにて散会いたします。 

 

  午後 ４時１３分 散  会 


